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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期

決算年月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年５月 平成21年５月

売上高 (百万円) 12,564 23,058 58,906 84,264 12,575

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 1,539 2,255 3,755 1,600 △6,051

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) 732 928 1,663 △6,520 △9,211

純資産額 (百万円) 4,058 12,097 18,853 7,834 1,280

総資産額 (百万円) 43,671 99,306 146,713 96,755 52,450

１株当たり純資産額 (円) 49,343.5487,069.8566,701.8535,849.87429.26

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) 9,168.4810,653.838,553.07△29,739.53△24,218.11

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 9,055.019,251.177,329.12 ― ─

自己資本比率 (％) 9.3 8.2 9.8 8.1 2.4

自己資本利益率 (％) 23.60 15.2 14.8 ― ─

株価収益率 (倍) 31.7 22.9 17.0 ― ─

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,054 △3,678 △10,154 △2,701 △2,364

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △19,362 △23,730 △13,238 75 9,463

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 13,906 31,224 26,871 △847 △12,272

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 2,049 6,201 9,650 5,950 440

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名)
606

〔145〕
912

〔219〕
1,413
〔366〕

1,605
〔307〕

196
〔─〕

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　従業員は就業人員であり、従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３　平成18年５月12日開催の取締役会決議に基づき、平成18年６月１日をもって普通株式１株を２株に分割してお

ります。なお、当該株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり指標の推移を参考まで

に掲げると以下のとおりとなります。

回次 第９期 第10期

決算年月 平成17年５月 平成18年５月
　 　 　

(1) 連結経営指標等 　 　

１株当たり純資産額 (円) 24,671.77 43,534.93

１株当たり当期純利益 (円) 4,584.24 5,326.92

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 (円) 4,527.50 4,625.59
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４　第10期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月9日企

業会計基準第5号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成17年12月9日　企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。

５　第12期及び第13期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在しますが

１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

６　第12期及び第13期連結会計年度の自己資本利益率及び株価収益率については、１株当たり当期純損失であるた

め記載しておりません。

７　第12期連結会計年度より、当社グループの連結財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額につきまして、

従来の千円単位での記載から百万円単位の記載に変更したことに伴い、第11期以前につきましても百万円単

位に組替え表示しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　
回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期

決算年月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年５月 平成21年５月

売上高 (百万円) 7,691 13,583 20,668 19,313 5,453

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 1,219 1,861 5,093 814 △3,135

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) 655 1,038 543 △5,211 △11,202

資本金 (百万円) 1,067 2,675 5,228 5,732 7,184

発行済株式総数 (株) 82,905.1093,543.16215,439 224,0162,969,038

純資産額 (百万円) 4,065 8,245 13,666 8,297 32

総資産額 (百万円) 18,275 34,811 72,316 72,222 38,137

１株当たり純資産額 (円) 49,429.2988,441.3763,573.0538,061.31 11.02

１株当たり配当額
(内、１株当たり
中間配当額)

(円)
(円)

800
(―)

1,000
(―)

1,200
(300)

―
(―)

─
(─)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) 8,202.8911,923.282,793.76△23,771.25△29,452.73

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 8,101.3710,353.492,393.97 ― ─

自己資本比率 (％) 22.2 23.7 18.9 11.5 0.1

自己資本利益率 (％) 20.8 　16.9 5.0 ― ─

株価収益率 (倍) 35.5 20.5 51.9 ― ─

配当性向 (％) 9.8 8.4 43.0 ― ─

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名)
76
〔3〕

102
〔4〕

130
〔―〕

159
〔―〕

34
〔─〕

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　従業員は就業人員であり、従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３　平成18年５月12日開催の取締役会決議に基づき、平成18年６月１日をもって普通株式１株を２株に分割してお

ります。なお、当該株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり指標の推移を参考まで

に掲げると以下のとおりとなります。

回次 第９期 第10期

決算年月 平成17年５月 平成18年５月
　 　 　

(2)提出会社の経営指標等 　 　

１株当たり純資産額 (円) 24,714.65 44,220.69

１株当たり当期純利益 (円) 4,101.45 5,961.64

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 (円) 4,050.69 5,176.75

４　第10期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月9日企

業会計基準第5号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

委員会　平成17年12月9日　企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。

５　第12期及び第13期事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在しますが１株

当たり当期純損失であるため記載しておりません。

６　第12期及び第13期事業年度の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、１株当たり当期純損失が

計上されているため記載しておりません。

７　第12期事業年度より、当社の財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額につきまして、従来の千円単位で

の記載から百万円単位の記載に変更したことに伴い、第11期以前につきましても百万円単位に組替え表示して

おります。
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２ 【沿革】

平成８年６月 不動産の価値を向上させる最適なソリューションの提供を目的として東京都新宿区新宿に株式会

社ゼクス（資本金1,000万円）を設立

平成８年９月 宅地建物取引業として東京都知事免許取得（東京都知事（1）第74391号）

　
建設業として特定建設業免許取得（東京都知事免許（特-13）第104513号）

不動産コンサルティング事業を開始

平成13年１月 宅地建物取引業として国土交通大臣免許取得（国土交通大臣（1）第6112号）

平成13年２月

 

株式会社ゼクスコミュニティにてアシステッドリビング（介護付有料老人ホーム）「ボンセ

ジュール」シリーズを運営開始

平成14年11月 不動産特定共同事業許可を取得（東京都知事　第48号）

平成15年４月 株式を日本証券業協会に店頭登録

　 シニアレジデンス「チャーミング・コート溝の口」開業

平成16年10月 シニアレジデンス「チャーミング・スクウェア本郷」開業

平成16年12月 日本証券業協会への登録を取消し、株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年３月

 

 

ゼクス不動産投資顧問株式会社（現株式会社ゼクス・プリンシパル・インベストメント）を通じ

て、資産運用会社であるエルシーピー・リート・アドバイザーズ株式会社に出資し、不動産投資信

託事業に参入

平成17年４月

 

東京証券取引所市場第二部に株式を上場、同時に株式会社ジャスダック証券取引所へ上場廃止を

申請

平成17年11月 中央毛織株式会社（現株式会社中央コーポレーション）を連結対象子会社にする

平成17年12月 シニアレジデンス「チャーミング・スクウェア舞子」開業

平成18年11月 東京証券取引所市場第一部に上場

平成19年３月 シニアレジデンス「チャーミング・スクウェア芦屋」開業

平成20年４月 株式会社中央コーポレーションを持分法適用関連会社にする

平成20年４月 シニアレジデンス「チャーミング・スクウェア白金」開業

平成20年５月 シニアレジデンス「チャーミング・スクウェア豊洲」開業

平成20年11月 株式会社ゼクスコミュニティの全株式を譲渡し、連結の範囲から除外

平成21年５月 株式会社中央コーポレーションの株式を一部譲渡したことに伴い、持分法の適用から除外
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社及び連結子会社13社で構成されており、不動産コンサルティング事業、シニアハ

ウジング＆サービス事業、並びにその他事業を主たる事業として取組んでおります。

当社グループの事業内容は次の通りであります。

（不動産コンサルティング事業）

不動産の収益性改善のための事業計画の策定、事業化後の収益の予測、基本設計及び用途変更の提

案等、不動産の企画、開発に関する各種コンサルティングサービスの提供を行っております。

（シニアハウジング＆サービス事業）

高齢化社会に対応し、高齢者が安全で快適に生活できる住居空間とコミュニティの提供を目的と

して、高齢者向け住宅の企画、開発及び運営を行うとともに、その付加価値事業として医療サービス

の提供を行っております。

（その他事業）

主として温浴レクリエーション施設「すんぷ夢ひろば」の運営を行っておりましたが、平成20年

10月31日付にて当該事業を譲渡しております。
　

なお、前連結会計年度まで「リゾート＆スポーツ、その他事業」として分類しておりましたセグメント

名称を当連結会計年度より「その他事業」と変更しております。

事業の系統図は、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

株式会社
ゼクスアクティブ・エイジ

(注)５
東京都港区 400

シニアハウジ
ング＆サービ
ス事業

100.0

役員の兼任　３名
当社より建物を賃借しておりま
す。
当社に対して経営指導料を支
払っております。
当社に対し運転資金を貸付てお
ります。
当社にて預り金が発生しており
ます。
当社よりリース取引並びに入居
一時金返還債務につき債務保証
を受けております。

株式会社
チャーミング・エイジ研究所

(注)３
 

神奈川県川崎市高津区 165
シニアハウジ
ング＆サービ
ス事業

100.0
(100.0)

役員の兼任　３名
当社に対して業務委託料を支
払っております。
当社に対し運転資金を貸付てお
ります。
当社にて預り金が発生しており
ます。

株式会社
チャーミング・スクウェア舞子

(注)６
東京都港区 10

シニアハウジ
ング＆サービ
ス事業

100.0
(100.0)

役員の兼任　１名
当社より建物を賃借しておりま
す。
当社に対し運転資金を貸付てお
ります。
当社にて預り金が発生しており
ます。
当社よりリース取引並びに入居
一時金返還債務につき債務保証
を受けております。

株式会社ゼクス・プリンシパル
・インベストメント

(注)３

 

東京都港区 50
不動産コンサ
ルティング事
業

99.0

役員の兼任　２名
役員の派遣　２名
当社より運転資金を借入れてお
ります。
当社にて社債を引受けておりま
す。
当社より金融機関からの借入に
伴い債務保証を受けておりま
す。
当社にて預り金が発生しており
ます。

株式会社ジーメド
(注)３

東京都港区 75
シニアハウジ
ング＆サービ
ス事業

100.0

役員の兼任　４名当社よりリー
ス取引に伴い債務保証を受けて
おります。
当社より運転資金を借入れてお
ります。
当社に対して経営指導料を支
払っております。

株式会社
チャーミング・リゾート沖縄

(注)３
東京都港区 90

不動産コンサ
ルティング事
業

100.0
役員の兼任　３名
当社より運転資金を貸付ており
ます。

株式会社
チャーミング・リゾートすんぷ

(注)７
東京都港区 10その他事業

99.0
(99.0)

役員の兼任　２名
役員の派遣　２名
当社に対して経営指導料を支
払っております。
当社より運転資金を借入れてお
ります。
当社よりリース取引に伴い債務
保証を受けております。

株式会社すんぷ夢ひろば
(注)８

東京都港区 3 その他事業
99.0
(99.0)

役員の兼任　１名 
当社より運転資金を借入れてお
ります。 
当社より建築工事代金の支払に
伴い債務保証を受けておりま
す。 
当社にて預り金が発生しており
ます。

株式会社
ゼクスアクティブ・シニア

東京都港区 30
シニアハウジ
ング＆サービ
ス事業

99.0
(99.0)

役員の派遣　１名 
当社より運転資金を借入れてお
ります。 
当社にて預り金が発生しており
ます。
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名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

有限会社カヌチャ・ゼット 東京都千代田区 3
不動産コンサ
ルティング事
業

―
当社より匿名組合出資を受入れ
ております。匿名組合出資の割
合は、100.0%であります。

合同会社ゼット・エー・エー 東京都千代田区 0
不動産コンサ
ルティング事
業

100.0
(100.0)

―

アバンザ・アセット合同会社
(注)９

大阪府大阪市北区 0
不動産コンサ
ルティング事
業

―
当社より匿名組合出資を受入れ
ております。匿名組合出資の割
合は、45.0%であります。

アバンザ合同会社
(注)９

大阪府大阪市北区 0
不動産コンサ
ルティング事
業

─

当社より運転資金を借入れてお
ります。
当社子会社より匿名組合出資を
受入れております。匿名組合出
資の割合は、45.0%であります。
当社より金融機関からの借入に
伴い債務保証を受けておりま
す。

(持分法適用関連会社) 　 　 　 　 　

株式会社
チャーミング・スクウェア芦屋

(注)10
東京都港区 100

シニアハウジ
ング＆サービ
ス事業

39.0
(39.0)

役員の兼任　１名 
当社により運転資金を借入れて
おります。
当社よりリース取引並びに入居
一時金返還債務につき債務保証
を受けております。

株式会社
カヌチャ　ベイ　リゾート

(注)４
沖縄県名護市 1,346その他事業 25.8 ―

株式会社アソシア 東京都千代田区 200その他事業
35.0
(35.0)

役員の派遣　１名

株式会社キャピテクス 東京都渋谷区 60その他事業
39.0
(39.0)

―
 

ＮＳＢサポート・ファンド
有限会社

東京都千代田区 3
不動産コンサ
ルティング事
業

―

当社子会社より匿名組合出資を

受入れております。匿名組合出

資の割合は、35.0%であります。

ＮＳＢサポート・ファンド
合同会社

東京都千代田区 0
不動産コンサ
ルティング事
業

―

当社子会社より匿名組合出資を

受入れております。匿名組合出

資の割合は、30.3%であります

有限会社ゼット・スター 東京都千代田区 3
不動産コンサ
ルティング事
業

―

当社より匿名組合出資を受入れ

ております。匿名組合出資の割

合は、33.3%であります。

合同会社アール・ティー・ケー 東京都中央区 0
不動産コンサ
ルティング事
業

―

当社より匿名組合出資を受入れ

ております。匿名組合出資の割

合は、39.0%であります。

合同会社エス・エス日進開発 東京都中央区 0
不動産コンサ
ルティング事
業

―

当社より匿名組合出資を受入れ

ております。匿名組合出資の割

合は、32.0%であります。

特定目的会社レオ・アセット２ 東京都千代田区 0
不動産コンサ
ルティング事
業

―

当社より優先出資を受入れてお

ります。優先出資の割合は、

25.0%であります。

ＮＳＢサポート・ファンド・ス
リー合同会社

東京都千代田区 0
不動産コンサ
ルティング事
業

―

当社子会社より匿名組合出資を

受入れております。匿名組合出

資の割合は39.3%であります。

(注) １　「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。
２　「議決権の所有割合」欄の(内書)は間接所有となっております。
３　特定子会社であります。
４　有価証券報告書の提出会社であります。
５　債務超過会社であり、債務超過額は757百万円であります。
６　債務超過会社であり、債務超過額は403百万円であります。
７　債務超過会社であり、債務超過額は1,712百万円であります。
８　債務超過会社であり、債務超過額は3,376百万円であります。
９　アバンザ・アセット合同会社及びアバンザ合同会社は、平成21年２月25日付にてYURI LAND ASSET１合同会社
及び由利土地開発合同会社より、それぞれ商号を変更しております。

10　株式会社チャーミング・スクウェア芦屋は、平成21年７月１日付にて東京都港区より兵庫県芦屋市に本店を移
転しております。

　

EDINET提出書類

株式会社ゼクス(E04010)

有価証券報告書

  8/142



５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年５月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

不動産コンサルティング事業
12
〔─〕

シニアハウジング＆サービス事業
162
〔─〕

その他事業
─
〔─〕

全社(共通)
22
〔─〕

合計
196
〔─〕

(注) １　従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は〔　　〕内に、当連結会計年度の平均雇用人員(但し、１日勤務時

間８時間換算による)を外数で記載しております。

２　全社(共通)として記載されている従業員数は特定のセグメントに区別できない管理部門に所属しているもの

であります。

３　当連結会計年度において、従業員数が1,409名減少しております。主な理由は、シニアハウジング＆サービス事

業のうち介護付有料老人ホーム運営事業を、並びにその他事業のうちリゾート施設運営事業を譲渡したこと

によるものであります。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年５月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

34 33.6 3.5 6,070,481

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であり、臨時雇用者は

おりません。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　当事業年度において、従業員数が125名減少しておりますが、これは主として、希望退職の募集によるものであ

ります。

　

(3) 労働組合の状況

　労使関係については円滑な関係にあり、特筆すべき事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社ゼクス(E04010)

有価証券報告書

  9/142



第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、一昨年の夏以降のサブプライムローン問題の長期化に伴う

世界的な金融市場の混乱、円高の進行による企業業績の急速な悪化などを背景に、雇用・所得環境の悪

化及びそれに伴う消費マインドの冷え込みが顕著になるなど、より一層混迷を深めており、景気回復ま

でには今しばらく時間を要するものと予測されております。

このような状況の中、当社グループを取り巻く事業環境は、前述の理由から、一段と信用収縮が進ん

だことにより、金融機関の不動産案件に対する融資姿勢がさらに厳格化されたこと、並びに不動産市況

が急速に縮小したこと等に伴い極めて厳しい状況となりました。また、昨年以来、上場会社の倒産が相

次ぎ、さらに不動産セクターに位置する会社をはじめ多くの新興企業には、継続企業の前提に関する重

要な疑義が存在している旨の注記が付されるなど、当面のところ当社を取り巻く事業環境は非常に厳

しい状態が継続するものと考えられます。こうした危機的な状況を乗り越えるべく、当社グループは

「選択と集中」によるグループ会社の再編並びに販売費及び一般管理費の削減を中心としたコスト削

減等財務リストラを行うとともに、不安定な不動産事業に依存しない経営体質への改善を目指し、昨年

以来、不採算事業の整理や人員リストラによるキャッシュ・フロー改善等に積極的に取り組み、再建を

図ってまいりました。 

　中でも、前連結会計年度より取組んでおりました安定的なキャッシュ・フロー創出のための赤字の止

血及びキャッシュの流出防止に対する施策ついては、ゴルフ場並びにホテル運営事業の売却、温浴レク

リエーション施設「すんぷ夢ひろば」の事業売却の完了などにより、確実にその効果を得ており、当連

結会計年度において、不採算事業の整理をほぼ一巡することが出来ました。

また、当社グループは、シニアハウジング＆サービス事業をグループ事業の核とし、早期に不動産事

業に依存しない経営体質への転換を図ることを目指し、有利子負債の圧縮、資本増強等による財務体質

の改善に取組んでまいりました。すなわち、当社グループは、不動産コンサルティング事業については、

当面、既存の在庫物件の処分に集中する一方で、健常高齢者向けシニア住宅事業における入居率の向上

に注力することにより、現状赤字となっているシニアハウジング＆サービス事業を早期に黒字化させ

るとともに、安定した経営基盤の構築に努めてまいりました。また、当面の経済・金融環境を踏まえ、当

社グループが直面する経営課題と現状及び中長期に亘る収益基盤の再構築及びその拡大を図るため、

自己資本の増強・財務基盤の再構築が急務であり、ステークホルダーの皆様からの信用の回復並びに

資金繰りの安定化を図ることが必須であると考え、平成21年３月13日並びに平成21年５月29日の２度

に亘り第三者割当増資を実施いたしました。

しかしながら、前連結会計年度から引き続き、外部環境の悪化に伴い不動産案件に対する金融機関の

融資姿勢が益々厳しくなっていく中で、当社の不動産コンサルティング事業においては、物件の売却等

が当初予定どおりに進捗しておらず、また、シニアハウジング＆サービス事業においても、信用収縮が

進む中、当初計画どおりの入居率を達成することが出来なかったこと、また当社の持分法適用関連会社

であった株式会社中央コーポレーションの破綻により、多額の投資有価証券評価損を計上いたしまし

た。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は12,575百万円（前年同期比85.1％減）、営業損失は3,195百

万円（前連結会計年度は4,524百万円の営業利益）、経常損失は6,051百万円（前連結会計年度は1,600

百万円の経常利益）、当期純損失9,211百万円（前連結会計年度は6,520百万円の当期純損失）となり

ました。

　事業の種類別セグメントの状況は次のとおりであります。

イ．不動産コンサルティング事業

世界的な金融市場の混乱と信用収縮に端を発し、不動産市況の低迷が長期化の様相を呈している

のを受け、不動産業界全体における資金調達環境は極めて厳しい状況が続いております。このような

環境の下、金融機関の不動産案件に関する融資姿勢のさらなる厳格化、これに伴う不動産需要の急激

な縮小等により当社保有物件の売却交渉が遅々として進まなかったことから、当連結会計年度にお

いては保有する収益不動産の賃貸収入が主な収益となりました。　

この結果、売上高は4,385百万円（前年同期比93.6％減）、営業利益は778百万円（前年同期比

92.9％減）となりました。
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ロ．シニアハウジング＆サービス事業

要介護者を対象としたアシステッドリビング（介護付有料老人ホーム）「ボンセジュール」事業

については、入居者の皆様への安心・安全を第一に考え、早期に事業基盤の安定化ならびに今後の競

争力の強化を図る必要があるとの判断から、株式会社ジェイ・ウィル・パートナーズが管理運営す

る合同会社ジェイ・ウィル・ビーに譲渡いたしました。 

　また、健常高齢者を対象としたシニアレジデンス「チャーミング・スクウェア」事業においては、

前連結会計年度より引き続き５施設の運営を行い、入居率の向上ならびにコスト削減に向けた取組

みを実施いたしました。しかしながら、所得環境及び雇用環境の悪化による消費マインドの落ち込み

等により、入居率推移が計画を下回ることとなったため、営業経費を吸収することが出来ませんでし

た。なお、住宅型有料老人ホーム「バーリントンハウス」事業につきましては、ラディアホールデイ

ングス株式会社の子会社であるバーリントン事業承継会社に吸収分割の方法により譲渡しておりま

す。

この結果、売上高は7,933百万円（前年同期比25.6％減）、営業損失は2,024百万円(前連結会計年

度は、1,788百万円の営業損失)となりました。

ハ．その他事業

前連結会計年度から引き続き、さらなる事業の選択と集中を進め、静岡市にて運営しておりました

複合型商業施設「すんぷ夢ひろば」事業の譲渡を行いました。

この結果、売上高は257百万円（前年同期比95.4％減）、営業損失は326百万円(前連結会計年度は、

1,225百万円の営業損失)となりました。
　

(2) 総資産、負債および純資産の状況

保有不動産の売却及び有利子負債の返済並びに償還が進んだことに加え、一部の連結子会社が連結の

範囲から除外されたことに伴い当連結会計年度末の総資産額は52,450百万円（前年同期比45.8％減）、

負債額は51,170百万円（前年同期比42.5％減）となりました。

また、当社の持分法適用関連会社であった株式会社中央コーポレーションの破綻や保有不動産の売却

等により多額の損失が生じ、当連結会計年度において当期純損失9,211百万円計上したことから、当連結

会計年度末の純資産額は1,280百万円（前年同期比83.7％減）となりました。
　

(3) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、有形固定資産の売却による収入が

あったものの、多額の税金等調整前当期純損失の計上に加え、借入金の返済並びに社債の償還が進んだこ

と等により、前連結会計年度に比べ5,509百万円減少し、440百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の売却等により1,603百万円の収入があったこ

と、ならびにシニアハウジング＆サービス事業の入居が進み、長期前受収益（入居一時金）が1,486

百万円増加したものの、税金等調整前当期純損失を9,316百万円計上したこと等により2,364百万円

の支出（前連結会計年度は2,701百万円の支出）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却による収入が11,058百万円あったも

のの、投資有価証券の取得による支出1,901百万円等を計上したことにより、9,463百万円の収入（前

連結会計年度は75百万円の収入）となりました。

　これは主として、「選択と集中」によるグループ会社の再編及び不採算事業の整理等をはじめ、積

極的に資産リストラを進めた結果、投資活動によるキャッシュ・フローの大幅な改善となったもの

であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の償還による支出3,335百万円、長期借入金の返済に

よる支出9,800百万円等を計上したことにより、12,272百万円の支出（前連結会計年度は847百万円

の支出）となりました。

　結果として、前連結会計年度に比べて財務活動によるキャッシュ・フローが悪化しておりますが、

借入に依存しない経営体制への転換を図るという当社グループの基本方針の下、積極的に有利子負

債の削減に努めたことによるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは、コンサルティング・ＣＭ事業、ディベロップメント事業、インベストメント・ＡＭ事

業及び施設運営事業を主体としており、生産実績を定義することが困難であるため、生産実績の記載はし

ておりません。

　

(2) 受注実績

当社グループは、受注生産を行っていないため、受注実績の記載はしておりません。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。
　

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

販売高(百万円) 前年同期比(％)

不動産コンサルティング事業 4,385 △93.6

シニアハウジング＆サービス事業 7,933 △25.6

その他事業 257 △95.4

合計 12,575 △85.1

(注) １　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

豊田通商㈱ ― ― 2,509 20.0

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当社を取り巻く事業環境は、一昨年の夏以降のサブプライムローン問題の長期化に伴う世界的な金融

市場の混乱、金融機関の不動産案件に対する融資姿勢の厳格化、及び不動産市況の急速な縮小等により、

昨年以来、上場会社の倒産が相次ぎ、さらに不動産セクターに位置する会社をはじめ多くの新興企業に

は、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在している旨の注記が付

されるなど、極めて厳しい状況が続いております。 

　当社は、こうした危機的状況を乗り越えるべく、「選択と集中」によるグループ会社の再編並びに販売

費及び一般管理費の削減を中心としたコスト削減等の財務リストラを行い、平成19年11月中間期におい

て1,050億円あった先行投資による有利子負債を平成21年５月期には287億円まで削減(約73%減)すると

ともに、不安定な不動産事業に依存しない経営体質への転換を図ることで、早期に正常な事業基盤を回復

すべく再建に向けた様々な取組みを実行し、着実にその成果を上げてまいりました。 

　しかしながら、一昨年来の世界的な金融市場の混乱が収束するまでには今しばらく時間を要するものと

予想され、その間の企業業績回復の遅れがより一層信用収縮や雇用・所得環境の悪化に拍車をかけるな

ど、当初の想定以上に当社グループを取り巻く経済環境は悪化していることから、このような現状を打破

し、負のスパイラルを断ち切るため、平成20年７月４日付にて発表した「ゼクスリバイバルプラン2011」

の大幅な見直しを行った上で、新たに平成22年５月期（2010年度）を初年度とする３ヵ年を対象とした

新中期経営計画（ゼクスリバイバルプラン2012）を策定いたしました。 

　なお、新中期経営計画（ゼクスリバイバルプラン2012）の詳細は下記のとおりであります。

１．当社の基本方針

当社グループは、経営の基本方針を「ハードからソフト」へと転換し、シニアハウジング＆サービス事

業を軸に安定した収益基盤の再構築を図り、自主再建を目指してまいります。 

すなわち、これまで不動産取引（ハード＝ハコもの）に依存していた経営体制を改め、シニア住宅等の運

営やそれに附帯する関連サービス（ソフト＝サービス）を軸に、キャッシュ・フローを重視し、借入れに

依存しない体制へと転換を図ることで、当社グループの「企業価値の最大化」を目指すべく、今年度を初

年度とする３ヵ年の新中期経営計画『ゼクスリバイバルプラン2012』を新たに策定し取り組んでいくこ

とといたしました。 

以上を具体的に推進していくにあたり、今期（平成22年５月期）を資本政策、財務面・事業再構築を中心

とした「ハードからソフト」への転換をはかる“変革の年度”、来期（平成23年５月期）を「将来への

再出発」を目指す“新生の年度”、それに続く平成24年５月期を「ゼクスグループの企業価値の最大

化」を実現する“飛躍の年度”と位置付け、新中期経営計画を実行してまいります。

２．中期経営ビジョン

当社グループは、これまで「不動産コンサルティング事業で得た収益をシニアハウジング＆サービス

事業で活用することにより、シニアハウジング＆サービス事業の収益構造の安定的な成長を目指す。」と

いう戦略で事業を推進してまいりました。 

　しかしながら、今般の世界的な金融市場の混乱に伴う不動産市況の急速な収縮により大きな打撃を受

け、道半ばで前述の成長戦略を見直すこととなったことから、一から出直す覚悟で事業戦略を根本的に見

直すことといたしました。また、この一年の間に早期の復活再建を目指しスポンサーの確保に全力をあげ

てまいりましたが、このような環境下では困難なことから、新中期経営計画を策定し、「有利子負債の削

減」「営業キャッシュ・フローの黒字化」を実現し、継続企業の前提に関する注記（ＧＣ注記）の早期

解消を達成することで、今後の成長基盤の確立及び自主再建を図ってまいります。

３．今後の課題及び対策

（1）資本政策の実行及び財務基盤の強化

 ① 自己資本の充実

当社グループを取り巻く当面の経済・金融環境を踏まえ、当社グループが直面する経営課題と現

状、中長期に亘る収益基盤の再構築ならびにその拡大を実現するためには、自己資本の増強を図り、

債務超過の回避並びに自己資本比率などの財務数値の改善による信用力の回復が必要不可欠である

と考えております。 

　そのため、デット・エクイティ・スワップ等の手法を用いた新株式の発行など、新たな資本増強策

を立案・実行するとともに、自助努力による利益の積み増しを行うことで自己資本の充実に努めて

まいります。

 ② 資金調達

当社グループにおいては、シニアハウジング＆サービス事業におけるマーケティング活動への積

極的な資金投入と共に、安定収益構築までの当面の当社グループの運転資金として、今後約１年程度

の間に約50億円の資金需要を見込んでおります。 

　現在、開業しております「チャーミング・スクウェア」５施設の現時点における平均入居率は約

50％程度であり、運営にかかる収益から運営諸経費等を差し引いた運営利益ベースでは赤字となっ

ているため、当社グループにおける連結ベースでの営業キャッシュ・フローが赤字である一因と
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なっております。そのため、前述のとおり早期に各施設の入居率を向上させること及び運営諸経費等

の圧縮を図ることにより運営利益ベースでの黒字化を実現することが安定的なキャッシュ・フロー

創出のためには最重要課題であると認識しております。 

　しかしながら、入居率が向上し運営利益ベースでの黒字化が達成されるまでの間、入居率向上に向

けたイベント等の実施ならびに広報・宣伝活動、その他運営サービスの質の向上のための運営諸経

費として、今後１年間程度の間に約20～25億円程度の資金需要を見込んでおります。 

　また、今後の成長への布石として、今日まで培ってきた当社グループのノウハウ（技術力、企画力及

び人的ネットワークなど）を生かした新規事業（環境関連事業、東アジア向けチャーミング事業コ

ンサルティング並びに医療関連事業）にも積極的に取組み、さらなる収益基盤の獲得に努めてまい

る所存でございますが、これらの新規事業にかかる一部先行投資等を含む諸経費として、約５億円程

度の資金需要を見込んでおります。 

　さらに、前述のような経営再建策を実行し、各施策や改善への取組みが収益に寄与するまでの当面

の当社グループの運転資金として、約15～20億円の資金需要を見込んでおり、今後１年程度の間に当

社グループとして総額約50億円の資金需要が生じる見込みであります。 

　なお、各事業の今後の取組みの概要につきましては、後述の「（2）事業基盤の再構築及び安定的な

キャッシュ・フローの創出」記載の各項をご参照下さい。 

（2）事業基盤の再構築及び安定的なキャッシュ・フローの創出

 ① 保有販売用不動産の売却及び有利子負債の圧縮

保有販売用不動産売却については、当社が関与している営業用資産は、平成21年５月末現在で

12,130百万円ありますが、利益確保を前提とした売却活動を推し進め、予め債権者とは諸条件につい

ての協議を整えた上で市況の動向を見極めながら売却を加速していくことで、有利子負債の削減を

行い財務体質の改善を図ってまいります。 

　不動産コンサルティング事業はシニアハウジング＆サービス事業に対する、開発、企画及びコスト

管理のノウハウの提供など、補完的な役割を担うものと考えておりますので、不動産コンサルティン

グ事業の一環としての営業用資産の取得及び不動産流動化スキームへの投融資については、当面の

間積極的な展開を行わない方針であります。 

上記の取り組みを確実に行い「ハードからソフト」へ転換し、シニアハウジング＆サービス事業を

軸とした安定した事業基盤へ移行してまいります。

 ② チャーミング・シリーズの入居率の向上

当社が展開しているチャーミング・シリーズは、入居一時金（利用権方式）をお預かりして運営

を行っており、施設の入居率を向上させるには当社グループの信用力の回復が必須であると考えて

おります。そのためには、上述の「ハードからソフト」への転換を行い、ＧＣ注記が解消され、当社グ

ループの信用力が回復することで、入居率が大幅に向上していくと見込んでおります。 

　今後、益々高齢化社会が進展するのに伴い、シニア向けサービス市場の拡大が予想され、さらなる成

長の余地があると考えられることから、今後はシニアハウジング＆サービス事業をグループ事業の

中核事業と位置付け、積極的な展開を図っていくとともに、最優先課題として既に開業している施設

の入居率を向上させるために経営資源を集中してまいります。 

　これまでに当社は、平成21年２月26日付リリース「第三者割当増資による新株式（金銭出資及び現

物出資）の発行及び新株予約権の発行に関するお知らせ」のとおり、平成21年３月から５月にかけ

て第三者割当増資を実施し、これにより調達した資金を募集・販売活動に充当した結果、反響者数、

施設来場者並びに体験入居者数が増加し、その効果は着実に現れております。しかしながら、初めて

御来場頂いてから入居契約の締結に至るまで通常３～４ヶ月の期間を要し、当該募集・販売活動の

成果が営業収益に寄与するまでにタイムラグがあるため、入居率や財務数値等にてその効果を計る

には今しばらく時間を要することとなりますが、今期からは入居契約締結に至るまでの期間を短縮

させるとともに、入居成約率の向上を目指し新たな取組みを行ってまいります。 

　具体的には、従来、施設のスタッフが運営業務と営業・販売業務の双方を兼務しておりましたが、グ

ループ内での人的資源の配分を見直し、適材適所の人員配置を実現した上で、今期より新たに専門の

営業部を設けるなど営業・販売活動に従事する人員の増強を図っております。また、同時にさらなる

販売・営業体制の強化を図るため外部販売会社との連携による営業の効率化を図り、潜在顧客の掘

り起こしや新規顧客の獲得につなげることで成約率の向上を見込んでおります。 

　サービス内容に関しましても、入居希望者様のニーズを取り入れ、入居一時金料金プランのバリ

エーションを増やし潜在顧客の掘り起こしや新規顧客の獲得に努めるとともに、既に入居されてい

る皆様にも“食の充実”を始め、新たなサービスの提供を行うことで、チャーミング・シリーズでの

セカンドライフを充実させてまいります。 

　このような取組みを積極的に行うことで、高コスト体質からの脱却かつサービスの質の向上を目指

し、さらなる「顧客満足の最大化」を図ってまいります。 

　なお、これまで培ってきたシニアハウジングの開発、運営ノウハウ等を生かしシニアコンサルティ

ング事業にも取組んでいく方針であります。シニア関連ビジネスは、日本の急速な高齢化にまだ追い
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ついておらず、潜在的に大きなマーケットといえます。このマーケットに注力することにより、業績

変動リスクを大きく抑えることが可能になると考えております。 

　チャーミング・シリーズの入居率が大幅に向上し、当社グループの経営基盤が磐石になることで当

社グループは復活し、将来への更なる成長を見込んでおります。

 ③ 新規事業の推進

「ハードからソフト」へと転換する取り組みとして、今日まで培ってきた当社グループのノウハ

ウを生かした新たな事業に取組んでいくことで将来の事業基盤を確立し『ゼクスグループの企業価

値の最大化』に努めてまいります。

イ）環境関連事業

環境関連分野に関しましては、平成21年６月22日開催の臨時株主総会にて、今後の事業展開に備え

るため（「環境事業および環境事業に関するコンサルティングならびにマネジメント業務の受託ま

たは請負」「省エネルギーのための設備、資材、機器および部品の販売代理業」）事業目的を追加

し、平成21年７月13日付リリース「ＬＥＤ照明販売事業に関するお知らせ」のとおり、水口ライテッ

ク株式会社と販売代理店契約を締結いたしました。今期は、第一弾としてＬＥＤ照明を足がかりに、

省エネ空調機器、節水器具、その他の省エネ機器や省エネ技術を取扱い、環境事業コンサルティング

の礎を構築し来期以降は総合的な環境事業へ、その取組みを拡大していくことで環境事業を確立し

てまいります。当社がこれまで不動産事業で築いたネットワークやシニアハウジング運営のノウハ

ウは、競合他社に比較して特異的でありその存在意義は大きいものと認識しております。また、環境

事業にて得られるノウハウを、不動産コンサルティングやシニアハウジング運営事業に活かすこと

によりサービスの向上や品質の向上を図ってまいります。

ロ）東アジア（中国・韓国等）向けチャーミング事業コンサルティング

現在、東アジアの多くの国々では、日本同様の高齢化社会に突入しております。しかしながら、当該

国々では高齢化社会のスピードが速すぎたことから、高齢化社会対応のインフラ整備も遅れており、

かつ高齢化サービスの提供（ソフト＝サービス）の概念が根付いていない現実があることから、深

刻な社会問題に発展する可能性として各国政府も早急な対策を迫られております。 

　従来から、シニアハウジングに関するノウハウを持つ当社グループには、上記の問題を解決したい

旨のオファーがありましたが、近年は更にその問い合わせ件数が増加しており、内容も切実かつ具体

的になってきております。こうした状況から当社は、チャーミング事業で確立したノウハウと実績

（ソフト＝サービス）を輸出することで、シニアハウジング＆サービス事業の新たなビジネススタ

イルを確立し収益基盤の拡大に努めてまいります。

ハ）医療関連事業

当社グループが運営を行っているチャーミング・シリーズでは、館内で健康相談を行っており常

駐の看護師が入居者の皆様の健康管理に関するあらゆるご相談にお応えしております。日々入居者

の皆様と接する中では、医療関連における様々なご意見を頂いており、その意見の蓄積は当社グルー

プの大きな財産であると考えております。 

　当社は、アンチエイジング（＝セカンドライフ）や予防医学に関する産学連携で開発・確立された

新たな技術を積極的に取り入れ、従来のサービスに加え新たなサービスとして提供することで、入居

者の皆様の満足（究極の顧客満足）に努めてまいります。

新中期経営計画を実行していくにあたっては、内部統制システムの基本方針に基づき、業務の適正
性を確保していくとともに、会社を取り巻く環境の変化等を踏まえてより一層適正なガバナンス体
制を実現するため、今後も適宜見直し行い、継続的に改善を図ってまいります。
　また、以上の各施策を着実に実行し、経営基盤の再構築及びその強化を図ることでステークホル
ダーの皆様からの信用を回復し、市場からの評価を高めてまいりたいと考えており、早期にこれを達
成すべく全社員一丸となって邁進していく所存であります。 
　ステークホルダーの皆様におかれましては、当社グループの経営活動に引き続きご理解をいただ
き、一層のご支援を賜りますようお願い申しあげます。 
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（会社の支配に関する基本方針）

当社は、平成19年７月12日開催の取締役会に於いて、会社法施行規則第118条第3号に定める「当社

の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」を以下のように決定いた

しました。
　

①　基本方針の内容

当社は公開会社であることから、当社が当社株式の大量買付けによる当社グループへの経営への

関与または支配権の移転を伴う買付提案を受けた場合には、その提案・実施に応じるか否かの判断

は、最終的には株主の皆様の意思に基づき行われるべきものと考えております。

しかしながら、将来起こりうる当社株式の大量買付行為の中には、その目的等から見て明らかに企

業価値を損なうと考えられるもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、対

象会社の取締役会や株主が買付の条件等について検討するに十分な情報や時間を提供しないものな

ど、濫用目的によるものがないとは言えず、その結果として、企業価値を毀損し、株主の皆様の利益を

損なう可能性もあります。

そのため、当社は当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社グループ・ミッション

および社会的存在価値を踏まえた企業経営を十分に理解し、当社の企業価値および株主の皆様の共

同の利益を中長期的に確保、向上していくことに理解あることが必要であり、上記に挙げたような大

量買付行為を一方的かつ強行に行う者に対しては必要かつ相当な対策を講じることとし、これを

もって、会社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針としておりま

す。

②　不適切な支配の防止のための取組み

当社は、当社株式の大量買付の提案・実施がなされるに際しては、株主の皆様が不適切な買付行為

等ではないかどうかを判断されるために十分な情報や時間の提供がなされること、また、当社の企業

価値・株主の皆様の共同の利益を毀損する買付等を未然に防止するために一定のルールを策定しま

した。

当ルールは、当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20%以上となる買付、

または、当社が発行者である株券等について、公開買付にかかわる株券等の株券等所有者割合および

その特別関係者の株券等所有割合の合計が20%以上となる公開買付等を対象とし、イ．買付者等が買

付等を行う前に、買付等の内容の検討に必要な情報および当ルールに定める手続を遵守する旨を記

載した書面を提出すること、ロ．買付行為は買付者等が当社取締役会に対して前述の情報および書

面を提出した後、一定の評価期間の経過後に開始されることを必要条件といたしました。

当ルールが遵守されない場合、または、当ルールが遵守された場合であっても、当社の企業価値、株

主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買付等である場合、当社は、当該買付者等

による権利行使は認められないとの行使条件、および当社が当該買付者等以外の者から当社株式と

引換に新株予約権を取得することができる旨の取得条項、が付された新株予約権を、その時点の全て

の株主に対して新株予約権無償割当の方法により割り当てます。

なお、当新株予約権無償割当手続きの実施、不実施の判断については、当社取締役会の恣意的判断

を排するため、当社の経営陣から独立した者で構成される独立委員会を設置しており、同委員会の判

断を仰ぎ、取締役会はその判断を最大限尊重するものとしています。

③　具体的な取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由

当社取締役会は、上記②の施策を上記①の基本方針に則り設計し、企業価値および株主の皆様の共

同の利益を確保、向上させることを前提に導入いたします。

それは、当社株式の大量買付の提案・実施がなされるに際しては、株主の皆様が不適切な買付行為

等ではないかどうかを判断されるために十分な情報や時間の提供がなされることを確保し、①の基

本方針のとおり、その提案・実施に応じるか否かの判断を、最終的には株主の皆様の意思に基づき行

われるべきことを原則としつつ、さらに、上記②の実施、不実施の判断については、当社の経営陣から

独立した者で構成される独立委員会を設置し、同委員会の判断を経ることが定められていることか

ら、公共性・客観性は充分担保されており、当社取締役の地位の維持を目的とするものではない仕組

みの確保が出来るものと考えております。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループは、事業等のリスクに関し、組織的に対処することとしておりますが、以下において投資
家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項を記載しております。
なお、本文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末(平成21年５月31日)現在において、当社
グループが判断したものであり、将来発生するすべてのリスクおよび可能性について網羅したものでは
ありません。
　
①　経済環境におけるリスク
当社グループの事業のうち不動産コンサルティング事業については、景気動向、金利動向、地価動向
等の影響を受けやすいため、わが国の経済情勢が急速に悪化し、そのファンダメンタルズ(経済の基礎
的条件)を反映して不動産市況等に大幅な変動が生じた場合には、不動産価格の下落等によって当社グ
ループの経営成績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
②　有利子負債におけるリスク
当社グループの事業に係る土地、建物の取得費及び建築費等は、主に金融機関からの借入金によって
調達しているため、総資産に占める有利子負債の比率が高くなっております。資金調達に際しては、物
件の特性や需給環境等を見極めながら、事業採算性の観点から事業計画などを慎重に検討し、特定の金
融機関に依存することなく個別案件ごとに複数の金融機関と交渉しております。しかしながら、市中金
利の動向や当社グループの資金調達能力、並びに突発的な内外部環境の変化等により、資金調達が不十
分あるいは不調に終わった場合には、当社グループの資金繰りに影響を及ぼす可能性があります。
③　不動産の欠陥・瑕疵に関するリスク
不動産には、権利、地盤、地質、構造などに関して欠陥、瑕疵等が存在している可能性があります。当社
グループは、当社不動産事業開発部を中心にこれらの品質チェックを行って事業を推進しております
が、欠陥、瑕疵等の状態によっては、資産価値の低下を防ぐ為に、予定外の費用を負担せざるを得ない場
合がある等、当社の業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
④　災害等によるリスク
将来において、火災、地震、津波、暴風雨、洪水、落雷、竜巻、戦争、暴動、騒乱、テロ等（以下、「災害等」
という）が発生した場合には、グループとして保有・運営する不動産が滅失、劣化又は毀損し、その資
産価値が低下する可能性があります。このような被害を受けた場合、その修復の為に建物の使用が一定
期間不能となり、賃料収入の減少や資産価値の低下等によって、当社グループの業績や財政状態に影響
を及ぼす可能性があります。
⑤　法的規制に関するリスク
当社グループは、不動産の収益性改善に関する事業を行う過程で、不動産の取得、開発、賃貸借等を
行っており、宅地建物取引業法、建築基準法、都市計画法等の法的規制を受けながら事業を行っており
ます。また、シニアハウジング＆サービス事業においては、介護福祉法、老人福祉法等による規制を受け
ながら、事業を行っております。今後、法令等の制定・改正や規制の変更への対応に伴い、当社グループ
の業績に影響を及ぼす可能性があります。
⑥　減損会計について
当社は各セグメントにおいて固定資産を所有しており、各所有不動産は当社のコンストラクション
マネジメント機能を活用したリノベーション、コンバージョンにより収益性の維持を図っております。
しかし今後の景気動向などにより当社グループ所有不動産の収益性が悪化し、投資額の回収が見込め
なくなった場合、一定の条件下で固定資産の減損処理（減損会計）等の会計基準の適用を受けると、回
収可能性を反映させるように帳簿価格を減損する必要性が生じるために、当該会計処理の具体的な内
容、地価の動向及び当社の収益状況によっては、当社グループの財政状況及び経営成績に少なからず影
響を及ぼす可能性があります。
⑦　運営事業全体について
当社グループはグループ会社において、シニアハウジング＆サービス事業及びその他事業を行って
おります。シニアハウジング事業等の施設運営事業は高齢化社会の進展に伴い、様々な企業の参入が予
測されます。今後の新規参入や競争の激化に伴って、当社グループの業績に影響を与える可能性があり
ます。また、運営において万一、事故が発生し当社グループの管理責任を問われた場合、また顧客情報の
漏洩により、当社が個人情報保護法違反を問われた場合、当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼ
す可能性があります。
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⑧　シニアハウジング＆サービス事業について
（イ）入居者の安全管理・健康管理について

当社グループが運営する施設の入居者は平均年齢75歳以上の高齢者であり、入居者の転倒等に
よって入居者の生命に関わる重大な事故に発展する可能性があります。また、食事や入浴等を共有す
る集団生活が行われている事から入居者の食中毒・集団感染等の危険度は相対的に高いと考えられ
ます。当社は、十分な人員体制によって万全の安全管理・健康管理を行っており、過去に重大な事故
や食中毒等を起こした事はありませんが、万一事故等が発生して、当社の管理責任が問われた場合に
は、当該事業の展開に支障をきたす可能性があります。

（ロ）施設の売上計上に関して
当社グループの各施設への入居に際して、入居者は入居時費用として入居一時金と、月額利用料が
必要となります。入居一時金は、将来に支払われるべき施設の家賃を入居時に前払い家賃分として支
払うものであります。従って当該一定期間内に契約が解除された場合には、入居一時金の内、入居経
過年数に応じて償却された残預額（未償却分）が入居者に返還される事となります。その為、今後中
途解約が発生することにより当社から現金が流出することとなります。 
　なお、当施設からの売上高は、入居一時金の償却分と、月々の家賃及び管理費の合計から構成されて
おります。会計上、入居一時金は「長期前受収益」勘定とし、その償却分を売上計上するという処理
を行っております。また入居一時金の償却はシニアレジデンス「チャーミング」シリーズは各施設
毎に償却年数が定められており、「チャーミング・コート溝の口」、「チャーミング・スクウェア舞
子」、「チャーミング・スクウェア白金」ならびに「チャーミング・スクウェア豊洲」は20年4ヶ
月、「チャーミング・スクウェア本郷」は16年で終了するスケジュールとなっておりますので、償却
終了年以降は入居一時金の償却による売上は発生せず、施設の売上高としては、月々の家賃と管理費
のみが計上されることとなります。 
　その為、何らかの理由により、当社施設の入居者の入替えがスムーズに行われない場合（①入替え
新規入居者が募集できない場合②既存入居者が償却スケジュール以上の期間入居されている場合）
には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

（ハ）株式会社コムスンの居住系サービス事業の承継に関して
株式会社コムスンの居住系サービス事業より事業承継した「バーリントンハウス」事業の建物に
関して、耐震性等に関する疑義が発生いたしました。これに伴い、事業承継いたしました「バーリン
トンハウス」の運営経費に関し、貸倒引当金を計上しております。 
　また、当社は平成20年11月12日付にて、国土交通省からラディアホールディングス株式会社が保有
し、当社子会社である株式会社ゼクスアクティブ・シニアが運営を行う「バーリントンハウス馬事
公苑」の建物につき、建築基準法第20条（構造耐力）に違反しているとの発表があったことを受け、
平成20年11月20日付にて、当社とラディアホールディングス株式会社（旧グッドウィル・グループ
株式会社）が平成19年９月21日付にて締結したバーリントンハウスに関する固定資産譲渡契約を解
除するとともに、平成20年12月８日付にて、当社ならびに当社連結子会社である株式会社ゼクスアク
ティブ・エイジならびに株式会社ゼクスアクティブ・シニアはラディアホールディングス株式会社
に対し、損害賠償、株式買取、寄託金返還を求める訴訟を東京地方裁判所に提起しております。 
　これに対し、平成21年１月９日付にてラディアホールディングス株式会社より東京地方裁判所に答
弁書が提出されるとともに、当社に対して当社の債務不履行による不動産売買契約の解除に基づく
違約金ならびに遅延損害金の支払を求める訴訟が提起されております。 
　この為、当該訴訟の今後の進展如何により万が一当社が敗訴した場合には、多額の違約金ならびに
遅延損害金の支払義務が発生することから、当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性
があります。 
　なお、「バーリントンハウス」事業については、平成21年４月１日付にて株式会社ゼクスアクティ
ブ・シニアを分割会社、バーリントン事業承継株式会社を承継会社とする吸収分割を行い、事業譲渡
が完了しております。

⑨　税務会計制度について
当社グループ業務の中でも、特に不動産流動化・証券化に関わる取引については、わが国では1990年
代後半から本格的に始まった比較的新しい取引であり、取引に関わる税務・会計の法規や基準等の制
度が、細部に至るまで確立されていません。当社は個別案件での取り組みの際に、取引に関わる税務・
会計上の処理及びスキームに及ぼす影響等について、税理士・公認会計士などの専門家とともに慎重
に検討・判断を行っております。今後、取引に関わる税務・会計制度が新たに制定される場合や現行法
規等の解釈の変化に応じた場合には、当社業務に影響を与える可能性があります。
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⑩　個人情報について
当社グループについては、特にシニアハウジング＆サービス事業及びその他事業において多くの個
人情報を取り扱っております。個人情報の漏洩が社会問題ともなっておりますように、当社グループで
そのような事態が発生した場合には、損害賠償や信用失墜といった有形無形の損害を被る可能性があ
ります。
⑪　今後の資本政策について
当社は平成21年１月29日に提出された株式に係る発行登録書及び新株予約権に係る発行登録書に基
づき、今後入居者や取引先など、幅広い割当候補先の中から今後の当社の事業展開を理解し、ともに事
業発展を行える候補先に対する第三者割当の方法による新株式及び新株予約権の発行を行うことを検
討してまいります。かかる入居者や取引先などに対する第三者割当増資の実施により更なる関係の強
化を図ると同時に、自己資本の充実と財務基盤の強化を図り、経済環境に左右されることなくより一層
経営改革を推し進める事ができると考えております。その中で当社グループは、健常高齢者向けシニア
住宅事業における入居率の向上並びにシニア向けサービス市場における事業基盤を強固なものにすべ
く、現状赤字となっているシニアハウジング＆サービス事業へ経営資源を集中し、販売促進ならびに営
業力の強化に注力してまいる所存です。これらの諸施策を実施するにあたり、当社グループはシニアハ
ウジング＆サービス事業の販売促進費、運営サービスに係る諸経費並びにこれらの事業を営むための
販売費及び一般管理費等の運転資金として今後１年間に約50億円の資金需要を見込んでおり、当社グ
ループの事業展開に応じて様々な資金調達手法を検討し、その時点における最も効果的な資金調達手
法を採用していく方針であります。 
　このような方針の下、これまでに当社は、平成21年４月21日開催の臨時株主総会において定款の一部
変更に関する決議を行い、従来748,000株であった発行可能株式総数を2,976,000株へと拡大するとと
もに、平成21年６月22日開催の臨時株主総会において再度定款の一部変更に関する決議を行い、さらに
発行可能株式総数を11,876,000株へと拡大いたしました。当社は、当社を取り巻く経済環境や当社の属
する不動産セクターの市場環境が、依然として厳しい状況にあり、この状況が暫く継続するものと想定
していることから、前述のとおり発行可能株式総数を大幅に増加させることにより、将来、資金需要が
生じた際に資本市場を通じて機動的に資金調達を行うための手段が確保できるとともに、財務基盤改
善に向けた様々な取組みが可能になるものと考えております。このように当社が中長期に亘り企業価
値の向上を目指し、これを実現することは既存株主の皆様の利益の拡大に寄与するものと考えており
ます。 
　しかしながら、かかる資本政策が功を奏さず当社が期待する資金調達を行うことができない場合、当
社の財務基盤は改善せず、また見込まれる資金需要に対応することができなくなる恐れがあり、当社グ
ループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。
⑫　新株発行による希薄化について
当社は、平成21年１月29日に提出された株式に係る発行登録書では、新株式の発行予定額について
1,400百万円（うち520百万円については、平成21年３月13日付にて株式の払込が完了しております。）
を上限としております。そのため、発行登録書の提出日時点において新株式の発行価額等の条件は未定
であるものの、仮に残額である880百万円に係る新株式の発行決議を行い、当連結会計年度末（平成21
年５月31日）の当社株式の終値を参考として１株当たりの発行価額を1,195円と想定した場合には、最
大736,401株の当社普通株式が発行されることとなります。これは、当連結会計年度の末日現在の発行
済株式数2,969,038株の約24.8％にあたります。
　また、当社は、前記「⑪　今後の資本政策について」に記載のとおり、今後１年間に約50億円の資金需
要を見込んでおり、当社グループの事業展開に応じて様々な資金調達手法を検討し、その時点における
最も効果的な資金調達手法を採用していく方針であることから、今後採用する資金調達手法が当社株
式の発行を伴うものとなる可能性があります。
　以上のことから、当社普通株式について重大な希薄化を生じさせる恐れがあり、当社の株価や当社グ
ループの経営成績に影響を与える可能性があります。　　　　　　
⑬　大株主の状況及び株主構成について 
前記「⑪　今後の資本政策について」及び「⑫　新株発行による希薄化について」に記載のとおり、
当社新株式の発行が行われた場合、当該割当先が今後当社の大株主となる可能性があり、大幅な株主構
成の変更が生じる可能性があります。この為、当該割当先の議決権行使の状況または第三者への売却状
況等により、当社のコーポレート・ガバナンスに大きな影響を与える可能性があります。 
⑭　継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況について
当社は、当連結会計年度において、前連結会計年度に引き続き当期純損失を計上することとなったこ
と並びに連結ベースの営業キャッシュ・フローが赤字となったこと等により、継続企業の前提に重要
な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しておりますが、上記各施策の実行により当該事象又
は状況を早期に解消すべく努めてまいります。
　なお、本有価証券報告書における連結財務諸表等並びに財務諸表等は継続企業を前提に作成されてお
り、これらの財務諸表には重要な不確実性の影響を反映しておりません。
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５ 【経営上の重要な契約等】

（1）重要な事業の譲渡

当社の連結子会社である株式会社チャーミング・リゾートすんぷは、平成20年10月27日開催の臨時

株主総会において、同社の運営する複合型商業施設「すんぷ夢ひろば」事業を株式会社リメイクに事

業譲渡することを決議し、同日付にて事業譲渡契約を締結致しました。

その内容は次のとおりであります。

①　株式会社チャーミング・リゾートすんぷは、株式会社リメイクに対し、平成20年10月31日付にて、

「すんぷ夢ひろば」運営事業（有形固定資産、流動資産、知的財産権等）を譲渡致しました。

②　平成20年10月31日付にて、株式会社チャーミング・リゾートすんぷと株式会社すんぷ夢ひろばが、

平成18年11月１日に締結した「定期建物賃貸借契約書」、平成20年４月30日に締結した「建物賃

借料改定に関する覚書」および平成20年10月21日に締結した「定期建物賃貸借に関する覚書」に

おける株式会社チャーミング・リゾートすんぷの契約上の地位を、株式会社リメイクに対し譲渡

致しました。
　
（2）重要な子会社の譲渡

当社は、当社コア事業であるシニアハウジング＆サービス事業のうち、「ボンセジュール事業」にお

いて、早期に事業基盤の安定化と今後の競争力の強化を目指す必要があると判断し、平成20年８月25日

開催の取締役会決議に基づき、同日付で株式会社ジェイ・ウィル・パートナーズとの間で資本提携に

関する覚書を締結し、平成20年８月29日付にて、株式会社ジェイ・ウィル・パートナーズが管理運営す

る合同会社ジェイ・ウィル・ビーにより、当社の孫会社であった株式会社ボンセジュールが発行する

優先株式750株の引き受けがなされておりました。

　しかしながら、昨今の金融危機という状況の下、入居者の方の安心・安全及び事業基盤の更なる安定

化という経営課題を最優先することを考慮した結果、平成20年11月25日開催の当社取締役会において、

「ボンセジュール」事業を譲渡することを決議致しました。

　そのため、平成20年８月25日締結の資本提携に関する覚書に基づき、合同会社ジェイ・ウィル・ビー

が保有する優先株式750株が普通株式に転換されたことから、株式会社ボンセジュール並びに、株式会

社ボンセジュールの子会社である株式会社ゼクスコミュニティ・レジデンス及び株式会社ボンセ

ジュール・バリエは連結子会社に該当しないこととなっております。

　また、当社は、平成20年11月25日開催の取締役会において、当社が保有する株式会社ゼクスコミュニ

ティ株式の全てを、平成20年11月26日付にて株式会社ボンセジュール・バリエに譲渡することを決議

し、代物弁済契約を締結しております。これにより、株式会社ゼクスコミュニティは連結子会社に該当

しないこととなっております。

　なお、株式会社ゼクスコミュニティは、平成21年７月１日付にて株式会社コミュニティに、また、株式

会社ゼクスコミュニティ・レジデンスは、平成21年８月１日付にて株式会社ボンセジュール・グラン

にそれぞれ商号を変更しております。
　
（3）重要な事業の譲渡

当社の連結子会社である株式会社ゼクスアクティブ・シニアは、平成21年２月10日並びに平成21年

３月11日開催の取締役会において、平成21年４月１日付にて同社の運営する住宅型有料老人ホーム

「バーリントンハウス」事業をバーリントン事業承継株式会社に吸収分割することを決議し、平成21

年２月10日付にて吸収分割契約を締結致しました。

当該会社分割の概要等については、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（1）連結財務諸表　注

記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりであります。
　
（4）重要な事業の譲受

当社の連結子会社である株式会社ゼクスアクティブ・エイジは、平成21年２月19日開催の取締役会

において、平成21年２月20日付にて株式会社チャーミング・スクウェア芦屋株式の一部買戻し並びに

買戻した株式の一部譲渡を行うことを決議し、同日付にて有限責任中間法人介護サービス互助会との

間で株式の買戻しに係る契約を、及び株式会社日建との間で株式の譲渡に係る契約を締結致しました。

　これにより、株式会社チャーミング・スクウェア芦屋は、当第３四半期連結会計期間末において持分

法適用関連会社に該当することとなりました。
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（5）業務提携契約の締結

当社は、平成21年２月26日開催の取締役会において、株式会社セイクレストと業務提携を行うことを

決議し、同日付にて業務提携契約を締結致しました。　

　契約の内容は、下記のとおりであります。

①　株式会社セイクレストの有するエンドユーザー向け分譲マンション等の販売ノウハウ、

　　ネットワーク等を活用した、当社グループが運営する健常高齢者向けシニア住宅の入居

　　募集及び販売。 

②　当社グループの有するシニア向け住宅の企画・開発並びに運営ノウハウに基づく、介護

　　福祉分野における住環境の充実を目的とする土地の有効活用や街の創造等の再開発事業

　　等の共同推進。 

③　今後拡大が予想されるシニアマーケット向け新事業の共同企画及び共同開発。 

④　互いの不動産事業に関するノウハウの共有及び活用による、保有資産のオフバランス及

　　び流動化の早期実現。 

⑤　その他、当社及び株式会社セイクレストが別途書面により合意した業務 

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づ

き作成されております。この連結財務諸表の作成におきましては、経営者による会計方針の選択・適

用、資産・負債及び収益・費用の報告金額及び開示に影響を与える見積もりを必要とします。経営者は

これら見積もりについて過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積もり

特有の不確実性があるため、これらの見積もりと異なる場合があります。

当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、第５「経理の状況」の連結財務諸表の

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しておりますが、特に当該連結会計年度

における収益・費用に影響を与える見積もりは、主に貸倒引当金であり、継続して評価を行っておりま

す。
　
（2）当連結会計年度の経営成績の分析

「第２［事業の状況］１［業績等の概要］（1）業績、（2）総資産、負債および純資産の状況、（3）

キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。
　
（3）経営成績に重大な影響を与える要因について

当社グループの主力マーケットである、不動産関連マーケット、高齢者マーケットでは法的規制の変

動による業績への影響、有利子負債への依存による事業展開への影響等、経営成績に重要な影響を与え

る可能性を含む様々な要因が挙げられます。詳細につきましては、「第２［事業の状況］４［事業等の

リスク］」をご参照ください。
　
（4）資本の財源及び資金の流動性についての分析

資金の状況につきましては、「第２［事業の状況］１［業績等の概要］（３）キャッシュ・フロー

の状況」をご参照ください。
　
（5）戦略的現状と見通し、及び経営者の問題意識と今後の方針について

① 会社の経営の基本方針

当社グループは、「ハードからソフト」へその経営の基本方針を転換し、これまで不動産コンサル

ティング事業（ハード）に依存していた経営体制を改め、シニアハウジング＆サービス事業（ソフ

ト＝サービス）をグループの中核事業と位置付けるとともに、キャッシュ・フローを重視し、借入に

依存しないことを基本方針とする体制への転換を図ることで、当社グループの企業価値の最大化を

目指してまいります。
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② 目標とする経営指標

当社グループは、経営基盤の再構築を図るため、資本市場からの資金調達をはじめとする資本増強

策の立案及び実行、及び自助努力による利益の積増しにより自己資本の充実を図るとともに、保有不

動産の売却等を通じた資産の圧縮、またそれに伴う有利子負債の削減を実現いたします。
　
③ 中長期的な会社の経営戦略

今後の見通しにつきましては、世界的な金融市場の混乱及び経済環境の悪化は底入れの兆しが見

え始めておりますが、一昨年からの急激な信用収縮の影響により、企業業績の回復、それに伴う雇用

・所得環境の改善及び個人消費意欲の向上には今しばらく時間を要するものと予想され、当社グ

ループを取り巻く事業環境は依然として厳しい状況が続くことが予想されます。 

　このような状況のもと当社グループは、事業の「選択と集中」を進め不採算事業の整理を行うとと

もに、中長期に亘り安定的な収益基盤を確保すべくシニアハウジング＆サービス事業をグループの

中核事業と位置付け成長力と収益力の回復を図ってまいります。また、たな卸資産や固定資産の売却

を通じた有利子負債の削減、新たな資本増強策の計画・実行による自己資本の充実並びに財務基盤

の建て直しを通じて、経営基盤の再構築並びにその強化に努めてまいります。
　
（6）継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況を解消するための対応策

①資本政策の実行及び財務基盤の強化

 イ) 自己資本の充実

当社グループを取り巻く当面の経済・金融環境を踏まえ、当社グループが直面する経営課題と現

状、中長期に亘る収益基盤の再構築ならびにその拡大を実現するためには、自己資本の増強を図り、

債務超過の回避並びに自己資本比率などの財務数値の改善による信用力の回復が必要不可欠である

と考えております。 

　そのため、デット・エクイティ・スワップ等の手法を用いた新株式の発行など、新たな資本増強策

を立案・実行するとともに、自助努力による利益の積み増しを行うことで自己資本の充実に努めて

まいります。

 ロ) 資金調達

当社グループにおいては、シニアハウジング＆サービス事業におけるマーケティング活動への積

極的な資金投入と共に、安定収益構築までの当面の当社グループの運転資金として、今後約１年程度

の間に約50億円の資金需要を見込んでおります。 

　現在、開業しております「チャーミング・スクウェア」５施設の現時点における平均入居率は約

50％程度であり、運営にかかる収益から運営諸経費等を差し引いた運営利益ベースでは赤字となっ

ているため、当社グループにおける連結ベースでの営業キャッシュ・フローが赤字である一因と

なっております。そのため、前述のとおり早期に各施設の入居率を向上させること及び運営諸経費等

の圧縮を図ることにより運営利益ベースでの黒字化を実現することが安定的なキャッシュ・フロー

創出のためには最重要課題であると認識しております。 

　しかしながら、入居率が向上し運営利益ベースでの黒字化が達成されるまでの間、入居率向上に向

けたイベント等の実施ならびに広報・宣伝活動、その他運営サービスの質の向上のための運営諸経

費として、今後１年間程度の間に約20～25億円程度の資金需要を見込んでおります。 

　また、今後の成長への布石として、今日まで培ってきた当社グループのノウハウ（技術力、企画力及

び人的ネットワークなど）を生かした新規事業（環境関連事業、東アジア向けチャーミング事業コ

ンサルティング並びに医療関連事業）にも積極的に取組み、さらなる収益基盤の獲得に努めてまい

る所存でございますが、これらの新規事業にかかる一部先行投資等を含む諸経費として、約５億円程

度の資金需要を見込んでおります。 

　さらに、前述のような経営再建策を実行し、各施策や改善への取組みが収益に寄与するまでの当面

の当社グループの運転資金として、約15～20億円の資金需要を見込んでおり、今後１年程度の間に当

社グループとして総額約50億円の資金需要が生じる見込みであります。 

　なお、各事業の今後の取組みの概要につきましては、後述の「（2）事業基盤の再構築及び安定的な

キャッシュ・フローの創出」記載の各項をご参照下さい。 

②事業基盤の再構築及び安定的なキャッシュ・フローの創出

 イ) 保有販売用不動産の売却及び有利子負債の圧縮

保有販売用不動産売却については、当社が関与している営業用資産は、平成21年５月末現在で

12,130百万円ありますが、利益確保を前提とした売却活動を推し進め、予め債権者とは諸条件につい

ての協議を整えた上で市況の動向を見極めながら売却を加速していくことで、有利子負債の削減を

行い財務体質の改善を図ってまいります。 

　不動産コンサルティング事業はシニアハウジング＆サービス事業に対する、開発、企画及びコスト

管理のノウハウの提供など、補完的な役割を担うものと考えておりますので、不動産コンサルティン

グ事業の一環としての営業用資産の取得及び不動産流動化スキームへの投融資については、当面の

間積極的な展開を行わない方針であります。 
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上記の取り組みを確実に行い「ハードからソフト」へ転換し、シニアハウジング＆サービス事業を

軸とした安定した事業基盤へ移行してまいります。

 ロ) チャーミング・シリーズの入居率の向上

当社が展開しているチャーミング・シリーズは、入居一時金（利用権方式）をお預かりして運営

を行っており、施設の入居率を向上させるには当社グループの信用力の回復が必須であると考えて

おります。そのためには、上述の「ハードからソフト」への転換を行い、ＧＣ注記が解消され、当社グ

ループの信用力が回復することで、入居率が大幅に向上していくと見込んでおります。 

　今後、益々高齢化社会が進展するのに伴い、シニア向けサービス市場の拡大が予想され、さらなる成

長の余地があると考えられることから、今後はシニアハウジング＆サービス事業をグループ事業の

中核事業と位置付け、積極的な展開を図っていくとともに、最優先課題として既に開業している施設

の入居率を向上させるために経営資源を集中してまいります。 

　これまでに当社は、平成21年２月26日付リリース「第三者割当増資による新株式（金銭出資及び現

物出資）の発行及び新株予約権の発行に関するお知らせ」のとおり、平成21年３月から５月にかけ

て第三者割当増資を実施し、これにより調達した資金を募集・販売活動に充当した結果、反響者数、

施設来場者並びに体験入居者数が増加し、その効果は着実に現れております。しかしながら、初めて

御来場頂いてから入居契約の締結に至るまで通常３～４ヶ月の期間を要し、当該募集・販売活動の

成果が営業収益に寄与するまでにタイムラグがあるため、入居率や財務数値等にてその効果を計る

には今しばらく時間を要することとなりますが、今期からは入居契約締結に至るまでの期間を短縮

させるとともに、入居成約率の向上を目指し新たな取組みを行ってまいります。 

　具体的には、従来、施設のスタッフが運営業務と営業・販売業務の双方を兼務しておりましたが、グ

ループ内での人的資源の配分を見直し、適材適所の人員配置を実現した上で、今期より新たに専門の

営業部を設けるなど営業・販売活動に従事する人員の増強を図っております。また、同時にさらなる

販売・営業体制の強化を図るため外部販売会社との連携による営業の効率化を図り、潜在顧客の掘

り起こしや新規顧客の獲得につなげることで成約率の向上を見込んでおります。 

　サービス内容に関しましても、入居希望者様のニーズを取り入れ、入居一時金料金プランのバリ

エーションを増やし潜在顧客の掘り起こしや新規顧客の獲得に努めるとともに、既に入居されてい

る皆様にも“食の充実”を始め、新たなサービスの提供を行うことで、チャーミング・シリーズでの

セカンドライフを充実させてまいります。 

　このような取組みを積極的に行うことで、高コスト体質からの脱却かつサービスの質の向上を目指

し、さらなる「顧客満足の最大化」を図ってまいります。 

　なお、これまで培ってきたシニアハウジングの開発、運営ノウハウ等を生かしシニアコンサルティ

ング事業にも取組んでいく方針であります。シニア関連ビジネスは、日本の急速な高齢化にまだ追い

ついておらず、潜在的に大きなマーケットといえます。このマーケットに注力することにより、業績

変動リスクを大きく抑えることが可能になると考えております。 

　チャーミング・シリーズの入居率が大幅に向上し、当社グループの経営基盤が磐石になることで当

社グループは復活し、将来への更なる成長を見込んでおります。

 ハ) 新規事業の推進

「ハードからソフト」へと転換する取り組みとして、今日まで培ってきた当社グループのノウハ

ウを生かした新たな事業に取組んでいくことで将来の事業基盤を確立し『ゼクスグループの企業価

値の最大化』に努めてまいります。

　a.環境関連事業

環境関連分野に関しましては、平成21年６月22日開催の臨時株主総会にて、今後の事業展開に備え

るため（「環境事業および環境事業に関するコンサルティングならびにマネジメント業務の受託ま

たは請負」「省エネルギーのための設備、資材、機器および部品の販売代理業」）事業目的を追加

し、平成21年７月13日付リリース「ＬＥＤ照明販売事業に関するお知らせ」のとおり、水口ライテッ

ク株式会社と販売代理店契約を締結いたしました。今期は、第一弾としてＬＥＤ照明を足がかりに、

省エネ空調機器、節水器具、その他の省エネ機器や省エネ技術を取扱い、環境事業コンサルティング

の礎を構築し来期以降は総合的な環境事業へ、その取組みを拡大していくことで環境事業を確立し

てまいります。当社がこれまで不動産事業で築いたネットワークやシニアハウジング運営のノウハ

ウは、競合他社に比較して特異的でありその存在意義は大きいものと認識しております。また、環境

事業にて得られるノウハウを、不動産コンサルティングやシニアハウジング運営事業に活かすこと

によりサービスの向上や品質の向上を図ってまいります。

 b.東アジア（中国・韓国等）向けチャーミング事業コンサルティング

現在、東アジアの多くの国々では、日本同様の高齢化社会に突入しております。しかしながら、当該

国々では高齢化社会のスピードが速すぎたことから、高齢化社会対応のインフラ整備も遅れており、

かつ高齢化サービスの提供（ソフト＝サービス）の概念が根付いていない現実があることから、深

刻な社会問題に発展する可能性として各国政府も早急な対策を迫られております。 

　従来から、シニアハウジングに関するノウハウを持つ当社グループには、上記の問題を解決したい

旨のオファーがありましたが、近年は更にその問い合わせ件数が増加しており、内容も切実かつ具体
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的になってきております。こうした状況から当社は、チャーミング事業で確立したノウハウと実績

（ソフト＝サービス）を輸出することで、シニアハウジング＆サービス事業の新たなビジネススタ

イルを確立し収益基盤の拡大に努めてまいります。

 c.医療関連事業

当社グループが運営を行っているチャーミング・シリーズでは、館内で健康相談を行っており常

駐の看護師が入居者の皆様の健康管理に関するあらゆるご相談にお応えしております。日々入居者

の皆様と接する中では、医療関連における様々なご意見を頂いており、その意見の蓄積は当社グルー

プの大きな財産であると考えております。 

　当社は、アンチエイジング（＝セカンドライフ）や予防医学に関する産学連携で開発・確立された

新たな技術を積極的に取り入れ、従来のサービスに加え新たなサービスとして提供することで、入居

者の皆様の満足（究極の顧客満足）に努めてまいります。

新中期経営計画を実行していくにあたっては、内部統制システムの基本方針に基づき、業務の適正
性を確保していくとともに、会社を取り巻く環境の変化等を踏まえてより一層適正なガバナンス体
制を実現するため、今後も適宜見直し行い、継続的に改善を図ってまいります。
　また、以上の各施策を着実に実行し、経営基盤の再構築及びその強化を図ることでステークホル
ダーの皆様からの信用を回復し、市場からの評価を高めてまいりたいと考えており、早期にこれを達
成すべく全社員一丸となって邁進していく所存であります。 
　ステークホルダーの皆様におかれましては、当社グループの経営活動に引き続きご理解をいただ
き、一層のご支援を賜りますようお願い申しあげます。 
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度においては、主にシニアハウジング＆サービス事業において施設運営上必要な維持・

修繕費用等に限定して建物・設備等の改修工事等の設備投資を行っております。

その結果、当社グループにおける当連結会計年度の設備投資等の総額は、613百万円となっております。

　

２ 【主要な設備の状況】

当社グル－プ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、以下のとおりであります。

(1) 提出会社

平成21年５月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業員
数
(名)

建物
及び構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社
( 東 京 都 港
区)(注)１

全社
統括業務
施設

14 ―
─

(  ─  )
12 27 34

賃貸用不動産
(兵庫県三木
市)(注)２

不動産コン
サルティン
グ事業

建物及び
土地

378 ―
─

(  ─  )
─ 378 ―

賃貸用不動産
(兵庫県神戸市
垂水区)他
(注)２

シニアハウ
ジ ン グ ＆
サービス事
業

建物及び
土地

9,131 16
4,334

(19,919.19)
0 13,483―

(注) １　本社の帳簿価額のうち「その他」は工具器具備品であります。なお、帳簿価額に消費税等は含まれておりませ

ん。

２　賃貸用不動産の詳細は次のとおりであります。

所在地 敷地面積(㎡) 帳簿価額(百万円) 備考

兵庫県三木市 ― 378三木部品工場(注)1

兵庫県神戸市垂水区 15,103.02 6,196
チャーミング・スクウェ
ア舞子(注)1

東京都港区 4,816.17 7,287
チャーミング・スクウェ
ア白金（注）1

合計 19,919.19 13,862　

(注) １　帳簿価額は土地、建物及び構築物、機械装置運搬具並びに工具器具備品の合計額であります。
３　上記の他、主要な賃借及びリース設備は、次のとおりであります。

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容 リース期間

年間賃借料
又は
リース料
(百万円)

リース契約残高
(百万円)

本社
(東京都港区)

全社 事務所 ― 36 ─

本社
(東京都港区)

全社
事務機器及び
車両

2～7年 102 320
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(2) 国内子会社

平成21年５月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

株式会社
チャーミ
ング・エ
イジ研究
所（注）
１

チャーミ
ン グ ・
コート溝
の口 
(神奈川県
川崎市高
津区)

シニアハウ
ジング＆
サービス事
業

高齢者向
け一般
住宅

3,180 3
─

(　─　)
13 3,197

44
〔―〕

株式会社
ゼクスア
クティブ
・エイジ
（注）２

本社 
(東京都 
港区)

シニアハウ
ジング＆
サービス事
業

統括業務
施設

─ ―
― 

(　―　)
0 0

8
〔―〕

健常高齢
者向けシ
ニア住宅
(東京都港
区)他２件
（注）３

シニアハウ
ジング＆
サービス事
業

高齢者向
け一般 
住宅

54 ―
─ 

(　─　)
　

4 59
72

〔―〕
 

株式会社
チャーミ
ング・ス
クウェア
舞子
（注）４

チャーミ
ング・ス
クウェア
舞子 
(兵庫県神
戸市垂水
区)

シニアハウ
ジング＆
サービス事
業

高齢者向
け一般 
住宅

1 ―
─

(　─　)
 

2 3
38

〔―〕

 
株式会社
すんぷ夢
ひろば
 

徳川温泉
城下町　す
んぷ夢ひ
ろば 
（静岡県
静岡市駿
河区）

その他事
業

温浴施
設

1,028 ─
　

908 
(20,050.98)

0 1,937 ―

　
　

(注) １　株式会社チャ－ミング・エイジ研究所の帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であります。なお、金額に

は消費税等が含まれておりません。

また、上記施設の敷地(7,676.77㎡)は、期間50年の定期借地契約により賃借しております。

２　株式会社ゼクスアクティブ・エイジの帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であります。なお、金額には

消費税等が含まれておりません。

３　健常高齢者向けシニア住宅の詳細は次のとおりであります。

所在地 敷地面積(㎡) 帳簿価額(百万円) 備考

東京都文京区 ─ 11
チャーミング・スクウェ
ア本郷（注）1

東京都江東区 ― 1
チャーミング・スクウェ
ア豊洲（注）1

東京都港区 ─ 46
チャーミング・スクウェ
ア白金（注）1

合計 ─ 59　

(注) １　帳簿価額は建物及び構築物、並びに工具器具備品の合計額であります。

４　従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は〔　〕内に外数で示しております。
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５　上記の他、主要な賃借及びリース設備は、次のとおりであります。

会社名
セグメントの
名称

事業所
(所在地)

設備の内容 リース期間
年間リース料
(百万円)

リース契約
残高
(百万円)

株式会社チャーミン
グ・リゾートすんぷ

その他事業

すんぷ夢ひ
ろば
(静岡県静岡
市駿河区)

車両及び
什器備品

2～5年 40 94

株式会社チャーミン
グ・エイジ研究所

シニアハウ
ジ ン グ ＆
サービス事
業

チャーミン
グ・コート
溝の口 
(神奈川県川
崎市高津区)

賃借不動産 50年 83 3,546

株式会社ゼクスアク
ティブ・エイジ

シニアハウ
ジ ン グ ＆
サービス事
業

チャーミン
グ ・ ス ク
ウェア本郷
（東京都文
京区）

車両及び
什器備品

5年 37 10

シニアハウ
ジ ン グ ＆
サービス事
業

チャーミン
グ ・ ス ク
ウェア本郷
（東京都文
京区）

賃借不動産 50年 141 6,378

シニアハウ
ジ ン グ ＆
サービス事
業

チャーミン
グ ・ ス ク
ウェア白金
（東京都港
区）

車両及び
什器備品

5年 43 160

シニアハウ
ジ ン グ ＆
サービス事
業

チャーミン
グ ・ ス ク
ウェア豊洲
（東京都江
東区）

什器備品 5年 34 133

シニアハウ
ジ ン グ ＆
サービス事
業

チャーミン
グ ・ ス ク
ウェア豊洲
（東京都江
東区）

賃借不動産 50年 600 29,300

株式会社チャーミン
グ・スクウェア舞子

シニアハウ
ジ ン グ ＆
サービス事
業

チャーミン
グ ・ ス ク
ウェア舞子
（兵庫県神
戸 市 垂 水
区）

車両及び
什器備品

5年 63 111

　

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

（1） 重要な設備の新設等

該当事項はありません

　

（2） 重要な設備の除却等

該当事項はありません
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,976,000

計 2,976,000

（注）平成21年６月22日開催の臨時株主総会において、定款の一部変更に関する決議が行われたことにより、発行可能

株式総数は8,900,000株増加し、11,876,000株となっております。

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年８月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,969,038 2,969,038
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株制度を採用しておりま
せん。

計 2,969,038 2,969,038― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

①　以下の新株予約権は、商法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律(平

成13年法律第129号。以下「商法等改正整備法」という。)第19条第１項の規定により新株予約権とみ

なされる新株引受権であり、商法等の一部を改正する法律(平成13年法律第128号)により改正される

以前の商法280条ノ19の規定に基づく特別決議により発行された新株引受権であります。

　

平成12年５月23日の臨時株主総会において特別決議された新株引受権(ストックオプション)の状

況

　
事業年度末現在
(平成21年５月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年７月31日)

新株予約権の数(注)１ ― ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(注)３，６ 3.2株 3.2株

新株予約権の行使時の払込金額(注)１ １株あたり　2,233円 １株あたり　2,233円

新株予約権の行使期間
平成14年６月１日から
平成22年５月22日まで

平成14年６月１日から
平成22年５月22日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(注)２

発行価格 2,233円

資本組入額 2,233円

発行価格 2,233円

資本組入額 2,233円

新株予約権の行使の条件 (注)４，５ (注)４，５

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４，５ (注)４，５

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―
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(注) １　当該新株引受権については、決議事項及び登記事項を含めて当該事項に関する一切の規定は定めておりませ

ん。

２　下記に掲げる事由により当社の株式数に変更を生ずる場合または変更を生ずる可能性がある場合には、行使

価額を次に定める算式(「コンバージョン・プライス方式による行使価額調整式」)により調整するものと

する。

(イ)調整前行使価額を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合

(ロ)株式分割により株式を発行する場合

(ハ)調整前行使価額を下回る価額をもって当社の普通株式に転換できる、または普通株式の引受権を有する

証券を発行する場合

(ニ)調整前行使価額を下回る価額を当初行使価額とする旧商法280条ノ19第２項による新株引受権を付与す

る場合

＜コンバージョン・プライス方式＞

調整後
行使価額

＝
既発行株式数×調整前行使価額　＋　新発行株式数×１株当り払込金額

既発行株式数　＋　新発行株式数

なお、平成18年5月12日開催の取締役会決議に基づき、平成18年6月1日をもって普通株式１株を２株に分割

し、発行価格は2,233円、資本組入額は2,233円に調整されております。

３　上記２により行使価額を調整する場合は、次の算式により株式数の調整を行うものとする。

株式数 ＝

調整前行使価額をもって権利
行使により発行される株式数

× 調整前行使価額

調整後行使価格

この場合に１株未満(端株制度適用の場合は１端株未満)の端数が生ずる場合には、その端数はこれを切り捨

てるものとする。

また、利益の資本組入れ等を条件として株式分割を行う場合において、権利行使すべき株主もしくは質権者

たることとみなす基準日として旧商法224条ノ３第１項に規定された一定の日の翌日から、株式分割の効力

が生じ株主となる日の前日までに新株予約権を行使したものに対しては、次の算出方法により当社の普通株

式を発行するものとする。

株式数 ＝
[ 調整前

行使価額
―

調整後
行使価額 ] ×

調整前行使価額をもって新株引受権
行使によって発行された株式数

調整後行使価格

なお、平成18年5月12日開催の取締役会決議に基づき、平成18年6月1日をもって普通株式１株を２株に分割

し、新株予約権の目的となる株式の数は294.40株に調整されております。

４　当該新株引受権については、権利行使できる株式の上限を以下のとおり定めております。

被付与者は下記の各期間中において、新株引受権の行使により当該被付与者に対して発行された当社株式の

累計が、下記のそれぞれの期間について規定された株式数を超えない範囲内において権利を行使することが

出来る。

(イ)平成15年５月31日まで

　　付与された新株引受権にかかる株式数の３分の１に相当する株式数

(ロ)平成15年６月１日から平成16年５月31日まで

　　付与された新株引受権にかかる株式数の３分の２に相当する株式数

(ハ)平成16年６月１日以降

　　付与された新株引受権にかかる株式数の３分の３に相当する株式数

５　その他、新株予約権の行使条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成12年５月23日開催の

臨時株主総会及び同日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び従業員との間で締結した「新株

引受権付与契約書」に定められています。

６　新株引受権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から退職等による権利を喪失した株

数を控除した数のことであります。
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②　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき、平成15年８月27日開催の定

時株主総会において特別決議された新株予約権(ストックオプション)の状況は、次のとおりであり

ます。

　
事業年度末現在
(平成21年５月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年７月31日)

新株予約権の数(注)２ 207個 207個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(注)１ 828株 828株

新株予約権の行使時の払込金額(注)１ １株あたり　157,636円 １株あたり　157,636円

新株予約権の行使期間
平成19年９月１日から
平成25年８月27日まで

平成19年９月１日から
平成25年８月27日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(注)１

発行価格 157,636円

資本組入額 78,818円

発行価格 157,636円

資本組入額 78,818円

新株予約権の行使の条件 (注)２，３ (注)２，３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)２，３ (注)２，３

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注)１　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数につ

いてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株あたりの払込金額を調整し、調整によ

る1円未満の端数は切上げる。

調整後
払込金額

＝ 調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整による１円未満の

端数は切上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 　＋

新規発行株式数 × １株当り払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

なお、平成18年5月12日開催の取締役会決議に基づき、平成18年6月1日をもって、普通株式１株を２株に分割

し、発行価格は157,636円、資本組入額は78,818円および新株予約権の目的となる株式の数は2,156株に調整さ

れております。

２　新株予約権の行使の条件

①　権利者は、新株予約権の権利行使時において一定要件を満たす場合以外は、当社および当社子会社の取締

役、監査役、従業員、顧問であることを要す。

②　新株予約権者の質入その他一切の処分及び相続は認めない。

３　 その他、新株予約権の行使条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成15年８月27日開催

の定時株主総会及び平成16年７月２日開催の取締役会決議に基づき、当社および当社子会社の対象取締役、監

査役、従業員もしくは顧問との間で締結した「新株予約権割当契約」に定められています。
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③　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき、平成16年８月25日開催の定

時株主総会において特別決議された新株予約権(ストックオプション)の状況は、次のとおりであり

ます。

　
事業年度末現在
(平成21年５月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年７月31日)

新株予約権の数(注)２ 　885個 　885個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(注)１ 1,770株 1,770株

新株予約権の行使時の払込金額(注)１ １株あたり　158,385円 １株あたり　158,385円

新株予約権の行使期間
平成20年９月１日から
平成26年８月25日まで

平成20年９月１日から
平成26年８月25日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(注)１

発行価格 158,385円

資本組入額 79,193円

発行価格 158,385円

資本組入額 79,193円

新株予約権の行使の条件 (注)２，３ (注)２，３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)２，３ (注)２，３

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) １　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい

て行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株あたりの払込金額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切上げる。

調整後
払込金額

＝ 調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整による１円未満の

端数は切上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 　＋

新規発行株式数 × １株当り払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新

設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

なお、平成18年5月12日開催の取締役会決議に基づき、平成18年6月1日をもって、普通株式１株を２株に分割

し、発行価格は158,385円、資本組入額は79,193円および新株予約権の目的となる株式の数は4,416株に調整

されております。

　　 ２　新株予約権の行使の条件

①　権利者は、新株予約権の権利行使時において一定要件を満たす場合以外は、当社および当社子会社の取

締役、監査役、使用人であることを要す。

②　新株予約権者の質入その他一切の処分及び相続は認めない。

３　その他、新株予約権の行使条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成16年８月25日開催の

定時株主総会及び平成17年６月30日開催の取締役会決議に基づき、当社および当社子会社の対象取締役、監

査役、もしくは使用人との間で締結した「新株予約権割当契約」に定められています。
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④　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき、平成17年８月26日開催の定

時株主総会において特別決議された新株予約権(ストックオプション)の状況は、次のとおりであり

ます。

　
事業年度末現在
(平成21年５月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年７月31日)

新株予約権の数(注)２ 　851個 　851個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(注)１ 1,702株 1,702株

新株予約権の行使時の払込金額(注)１ １株あたり　285,000円 １株あたり　285,000円

新株予約権の行使期間
平成18年９月１日から
平成27年８月26日まで

平成18年９月１日から
平成27年８月26日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(注)１

発行価格 285,000円

資本組入額 142,500円

発行価格 285,000円

資本組入額 142,500円

新株予約権の行使の条件 (注)２，３ (注)２，３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)２，３ (注)２，３

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) １　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい

て行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株あたりの払込金額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切上げる。

調整後
払込金額

＝ 調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整による１円未満の

端数は切上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 　＋

新規発行株式数 × １株当り払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新

設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

なお、平成18年5月12日開催の取締役会決議に基づき、平成18年6月1日をもって、普通株式１株を２株に分割

し、発行価格は285,000円、資本組入額は142,500円および新株予約権の目的となる株式の数は4,770株に調整

されております。

　　 ２　新株予約権の行使の条件

①　権利者は、新株予約権の権利行使時において一定要件を満たす場合以外は、当社および当社子会社の取

締役、監査役、使用人であることを要す。

②　新株予約権者の質入その他一切の処分及び相続は認めない。

３　その他、新株予約権の行使条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成17年８月26日開催の

定時株主総会及び平成18年２月10日開催の取締役会決議に基づき、当社および当社子会社の対象取締役、監

査役、もしくは使用人との間で締結した「新株予約権割当契約」に定められています。
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⑤　平成13年改正旧商法第341条ノ2の規定に基づき、次のとおり新株予約権付社債を発行しておりま

す。

2010年5月31日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債（平成17年6月13日発行）

　
事業年度末現在
(平成21年５月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年７月31日)

新株予約権の数 16個 16個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(注) 1,490.9株 1,490.9株

新株予約権の行使時の払込金額(注) １株あたり　53,658.8円 １株あたり　53,658.8円

新株予約権の行使期間
平成17年６月27日から
平成22年５月17日まで

平成17年６月27日から
平成22年５月17日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(注)

発行価格 53,658.8円

資本組入額 26,830.0円

発行価格 53,658.8円

資本組入額 26,830.0円

新株予約権の行使の条件
各本新株予約権の一部行使
はできないものとする

各本新株予約権の一部行使
はできないものとする

新株予約権の譲渡に関する事項 該当事項はありません 該当事項はありません

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

新株予約権付社債の残高（千円） 80,000 80,000

(注)１　当社が本新株予約権付社債発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る発行価額又は処分価額で新たに当社普

通株式を発行又は当社の有する当社普通株式を処分する場合、次の算式により調整する。

　 　 　 　
既発行株式数 　＋

新発行・　　　　 １株当り発行
処分株式数　×　 又は処分価額

調整後
転換価額

＝
調整前
転換価額

×
１株当り時価

既発行株式数 ＋発行または処分株式数

（なお、「既発行株式数」には当社が有する当社普通株式数は含まない。）

また、転換価額は、当社普通株式の分割または併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式

の交付を請求できる新株予約権の発行、当社による一定の財産、金銭、株式等の当社株主への分配、その他本新株

予約権付社債の要項に定める一定の場合にも適宜調整される。但し、当社のストック・オプション制度によるオ

プションの付与その他本新株予約権付社債の要項に定める一定の場合には調整は行われない。

なお、平成18年5月12日開催の取締役会決議に基づき、平成18年6月1日をもって、普通株式１株を２株に分割

し、発行価格は166,878.4円、資本組入額は83,440円および新株予約権の目的となる株式の数は12,554.05株に調

整されております。

また、平成21年２月26日開催の取締役会決議に基づき、平成21年３月13日付にて第三者割当増資が行われたこ

とにより平成21年３月14日をもって、発行価格は75,232.1円、資本組入額は37,617円及び新株予約権の目的とな

る株式の数は1,063.37株に調整され、さらに平成21年５月14日開催の取締役会決議に基づき、平成21年５月29日

付にて第三者割当増資が行われたことにより発行価格は53,658.8円、資本組入額は26,830円および新株予約権

の目的となる株式の数は1,490.9株に調整されております。

　 ２　平成20年６月13日付で、本社債の所持人より繰上償還請求（プットオプション）が発生したことにより、総額

1,995百万円を繰上償還しております。

　

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　　　該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成16年６月１日
平成17年５月31日

(注)１
518.4040,287.88 11 702 9 450

平成16年６月１日
平成17年５月31日

(注)２
2,522.4442,810.32 364 1,067 364 815

平成16年12月20日
(注)３

40,094.7882,905.10 ― 1,067 ― 815

平成17年６月１日
平成18年５月31日

(注)４
244.4083,149.50 5 1,073 5 821

平成17年６月１日
平成18年５月31日

(注)５
10,393.6693,543.161,602 2,675 1,602 2,423

平成18年６月１       
　

平成19年５月31日     
　　　　　　　(注)６

121,690.16215,439 2,552 5,228 2,552 4,976

平成19年６月１日
平成20年５月31日

(注)７
8,577 224,016 504 5,732 504 5,480

平成20年６月１日
平成21年５月31日

(注)８
695,022919,038 349 6,082 349 5,829

平成21年３月13日
(注)９

520,0001,439,038 260 6,342 260 6,089

平成21年５月29日
(注)10

1,530,0002,969,038 841 7,184 841 6,931

(注) １　第１回および第２回ストックオプションの権利行使による増加であります。

２　2009年5月31日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の権利行使による増加であります。

３　１株を２株にする株式分割による増加であります。

４　第１回および第２回ストックオプションの権利行使による増加であります。

５　2009年5月31日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債および2010年5月31日満期円貨建転換社債型新株予約

権付社債の新株予約権の権利行使による増加であります。

６　１株を２株にする株式分割による増加及び第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の権利行使並びに第１

回新株予約権の権利行使よる増加であります。 

７  第２回新株予約権および第１回ストックオプション並びに第２回ストックオプションの権利行使による増

加であります。

８  第１回ストックオプション並びに第７回新株予約権の権利行使による増加であります。

９  第三者割当：発行株数520,000株、発行価格1,000円、資本繰入額260百万円

　　　　　　主な割当先　㈱ヒロ・アセット、㈱日建他５社

10  第三者割当：発行株数1,530,000株、発行価格1,100円、資本繰入額841.5百万円

　　　　　　主な割当先　㈱ヒロ・アセット、㈱エネアス・インベストメント他４社
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(5) 【所有者別状況】

平成21年５月31日現在

区分

株式の状況

端株の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 10 24 83 42 16 12,14312,318 ―

所有株式数
(株)

― 40,45619,9211,917,58856,1873,448931,4382,969,038―

所有株式数
の割合(％)

― 1.36 0.67 64.58 1.89 0.11 31.37100.00 ―

(注)１．自己株式6,004株は、「個人その他」に含まれております。

　

(6) 【大株主の状況】

平成21年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ヒロ・アセット 東京都港区芝浦4丁目20番2-1517号 492,181 16.57

株式会社エネアス・インベストメ
ント

東京都千代田区内幸町2丁目2-2
有限会社ＵＡＰマネジメント内

469,092 15.79

株式会社アイ・インベストメント 東京都港区西麻布3丁目17-26 370,000 12.46

株式会社ハンバーストーン
東京都千代田区内幸町2丁目2-2
有限会社ＵＡＰマネジメント内

181,818 6.12

株式会社オーキタ
東京都中央区日本橋小網町18番20
ヴェラハイツ日本橋603号

125,000 4.21

斉須　繁雄 福島県西白河郡泉崎村 90,909 3.06

佐藤工業株式会社 東京都中央区日本橋本町四丁目12番19号 80,000 2.69

有限会社フクジュコーポレーショ
ン

東京都中央区日本橋人形町3丁目13番12号 58,706 1.97

有限会社ケイアイコーポレーショ
ン

東京都中央区日本橋人形町3丁目13番12号 50,000 1.68

株式会社デイリー企画 東京都中央区日本橋人形町3丁目7番13-504号 50,000 1.68

計 ― 1,967,70666.27

(注)１．前事業年度において主要株主でなかった株式会社エネアス・インベストメント及び株式会社アイ・インベス

　トメントは、当事業年度末現在では当社の主要株主となっております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 6,004

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式2,963,034　 同上

発行済株式総数 　 2,969,038 ― ―

総株主の議決権 ― 　 ―

　

② 【自己株式等】

平成21年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ゼクス

東京都港区六本木四丁目
８番５号

6,004 ― 6,004 0.20

計 ― 6,004 ─ 6,004 0.20

　

（第三者割当等による取得者の株式等の移動状況）

平成21年３月13日の第三者割当増資により発行した株式の取得者である株式会社ヒロ・アセット他

６名から、㈱東京証券取引所の定める有価証券上場規程第422条及び同施行規則第２編第４章第２節第

２款の規定に基づき、平成21年３月13日から２年間において、当該株式の全部又は一部を譲渡した場合

には直ちに当社へ報告する旨等の確約を得ております。

　なお、平成21年３月13日から本有価証券報告書提出日までの間に行われた当該株式の移動状況につい

ては次のとおりであります。
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平成21年８月28日現在

移動
年月日

移動前所有
者の氏名 
又は名称

移動前
所有者
の住所

移動前所有者
の提出会社と
の関係等

移動後所有
者の氏名
又は名称

移動後
所有者
の住所

移動後所有者
の提出会社と
の関係等

移動株数
(株)

価格
（単価）
（円）

移動理由

平成21年
３月17日
～30日

斉須繁雄
福島県
西白河郡
泉崎村

当社の株主で
上位10名の者

不詳（市場
にて売却）

─ ─ 30,0002,500
投資判断に
よる売却

平成21年
３月24日

斉須繁雄
福島県
西白河郡
泉崎村

当社の株主で
上位10名の者

三谷健二
東京都
中央区

─ 15,0001,000
投資判断に
よる売却

平成21年
３月25日

斉須繁雄
福島県
西白河郡
泉崎村

当社の株主で
上位10名の者

鈴木清美
東京都
中央区

─ 50,0001,000
投資判断に
よる売却

平成21年
３月25日

石坂芳男
神奈川県
川崎市
麻生区

― 佐藤次郎
東京都
文京区

― 10,0001,000
投資判断に
よる売却

平成21年
３月25日

石坂芳男
神奈川県
川崎市
麻生区

─ 小泉新
東京都
世田谷区

─ 70,0001,000
投資判断に
よる売却

平成21年
３月25日

石坂芳男
神奈川県
川崎市
麻生区

─ 福田智子
東京都
目黒区

─ 15,0001,000
投資判断に
よる売却

平成21年
４月１日

小島順一郎
東京都
練馬区

─

ＳＨパート
ナーズ㈲
代表取締役
斉藤博之

東京都
目黒区

─ 20,0001,000
投資判断に
よる売却

平成21年
４月１日

小島順一郎
東京都
練馬区

─

㈱ジャパン
ベンチャー
ビジネス
代表取締役
松本正雄

東京都
中央区

─ 25,0001,000
投資判断に
よる売却

平成21年
４月１日

小島順一郎
東京都
練馬区

─

㈲フクジュ
コーポレー
ション
代表取締役
井手和成

東京都
中央区

─ 50,0001,000
投資判断に
よる売却

平成21年
４月１日

ＯＶＥ第２
号投資事業
組合

東京都
中央区

─ 三谷健二
東京都
中央区

─ 40,0001,000
投資判断に
よる売却

平成21年
４月１日

ＯＶＥ第２
号投資事業
組合

東京都
中央区

─

ＳＨパート
ナーズ㈲
代表取締役
斉藤博之

東京都
目黒区

─ 55,0001,000
投資判断に
よる売却

平成21年
５月７日

國光裕
兵庫県
宝塚市

─
不詳（市場
にて売却）

─ ─ 20,0001,457
住宅購入資
金の為
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平成21年５月29日の第三者割当増資により発行した株式の取得者である株式会社ヒロ・アセット他

５名から、㈱東京証券取引所の定める有価証券上場規程第422条及び同施行規則第２編第４章第２節第

２款の規定に基づき、平成21年５月29日から２年間において、当該株式の全部又は一部を譲渡した場合

には直ちに当社へ報告する旨等の確約を得ております。

　なお、平成21年５月29日から本有価証券報告書提出日までの間に行われた当該株式の移動状況につい

ては次のとおりであります。
 　

平成21年８月28日現在

移動
年月日

移動前所有
者の氏名 
又は名称

移動前
所有者
の住所

移動前所有者
の提出会社と
の関係等

移動後所有
者の氏名
又は名称

移動後
所有者
の住所

移動後所有者
の提出会社と
の関係等

移動株数
(株)

価格
（単価）
（円）

移動理由

平成21年
６月１日
～22日

佐藤工業㈱
管財人
森本裕士

東京都
中央区

当社の株主で
上位10名の者

不詳（市場
にて売却）

─ ─ 80,0001,010
会社の意志
決定による

平成21年
６月２日
～８日

斉須繁雄
福島県
西白河郡
泉崎村

当社の株主で
上位10名の者

不詳（市場
にて売却）

─ ─ 90,9091,091
投資判断に
よる売却

平成21年
６月４日
～22日

アイ・イン
ベストメン
ト㈱

代表取締役
原正蔵

東京都
港区

当社の株主で
上位10名の者

不詳（市場
にて売却）

─ ─ 225,665972
投資判断に
よる売却

平成21年
６月25日

アイ・イン
ベストメン
ト㈱

代表取締役
原正蔵

東京都 
港区

当社の株主で
上位10名の者

㈱オーキタ
代表取締役
鈴木清美

東京都
中央区

当社の株主で
上位10名の者

144,3351,000
投資判断に
よる売却
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(8) 【ストックオプション制度の内容】

①　平成12年５月23日の臨時株主総会において特別決議された新株引受権(ストックオプション)の状況
　

決議年月日 平成12年５月23日

付与対象者の区分及び人数 従業員　26名

新株予約権の目的となる株式の種類 (注)

株式の数 (注)

新株予約権の行使時の払込金額 (注)

新株予約権の行使期間 (注)

新株予約権の行使の条件 (注)

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)

代用払込みに関する事項 (注)

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

(注)

(注)　新株予約権の内容については、「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

　

②　平成15年８月27日の定時株主総会において特別決議された新株予約権(ストックオプション)の状況
　

決議年月日 平成15年８月27日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　　　　　　　　２名　　当社監査役　　　　　　　　３名
当社従業員　　　　　　　　57名　　当社顧問　　　　　　　　　３名
当社子会社の取締役　　　　５名　　当社子会社の従業員　　　 112名

新株予約権の目的となる株式の種類 (注)

株式の数 (注)

新株予約権の行使時の払込金額 (注)

新株予約権の行使期間 (注)

新株予約権の行使の条件 (注)

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)

代用払込みに関する事項 (注)

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

(注)

(注)　新株予約権の内容については、「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。
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③　平成16年８月25日の定時株主総会において特別決議された新株予約権(ストックオプション)の状況
　

決議年月日 平成16年８月25日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　　　　　　　　２名　　当社監査役　　　　　　　　３名
当社使用人　　　　　　　　95名　　
当社子会社の取締役　　　　８名　　当社子会社の使用人　　　 274名

新株予約権の目的となる株式の種類 (注)

株式の数 (注)

新株予約権の行使時の払込金額 (注)

新株予約権の行使期間 (注)

新株予約権の行使の条件 (注)

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)

代用払込みに関する事項 (注)

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

(注)

(注)　新株予約権の内容については、「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

　

④　平成17年８月26日の定時株主総会において特別決議された新株予約権(ストックオプション)の状況
　

決議年月日 平成17年８月26日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　　　　　　　　２名　　当社監査役　　　　　　　　３名
当社使用人　　　　　　　 105名　　
当社子会社の取締役　　　　11名　　当社子会社の使用人　　　　60名

新株予約権の目的となる株式の種類 (注)

株式の数 (注)

新株予約権の行使時の払込金額 (注)

新株予約権の行使期間 (注)

新株予約権の行使の条件 (注)

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)

代用払込みに関する事項 (注)

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

(注)

(注)　新株予約権の内容については、「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　　 該当事項はありません。

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。
　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。
　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。
　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

　

３ 【配当政策】

当社グループは、株主の皆様への利益還元を経営の重要な課題として認識しており、利益還元につきま
しては継続的な企業価値の最大化に向けて、財務体質を強化しつつ、業績、配当性向、キャッシュ・フロー
とのバランスを総合的に勘案しながら、利益成長に見合った配当を実施していく方針であります。
当社の配当回数についての基本的な方針は、中間配当と期末配当の年２回であり、これらの配当の決定
機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。また、当社は、会社法第
454条第５項により、取締役会の決議によって、毎年11月30日を基準日として中間配当をすることができ
る旨を定款に定めております。
しかしながら、当期におきましては、世界的な金融市場の混乱、日本経済の景気後退等に伴う信用収縮
など、当社を取り巻く環境の急激な悪化により、当期純損失を計上することとなったため、誠に遺憾でご
ざいますが、無配とさせていただきたく存じます。また、次期の配当につきましても、無配を予定しており
ますが、今後は、収益基盤の確立並びに安定的なキャッシュ・フロー創出のための体制構築を図ることで
株主の皆様からの信用を回復し、市場からの評価を高めるとともに、早期に復配できるように尽力してま
いる所存であります。 
　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　
回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期

決算年月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年５月 平成21年５月

最高(千円)
353

(636 ※257) 353
704

※251
265 169 73

最低(千円)
285

(471 ※183) 184
282

※230
141 30 0

(注) １　　最高・最低株価は、平成16年12月12日以前は日本証券業協会におけるもので第９期は（　）表示しており、平

成16年12月13日以降はジャスダック証券取引所におけるものであります。

当社株式は平成17年4月27日付をもって東京証券取引所市場第二部に上場しており、第９期の上段は市場第

二部、下段は日本証券業協会およびジャスダック証券取引所におけるものであります。また当社は、東京証券

取引所市場第二部への上場に伴い、平成17年4月26日付にてジャスダック証券取引所に対し上場廃止申請を

行っております。これに伴い、ジャスダック証券取引所における最高・最低株価は、最終取引日である平成17

年5月26日までの株価について記載しております。

　　　当社株式は、平成18年11月1日付をもって東京証券取引所市場第二部から市場第一部へ指定替えとなっていま

す。よって、最高・最低株価については、平成18年10月31日以前は東京証券取引所市場第二部におけるもので

あり、平成18年11月1日以降は市場第一部のものであります。

２　※印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価であります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　
月別 平成20年12月 平成21年１月 ２月 ３月 ４月 ５月

最高(千円) 3 3 2 5 2 1

最低(千円) 3 1 0 1 1 1

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役 取締役社長 平　山　啓　行 昭和33年１月12日生

昭和55年４月 伊藤忠商事㈱入社

注３ 10,032

平成８年６月 当社設立、代表取締役社長就任(現)

平成13年４月 ㈱ゼクスアクティブ・エイジ 

代表取締役就任(現)

平成14年10月 ㈱チャーミング・エイジ研究所　代

表取締役就任(現)

平成15年10月 ㈱ジーメド　代表取締役就任(現)

平成16年８月 ㈱チャーミング・リゾート沖縄　代

表取締役就任(現) 

平成17年３月 ㈱プログレッシブ　取締役就任(現) 

平成17年６月 ㈱チャーミング・リゾーツ（現㈱

チャーミング・リゾートすんぷ）　

代表取締役就任(現)

平成19年５月 ゼクス不動産投資顧問㈱（現㈱ゼク

ス・プリンシパル・インベストメン

ト）　代表取締役就任(現)

平成20年10月 ㈱チャーミング・スクウェア舞子　

代表取締役就任（現）

専務取締役 　 金　井　和　彦 昭和35年７月18日生

昭和58年４月 ㈱ポップインターナショナル入社

注３ 5,280
平成６年11月 浅井謙建築設計事務所入社

平成８年８月 当社入社、取締役設計部長就任

平成13年６月 専務取締役就任(現)

常務取締役 　 増　田　達　哉 昭和44年９月17日生

平成６年４月 伊藤忠商事㈱入社

注３ 9,280

平成８年６月 当社入社、取締役営業部長(現不動産

事業開発部長)就任

平成14年４月 取締役財務部長就任

平成18年６月 常務取締役就任

平成18年８月 常務取締役経理部長就任

平成19年６月 常務取締役就任（現）

取締役 　 竹　内　　稔 昭和12年７月22日生

昭和36年４月 伊藤忠商事㈱入社

注４ ―

平成９年６月 伊藤忠ハウジング㈱　取締役副社長

就任

伊藤忠レント㈱　取締役社長就任

平成13年４月 成田興業㈱　代表取締役就任

平成18年３月 中央毛織㈱（現㈱中央コーポレー

ション）監査役就任

平成18年８月 同社　取締役就任

平成20年８月 当社　取締役就任(現)

常勤
監査役

　 前　田　征　信 昭和19年２月28日生

昭和43年４月 伊藤忠商事㈱入社

注５ ―

平成11年５月 ㈱ファミリーマート　取締役経理財

務部長就任

平成12年６月 同社　常勤監査役就任 

㈱江洋商事　監査役就任 

㈱沖縄ファリミーマート　監査役就

任

平成18年８月 当社　監査役就任(現) 

㈱ゼクスアクティブ・エイジ　監査

役就任(現) 

㈱チャーミング・エイジ研究所㈱監

査役就任(現)

平成20年５月 ㈱チャーミング・リゾートすんぷ監

査役就任(現)

平成20年８月 ㈱ジーメド　監査役就任(現)

平成21年８月 ㈱チャーミング・リゾート沖縄監

査役就任(現)

　 ㈱ゼクス・プリンシパル・インベ

ストメント　監査役就任(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(株)

非常勤
監査役

　 井　上　博　志 昭和16年７月19日生

昭和41年４月 伊藤忠商事㈱入社

注６ ―

昭和46年８月 伊藤忠カナダ会社　モントリオール

店

平成５年４月 伊藤忠商事㈱繊維管理部長就任

平成９年４月 伊藤忠繊維カンパニーＣＦＯ兼繊維

管理部長就任

平成11年４月 伊藤忠ファイナンス㈱取締役就任

平成15年７月 シーアイ・ガーメント・サービス㈱

管理本部長就任

平成20年８月 当社監査役就任(現) 

非常勤
監査役

　 細　野　幸　男 昭和21年12月２日生

昭和45年４月 同和火災海上保険㈱（現ニッセイ同

和損害保険㈱）入社

注７ ―

平成11年６月 同社　取締役商品企画開発部長就任

平成14年４月 同社　取締役自動車保険部長就任

平成15年６月 同社　監査役就任

平成19年６月 ニッセイ同和損害保険調査㈱　監査

役

平成20年５月 ㈱東京衝機製造所（現㈱テークスグ

ループ）監査役就任(現)

平成20年６月 セメダイン㈱　監査役就任(現)

平成21年８月 当社　監査役就任(現)

計 　 　 　 　 　 計 24,592

(注) １　取締役竹内稔は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役前田征信、井上博志、細野幸男の３名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　取締役の任期は、平成21年５月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年５月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

４　取締役の任期は、平成20年５月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年５月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

５　監査役の任期は、平成18年５月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年５月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

６　監査役の任期は、平成20年５月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年５月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

７　監査役の任期は、平成21年５月期に係る定時株主総会終結の時から平成25年５月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

８　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役

１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

中　村　尚　志 昭和13年２月21日生

昭和37年４月 長崎県瓊浦高等学校社会科教諭

注 50

平成４年４月 学校法人暁星国際学園副学園長

平成13年３月 学校法人郁文館学園　常務理事就任

平成16年４月 当社　顧問就任

㈱ゼクスペットコミュニティ（現㈱

ペットコミュニティ）取締役就任

平成17年６月 (財)余暇厚生文化財団　専務理事就

任(現)

平成19年７月 特定非営利活動法人チャーミングラ

イフサポート協会　理事長就任(現)

（注）補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。

なお、補欠監査役の効力を有する期間は、選任後最初に開催される定時株主総会開始の時までであり

ます。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、「不動産価値創造事業を通じて、心の
豊かさにつながるホスピタリティサービスを提供する。」というミッションに基づき、適切な経営・監
査体制による企業活動とタイムリーな企業情報の開示により、ステークホルダーに対して利益を還元
してゆくことを目的としたコーポレート・ガバナンスを実行していく方針です。

①　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況
　イ　会社の機関の基本説明

取締役会は、社外取締役１名を含む４名で構成され、月１回の定例取締役会のほか、必要に応じ機
動的に臨時取締役会を開催しております。
各取締役は取締役会の定めた役割に基づき、法令、定款、取締役会決議および社内規定に従い担当
業務を執行し、重要事項については取締役会にて決定するとともに、取締役の職務執行の監督を行っ
ております。
また、当社は監査役会設置会社として、社外監査役３名（常勤１名、非常勤２名）で監査役会を構
成し、「監査役会規程」および「監査役監査基準」に則り取締役の職務執行の適正性を監査してお
ります。
当社では、コーポレート・ガバナンスの基盤となるコンプライアンス（法令等遵守）につきまし
ては、「コンプライアンス委員会」を設置し、コンプライアンスに関する基本方針の決定およびコン
プライアンスに係る管理・運営を行い、弁護士等の社外専門家とも密接な連携を取りながら、経営者
から従業員に至るまでコンプライアンスの周知徹底を図っております。

　ロ　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況
当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制並びにその他
業務の適正を確保するために必要な体制（内部統制システム）を次のとおり整備しております。以
下、平成18年５月12日開催の取締役会において決議され、平成20年５月22日に改訂された「内部統制
システムに関する基本方針」の概要を記載します。
　なお、内部統制システムについては、適宜見直しによって継続的に改善を図り、より適正かつ効率的
な体制の構築に努めることとしております。

〔企業運営の基本方針〕

当社は『不動産価値創造を通じて、心の豊かさにつながるホスピタリティサービスを提供する』
ことをグループミッションとし、常にお客様のニーズを先取りし新しい価値を創造し続けること
で、社名の由来である「究極の顧客満足（Zenith Excellent Customer's Satisfaction）」をさら
に高め、心の豊かな社会の実現に貢献することを目指します。 
上記グループミッションの実現に向け、下記の４項目を当社の企業統治の基本項目と位置付け、適
切な業務運営を行ってまいります。
①「業務執行、監督・管理、監査」に係る機関職務を適正に執行できるようにいたします。
②高い企業倫理のもとに「内部統制システム」の整備・運営を行う体制を構築し、定期評
　　価を行ってまいります。
③ＰＤＣＡ（Plan-Do-Check & Action）の手法を用い常に業務運営状況の改善・向上に努め
　　ます。
④職務・業務執行の透明性(トランスパレンシー)確保に努めるとともに、企業の説明責任
　　（アカウンタビリティ）を果たします。

〔業務の適正を確保するための体制〕
１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する為の体制
　　　（会社法362条第4項第6号、会社法施行規則第100条第1項第4号）
（1）コーポレート・ガバナンス
① 取締役会は、法令、定款及び「取締役会規程」、その他の社内規程等に従い経営の
     重要事項を決定するとともに、取締役の職務執行を監督する。
② 取締役は、取締役会の決定する役割に基づき、法令、定款、取締役会決議及び社内
     規程等に従い職務を執行する。
③ 監査役は、法令の定める権限を行使するとともに、「監査役会規程」及び「監査役
     監査基準」に則り、取締役の職務執行の適正性を監査する。
（2）コンプライアンス
① 取締役及び社員等（社員、契約社員、及びその他当社の業務に従事する全ての者。
     以下同じ。）の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任を果たすた
     め、コンプライアンス・ポリシー(「行動規範」、「コンプライアンス規程」及び
    「社内通報規程」等）を整備し、コンプライアンス体制の充実を図る。
② コンプライアンス担当役員を委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置し、
     委員会の定期開催や研修の実施により、倫理・法令等の遵守の推進を図る。また、
     定期的にその結果を取締役会に報告する
（3）内部監査

代表取締役直轄の内部監査部門は、「内部監査規程」に基づき「年度監査計画書」を作成
し、コンプライアンスの遵守、リスク管理、及び内部統制の整備・運用等の状況について定期
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的に監査し、「内部監査報告書」を代表取締役へ提出する。また、内部監査により判明した指
摘事項の改善履行状況については、フォローアップ監査を実施する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
    　（会社法施行規則第100条第1項第1号）
（1）情報の保存及び管理
① 株主総会議事録、取締役会議事録、稟議書、各種契約書、及びその他職務の執行に
　　 係る重要な文書は、「文書管理規程」及び「情報セキュリティ管理規程」等に基づ
     き適切に保存及び管理を行う。 
② 「情報セキュリティ基本方針」を制定し、機密情報及び個人情報などの情報資産を
     適切に保護するとともに保存及び管理を図る。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制（会社法施行規則第100条第1項第2号）
（1）リスクの評価と対応
① 当社グループは、事業等のリスクに関し、組織的に対処しており、リスクマネジメ
　　 ント担当役員を委員長とする「リスクマネジメント委員会」及び管理部署を設置
     し、グループを取り巻く各種リスクの抽出・識別・評価・分析による対応を行う。
② リスクが顕在化する場合は、「リスクマネジメント委員会」のもとで問題の拡大を
　　 防止し、これを最小限に止めるための具体策を迅速に決定・実行し早期解決を図
     る。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
　　　（会社法施行規則第100条第1項第3号）
（1）取締役会の機動的運営

「取締役会規程」に基づき、経営の重要事項の意思決定は、全て取締役会において行なわれ
る。月１回の定例取締役会のほか、必要に応じ機動的に臨時取締役会を開催する。

（2）経営方針、経営戦略及び経営計画の策定
経営方針、経営戦略及び経営計画を定め、会社として達成すべき目標を明確化し、各部門ごと
にその目標達成に向け具体案を立案、実行する。

（3）職務権限・責任の明確化
取締役の職務の執行が適正かつ効率的に行われるために、「職務権限・責任規程」及び「稟
議規程」などの社内規程を整備し、取締役及び社員等の職務権限・責任の明確化を図る。

５．当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保
　　　するための体制（会社法施行規則第100条第1項第5号）
（1）ゼクスグループ運営体制 
① グループ全体を適用範囲としたコンプライアンス・ポリシー（「行動規範」・「コ
　　 ンプライアンス規程」・「社内通報規程」等）を整備し、グループの取締役及び社
     員等への周知徹底を図る。
② グループ経営指導体制を実現するために、「関係会社管理規程」を整備するととも
　　 に、親会社に「グループ経営を管理する部署」を設ける。また、各グループ会社の
     役員と情報の共有化を図るため、定期的に「グループ会社社長会」を開催する。
（2）内部監査

代表取締役直轄の内部監査部門は、「年度監査計画書」に基づきグループ子会社のコンプラ
イアンスの遵守、リスク管理、及び内部統制の整備・運用等の状況について定期的に監査し、
「内部監査報告書」を代表取締役に提出する。また、内部監査の実施で判明した指摘事項の改
善履行状況については、フォローアップ監査を実施する。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
　　　する事項及び使用人の取締役からの独立性に関する事項 
　　　（会社法施行規則第100条第3項第1号、2号）

監査役室を設置し、監査役の要請に基づき補助する社員を配置する。監査役を補助する社員の
人事(異動、評価、賞罰等)を行う場合には、その独立性を確保する為、監査役の同意を必要とす
る。

７．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する
　　　体制（会社法施行規則第100条第3項第3号）

EDINET提出書類

株式会社ゼクス(E04010)

有価証券報告書

 45/142



（1）監査役への報告 
取締役及び社員等は、当社及び当社グループに重大な影響を与える事項が発生又は発生する
恐れがあるときは、その事実を直ちに監査役に報告する。

（2）監査役の重要会議への出席
監査役は、取締役会、その他の重要な会議に出席し、取締役から職務執行の状況の報告を受
け、関係資料を閲覧することができる。また、監査役は、必要に応じ取締役及び社員等に報告を
求めることができる。

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
　　　（会社法施行規則第100条第3項第4号）
（1）グループ監査役、内部監査部門及び監査法人との連携

監査役は、グループ各社の監査役、内部監査部門及び監査法人との連携を密にして、適切な意
思の疎通、効果的な監査業務の遂行及び情報交換が出来る体制を確保するため「グループ監
査会」を定期的に開催する。

（2）監査役と代表取締役との情報共有
代表取締役は、監査役(会)との定期的な意見交換会を開催する。

（3）外部専門家の起用
監査役は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士などの外部専門家を独自に起用
することができる。

９．財務報告及び資産保全の適正を確保するための体制整備
　　　（金融商品取引法第24条の４の４への対応）
（1）財務報告の適正性確保
① 会計基準及び関連諸法令を遵守し、財務報告に係る社内規程の整備を図り、財務報
　　 告の適正性を確保するための作成・開示体制の充実を図る。その体制の整備及び運
     用状況については、定期的に評価し改善を行う。
② 代表取締役社長直轄の「内部統制委員会」を設置し、その事務局を通じて、リスク
     を適切に把握し財務報告の適正性を確保するための体制の整備及び運用を図る。
（2）資産の適正な保全

取締役は、資産の取得、使用及び処分に係る不正又は誤謬を防止するため、資産が正当な手続
及び承認の下に取得、使用及び処分される体制を整備し適正な資産の保全を図る。

　ハ　内部監査及び監査役監査の状況
当社は、内部監査組織として、社長直轄の監査部があります。監査部は内部監査室と内部統制室か
ら構成されています。 
内部監査室は、重要な決裁書類の内容についての監査、また、原則的に年１回以上全部門の業務監査
を実施し、業務の手続きや活動が有効で効率的かどうかにつき業務の改善事項の指摘及び指導を
行っています。なお、監査結果については定期的に関連部署に報告を行っております。必要に応じて
子会社の監査を実施することで、グループ全体としての有効な監査を実施しております。また、監査
計画及び監査結果については、監査役会とも協議、連携することにより効率的な監査と監査の質的向
上を図っております。 
内部統制室は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用について独立的な視点で評価を行っており、
監査法人との連携により財務報告に係る内部統制の一層の質的向上を目指しております。 
　一方、各監査役は、内部監査室との連携のほか、会計監査人とも定期的に意見交換を行い、業務監査
および会計監査の精度向上を図っております。また、監査方針、職務の分担等に従い、取締役会等の重
要な会議に出席、重要な決裁書類の閲覧、子会社等の調査等を行い取締役の職務執行の監査を実施
し、必要に応じて監査役会の審議を経て取締役（会）に助言、提言、勧告を行っております。

　ニ　会計監査の状況
当社は、監査法人ウィングパートナーズとの間で会社法及び金融商品取引法に基づく監査契約を
締結し会計監査を受けております。
なお、同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別な利害
関係はありません。
当期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については以下の
とおりであります。
業務を執行した公認会計士の氏名

　　　　　監査法人ウィングパートナーズ
　　　　　　指定社員　業務執行社員　　赤坂満秋　市島幸三　平賀康麿

会計監査業務に係る補助者の構成
　　　　　　公認会計士　　14名　、　その他　　５名

なお、平成20年９月２日をもってあずさ監査法人が当社の会計監査人を辞任したため、同日開催の
監査役会において、監査法人ウィングパートナーズを会社法第346条第４項及び第６項の定めによ
り、一時会計監査人として選任いたしました。
　また、平成21年６月22日開催の当社臨時株主総会において監査法人ウィングパートナーズが会計監
査人に選任され、就任いたしましたが、平成21年７月８日付で監査法人ウィングパートナーズが金融
庁より１ヶ月間の業務停止処分を受けたことから、平成21年７月14日をもって当社の会計監査人を
辞任しております。
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　しかしながら、会計監査の継続性を確保するため、当社の業務内容に精通している監査法人ウィン
グパートナーズを平成21年８月17日開催の監査役会において一時会計監査人として選任することと
いたしました。
　なお、監査法人ウィングパートナーズは、平成21年８月28日開催の第13回定時株主総会終結の時を
もって任期満了により退任したため、同株主総会にて「会計監査人選任の件」に関する議案を上程
し、明誠監査法人を当社の会計監査人として選任しております。

②　リスク管理体制の整備状況
当社では、平成17年５月に社長直属の組織として「リスクマネジメント委員会」を設置し、当社を取
り巻く様々なリスクに対応するとともに安定的な収益確保と健全な経営基盤の確立に努めておりま
す。
また、顧問弁護士には、法律上の判断を必要とする場合に適時アドバイスを受けております。

③　役員報酬の内容
当期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。

　　　　取締役に支払った報酬　 65百万円（うち社外取締役に対する報酬　2百万円）
　　　　監査役に支払った報酬　 24百万円（すべて社外監査役への報酬であります。）

④　会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係
の概要

当社は社外取締役１名、社外監査役３名を招聘しておりますが、人的関係、資本的関係または取
引関係その他利害関係に該当する事項はありません。

　　⑤　取締役会にて決議できる株主総会決議事項
　　　イ　自己の株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会決議をもって、自己の株式を取得することが
できる旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可
能とするため、市場取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。

ロ　取締役および監査役の責任免除
当社は、取締役、監査役が期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の規定に
より、取締役会の決議によって、取締役（取締役であった者を含む）および監査役（監査役であった
者を含む）の会社法第423条第１項の賠償責任につき、善意でかつ重大な過失がない場合は、法令の
限度において免除することができる旨を定款に定めております。

ハ　中間配当の基準日
当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、取締役会の決議によって、毎年11月30日を
基準日として中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

　　⑥　責任限定契約の内容の概容
当社と社外取締役、社外監査役及び会計監査人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を同法第425条第１項が定める限度額を上限とする責任限定契約を締結
しております。なお、当該責任限定契約が認められるのは、当該社外取締役、社外監査役及び会計監査
人が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

　
　　⑦　取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

　　⑧　取締役の選任決議の決議要件
当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上
を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもっておこなう旨、また取締役の選任については、累
積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

　　⑨　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権
の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもっておこなう旨定款に定め
ております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な
運営をおこなうことを目的とするものであります。

　　　　 尚、前々年の株主総会終結のときをもって、取締役の解任につき、特別決議から普通決議に変更しており
ます。

    経営組織及びコーポレートガバナンス体制の概要（平成21年５月31日）
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 ― ─ 40 ─

連結子会社 ─ ─ ─ ─

計 ─ ─ 40 ─

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。
　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。
　

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬は、会社の規模・業務の特性等の要素を勘案して見積も

られた監査予定日数から算出された金額について、当社監査役会の同意を得たうえで決定しておりま

す。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。) に基づいて作成しております。

　　なお、前連結会計年度（平成19年６月１日から平成20年５月31日まで）は改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度（平成20年６月１日から平成21年５月31日まで）は改正後の連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。
　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　　なお、前事業年度（平成19年６月１日から平成20年５月31日まで）は改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度（平成20年６月１日から平成21年５月31日まで）は改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成19年６月１日から平成

20年５月31日まで)及び前事業年度(平成19年６月１日から平成20年５月31日まで)の連結財務諸表及び財

務諸表についてはあずさ監査法人により監査を受け、当連結会計年度(平成20年６月１日から平成21年５月

31日まで)及び当事業年度(平成20年６月１日から平成21年５月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表に

ついて、監査法人ウィングパートナーズにより監査を受けております。

なお、当社の監査人は次のとおり異動しております。

前連結会計年度及び前事業年度　　あずさ監査法人

当連結会計年度及び当事業年度　　監査法人ウィングパートナーズ
　
臨時報告書に記載した事項は次のとおりであります。

平成20年９月３日提出

(1)　異動に係る監査公認会計士等の氏名・名称

①　選任する会計監査人の名称

監査法人ウィングパートナーズ

②　退任する会計監査人の名称

あずさ監査法人

(2)　異動の年月日

平成20年９月２日

(3)　監査公認会計士等であった者が監査公認会計士等でなくなった場合（概要）

①　異動監査公認会計士等が直近において監査公認会計士等となった年月日　平成18年８月25日

②　異動監査公認会計士等が作成した監査報告書又は内部統制監査報告書等における内容等

該当事項はありません。

③　異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

監査報酬およびその前提となる当社の求める機動的な対応のための監査時間の確保について合意

に至らなかったため。

④　上記③の理由及び経緯に対する監査報告書又は内部統制監査報告書等の記載事項に係る異動

　　　監査公認会計士等の意見

特段の意見はないとの回答を得ております。

⑤　異動公認会計士等が上記④の意見を表明しない場合における理由等

該当事項はありません。
　

平成21年７月15日提出

(1)　異動に係る監査公認会計士等の氏名・名称

監査法人ウィングパートナーズ

(2)　異動の年月日

平成21年７月14日
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(3)　監査公認会計士等であった者が監査公認会計士等でなくなった場合（概要）

①　異動監査公認会計士等が直近において監査公認会計士等となった年月日　平成21年６月22日

なお、当社は、監査法人ウィングパートナーズを平成20年９月２日付にて一時会計監査人として選

任し、平成21年６月22日開催の臨時株主総会にて、会計監査人として選任しております。

②　異動監査公認会計士等が作成した監査報告書又は内部統制監査報告書等における内容等

該当事項はありません。

③　異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

監査法人ウィングパートナーズが、平成21年７月８日付にて金融庁より１ヶ月間の業務停止処分

（平成21年７月15日から平成21年８月14日まで）を受けたことに伴い、辞任の申し出があったため。

④　上記③の理由及び経緯に対する監査報告書又は内部統制監査報告書等の記載事項に係る異動

　　　監査公認会計士等の意見

特段の意見はないとの回答を得ております。

⑤　異動公認会計士等が上記④の意見を表明しない場合における理由等

該当事項はありません。
　

平成21年８月17日提出

(1)　一時会計監査人の名称、所在地

監査法人ウィングパートナーズ

東京都渋谷区東三丁目13番11号

(2)　異動の年月日

平成21年８月17日

(3)　一時会計監査人の選定理由

当社の会計監査人である監査法人ウィングパートナーズは、平成21年７月８日付にて金融庁より

１ヶ月間の業務停止処分（平成21年７月15日から平成21年８月14日まで）を受けたことに伴い、平

成21年７月14日付にて当社の会計監査人を辞任しております。 

　しかしながら、①平成21年７月14日付で同監査法人より単体及び連結の「独立監査人による監査報

告書」を受領しており（連結）計算書類等の会社法監査を終了していること、②平成21年8月14日付

で同監査法人は１ヶ月の業務停止期間（平成21年7月15日から平成21年8月14日）が解除され監査業

務が可能となること、及び③平成21年８月28日付で提出予定の「有価証券報告書」及び財務報告に

係わる「内部統制監査報告書」等の金融商品取引法に基づく（連結）財務諸表監査等は未了なが

ら、会社法の計算書類監査との関連を考慮すると実質的には監査を終了しており、平成21年５月期の

金融商品取引法に基づく監査については、当社の業務並びに取引内容に精通している同監査法人を

一時会計監査人として選任することで、監査の継続性を維持することが出来ると判断したことから、

監査法人ウィングパートナーズを当社の一時会計監査人として選任することと致しました。 

　なお、監査法人ウィングパートナーズからは当社の一時会計監査人への就任を承諾する旨の通知を

受けております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年５月31日)

当連結会計年度
(平成21年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 5,999 440

受取手形及び売掛金 ※1
 1,216 131

販売用不動産 ※1
 7,146

※1
 7,438

仕掛販売用不動産 ※1
 5,458

※1
 2,360

仕掛品 ※1, ※3
 4,412

※1, ※3
 2,331

その他のたな卸資産 30 5

未収還付法人税等 1,296 －

その他 7,542 ※1
 4,334

貸倒引当金 △748 △1,493

流動資産合計 32,353 15,549

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 33,448 19,395

減価償却累計額 ※4
 △5,976

※4
 △5,605

建物及び構築物（純額） ※1
 27,471

※1
 13,790

機械装置及び運搬具 108 48

減価償却累計額 ※4
 △61

※4
 △25

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 46

※1
 22

工具、器具及び備品 786 294

減価償却累計額 ※4
 △511

※4
 △259

工具、器具及び備品（純額） 275 35

土地 ※1
 13,461

※1
 9,823

建設仮勘定 ※1
 374

※1
 248

有形固定資産合計 41,628 23,920

無形固定資産

借地権 450 450

ソフトウエア 128 71

電話加入権 1 －

のれん 361 －

その他 0 2

無形固定資産合計 941 523

投資その他の資産

投資有価証券 ※1, ※5, ※8
 9,992

※1, ※5
 6,232

長期貸付金 1,112 ※1, ※5
 848

差入保証金 ※1
 7,317

※1
 5,035

繰延税金資産 177 116

その他 ※1
 3,059

※1
 298

貸倒引当金 △53 △19
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年５月31日)

当連結会計年度
(平成21年５月31日)

投資損失引当金 △281 △82

投資その他の資産合計 21,324 12,429

固定資産合計 63,895 36,873

繰延資産

開業費 506 28

繰延資産合計 506 28

資産合計 96,755 52,450

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,198 ※1
 1,251

営業外支払手形 2,005 －

短期借入金 ※1, ※8
 27,228

※1
 25,766

1年内償還予定の社債 1,160 －

未払法人税等 688 184

不動産事業前受金 2,847 336

預り金 414 －

賞与引当金 25 －

その他 3,021 ※1
 4,683

流動負債合計 38,589 32,223

固定負債

社債 330 150

新株予約権付社債 2,075 －

長期借入金 ※1
 19,869

※1
 2,788

長期前受収益 ※6
 26,864

※6
 13,773

長期預り保証金 ※1
 161

※1
 2,073

繰延税金負債 319 12

負ののれん 184 －

その他 525 149

固定負債合計 50,330 18,946

負債合計 88,920 51,170
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年５月31日)

当連結会計年度
(平成21年５月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,732 7,184

資本剰余金 5,497 6,948

利益剰余金 △2,948 △12,296

自己株式 △576 △576

株主資本合計 7,705 1,260

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 106 11

為替換算調整勘定 3 －

評価・換算差額等合計 110 11

少数株主持分 19 8

純資産合計 7,834 1,280

負債純資産合計 96,755 52,450
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年６月１日
　至 平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

売上高 84,264 12,575

売上原価 68,577 12,959

売上総利益又は売上総損失（△） 15,687 △384

販売費及び一般管理費 ※1
 11,162

※1
 2,811

営業利益又は営業損失（△） 4,524 △3,195

営業外収益

受取利息 95 111

受取配当金 59 92

投資有価証券売却益 26 127

負ののれん償却額 3 131

持分法による投資利益 43 －

雑収入 334 －

その他 － 218

営業外収益合計 562 682

営業外費用

支払利息 2,090 1,514

支払融資手数料 644 262

開業費償却 338 61

持分法による投資損失 － 1,379

社債発行費 6 －

投資有価証券売却損 8 36

その他 396 284

営業外費用合計 3,485 3,538

経常利益又は経常損失（△） 1,600 △6,051

特別利益

固定資産売却益 ※2
 3,370

※2
 1

投資有価証券売却益 351 －

関係会社株式売却益 2,668 3,961

負ののれん一括償却額 － 670

リース資産減損戻入益 － 155

長期前受収益取崩益 － 1,351

債務買取益 － 744

その他 65 109

特別利益合計 6,456 6,995
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年６月１日
　至 平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

特別損失

たな卸資産評価損 0 15

たな卸資産処分損 82 253

固定資産売却損 － ※3
 2,587

固定資産除却損 ※4
 115

※4
 207

減損損失 ※5
 4,677 －

ビル建替費用 176 －

子会社再編費用 289 13

投資有価証券売却損 － 439

投資有価証券評価損 444 1,171

有価証券売却取消損 － 1,521

関係会社株式売却損 3,446 1,991

開業費償却 － 406

貸倒引当金繰入額 740 735

その他 1,784 915

特別損失合計 11,757 10,260

税金等調整前当期純損失（△） △3,700 △9,316

法人税、住民税及び事業税 1,388 △179

法人税等調整額 964 114

法人税等合計 2,353 △65

少数株主利益又は少数株主損失（△） 466 △38

当期純損失（△） △6,520 △9,211
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年６月１日
　至 平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,228 5,732

当期変動額

新株の発行 504 1,451

当期変動額合計 504 1,451

当期末残高 5,732 7,184

資本剰余金

前期末残高 4,993 5,497

当期変動額

新株の発行 504 1,450

当期変動額合計 504 1,450

当期末残高 5,497 6,948

利益剰余金

前期末残高 3,795 △2,948

当期変動額

剰余金の配当 △193 －

連結範囲の変動 △31 △135

当期純損失（△） △6,520 △9,211

当期変動額合計 △6,744 △9,347

当期末残高 △2,948 △12,296

自己株式

前期末残高 △89 △576

当期変動額

自己株式の取得 △486 －

当期変動額合計 △486 －

当期末残高 △576 △576

株主資本合計

前期末残高 13,928 7,705

当期変動額

新株の発行 1,008 2,902

剰余金の配当 △193 －

連結範囲の変動 △31 △135

当期純損失（△） △6,520 △9,211

自己株式の取得 △486 －

当期変動額合計 △6,222 △6,445

当期末残高 7,705 1,260
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年６月１日
　至 平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 409 106

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△302 △95

当期変動額合計 △302 △95

当期末残高 106 11

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △8 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

8 －

当期変動額合計 8 －

当期末残高 － －

為替換算調整勘定

前期末残高 － 3

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

3 △3

当期変動額合計 3 △3

当期末残高 3 －

評価・換算差額等合計

前期末残高 400 110

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△290 △98

当期変動額合計 △290 △98

当期末残高 110 11

新株予約権

前期末残高 13 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △13 －

当期変動額合計 △13 －

当期末残高 － －

少数株主持分

前期末残高 4,511 19

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,492 △10

当期変動額合計 △4,492 △10

当期末残高 19 8
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年６月１日
　至 平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

純資産合計

前期末残高 18,853 7,834

当期変動額

新株の発行 1,008 2,902

剰余金の配当 △193 －

連結範囲の変動 △31 △135

当期純損失（△） △6,520 △9,211

自己株式の取得 △486 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,795 △108

当期変動額合計 △11,018 △6,554

当期末残高 7,834 1,280
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年６月１日
　至 平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △3,700 △9,316

減価償却費 2,393 1,228

減損損失 4,677 －

持分法による投資損益（△は益） △43 1,379

のれん償却額 127 82

貸倒引当金の増減額（△は減少） 858 699

支払利息 2,090 1,514

受取利息及び受取配当金 △154 △204

固定資産売却損益（△は益） △3,370 2,586

投資有価証券評価損益（△は益） 444 1,171

投資有価証券売却損益（△は益） △369 348

関係会社株式売却益 △2,668 △3,961

関係会社株式売却損 3,446 1,991

固定資産除却損 115 207

債権譲渡損 － 204

有価証券売却取消損 － 1,521

リース資産減損戻入益 － △155

負ののれん一括償却額 － △670

長期前受収益取崩益 － △1,351

債務買取益 － △744

建替費用引当金の増減額（△は減少） △136 －

売上債権の増減額（△は増加） 2,591 △2,504

たな卸資産の増減額（△は増加） △7,498 1,603

繰延資産の増減額（△は増加） 580 441

仕入債務の増減額（△は減少） 3,902 563

長期前払費用の増減額（△は増加） △302 136

長期前受収益の増減額（△は減少） 4,580 1,486

預り保証金の増減額（△は減少） △565 50

匿名組合出資増減額（△は増加） △1,419 540

前払費用の増減額（△は増加） 169 544

預り金の増減額（△は減少） △409 △251

立替金の増減額（△は増加） 144 △25

その他 △2,045 △730

小計 3,439 △1,612

利息及び配当金の受取額 145 204

利息の支払額 △1,974 △726

法人税等の支払額 △4,311 △229

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,701 △2,364
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年６月１日
　至 平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） △36 △5

有形固定資産の取得による支出 △6,018 △613

有形固定資産の売却による収入 8,395 11,058

投資有価証券の取得による支出 △220 △1,901

投資有価証券の売却による収入 1,131 626

貸付金の回収による収入 608 292

貸付けによる支出 △3,507 △191

営業譲受による支出 △421 －

関係会社株式及びその他関係会社有価証券の売
却等による収支

3,882 676

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収支

2,919 379

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

2,085 －

連結子会社除外による支出 △664 －

関係会社株式の取得による支出 △4,972 △192

差入保証金の増加額 △3,081 △662

その他 △27 △2

投資活動によるキャッシュ・フロー 75 9,463

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） 12,119 △2,435

長期借入れによる収入 31,112 900

長期借入金の返済による支出 △40,821 △9,800

社債の発行による収入 1,000 －

社債の償還による支出 △2,524 △3,335

株式の発行による収入 6 2,395

新株予約権出資金相当額の預り金返済による支
出

△1,000 －

新株予約権の発行による収入 － 3

自己株式の取得による支出 △487 －

配当金の支払額 △193 0

少数株主への配当金の支払額 △51 －

その他 △7 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △847 △12,272

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2 △2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,476 △5,175

現金及び現金同等物の期首残高 9,650 5,950

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

△223 △334

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 5,950

※1
 440
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【継続企業の前提に関する注記】

前連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　　当社の属する不動産業界においては、J-REIT市場の低

迷、金融機関の不動産案件融資の厳格化、建築費の高

騰、改正建築基準法の影響による着工数の減少等、事

業環境は極めて厳しい状況が続いております。

　このような事業環境のもと当社グループは、環境の

変化に対応し、ゴルフ場事業ならびにホテル事業から

の撤退や子会社であった㈱中央コーポレーションの

非連結化等の財務リストラも並行して行ってまいり

ました。しかしながら、第４四半期に予定していた大

型物件の売却が不動産市況の悪化に伴い当初予定ど

おりに進捗しなかったこと等から、営業利益・経常利

益は大幅な減益となりました。さらに、静岡県にて当

社子会社が運営する温浴レクリエーション施設「す

んぷ夢ひろば」について減損処理を行ったこと等に

より、多額の当期純損失を計上することとなり、営業

キャッシュ・フローは３期連続の赤字となりました。

さらに、決算日以降のさらなる不動産市況の悪化に伴

い物件等の売却が当初予定どおりに進捗せず、不動産

コンサルティング事業の売上計画を大幅に下回る状

況となっています。そのため、一部の金融機関からの

借入返済について、金融機関との合意により期日を延

期しております。

　当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑

義が存在しておりますが、下記施策の確実な実行によ

り、早期に資金繰りの安定化が実現できると考えてお

ります。

  当該状況を解消すべく、当社グループは財務体質強

化の具体的な施策として、自助努力による利益の積み

増しに加え、シニアハウジング＆サービス事業の事業

再編に伴う資本提携に関する覚書を平成20年８月25

日に締結しました。また、資本増強を特定の投資家と

交渉しており、取引金融機関からの継続的な協力が得

られると考えております。

　また、当社グループは、経営基盤の再構築を図るとと

もに、既存の不動産事業の業務改善に加え、施設運営

事業の建て直しを行うことにより、成長力と収益力の

回復を図るため、平成21年５月期を初年度とする３ヵ

年を対象とした中期経営計画（ゼクスリバイバルプ

ラン2011）を策定いたしました。

　当該中期経営計画の内容は、事業基盤の再構築のた

めに、不動産コンサルティング事業では、リスクの精

査（案件の厳選）と収益の最大化（不動産バリュー

アップ）に重点をおいた新体制とし、人材と組織力を

活かした展開を行ってまいります。また、当該事業は

ファイナンス上の観点から効率性をより重視する体

制へと変革いたします。

　当社グループは「選択と集中」によるグループ会社の

再編並びに販売費及び一般管理費の削減を中心としたコ

スト削減等財務リストラを行うとともに、不安定な不動

産事業に依存しない経営体質への改善を目指し、前連結

会計年度より不採算事業の整理や人員リストラによる

キャッシュ・フロー改善等に積極的に取り組んだ結果、

当連結会計年度において不採算事業の整理をほぼ一巡す

ることが出来ました。また、当面の経済・金融環境を踏ま

え、当社グループが直面する経営課題と現状及び中長期

に亘る収益基盤の再構築及びその拡大を図るためには、

自己資本の増強・財務基盤の再構築が急務であり、ス

テークホルダーの皆様からの信用の回復並びに資金繰り

の安定化を図ることが必須であると考え、平成21年３月

13日並びに平成21年５月29日の２度に亘り第三者割当増

資を実施いたしました。この結果、第３四半期連結会計期

間において一時的に債務超過となっておりましたが、当

該状態は当連結会計年度末において解消しております。 

　しかしながら、前連結会計年度から引き続き、外部環境

の悪化に伴い不動産案件に対する金融機関の融資姿勢が

益々厳しくなっていく中で、当社の不動産コンサルティ

ング事業においては、物件の売却等が当初予定どおりに

進捗していないこと、また、シニアハウジング＆サービス

事業において信用収縮が進んだことにより当初計画どお

りの入居率を達成することが出来なかったこと、さらに、

当社の持分法適用関連会社であった株式会社中央コーポ

レーションの破綻により、多額の関係会社株式売却損及

び投資有価証券評価損を計上したこと等により、当連結

会計年度において9,211百万円の当期純損失を計上する

こととなりました。また、当連結会計年度も引き続き営業

キャッシュ・フローが赤字となり、継続企業の前提に重

要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在してお

ります。 

　当社グループは、不動産を取り巻く事業環境が依然とし

て厳しい状況にあることを鑑み、早期に不動産事業に依

存しない経営体質への転換を図ることを目指しておりま

す。中でも、今後益々高齢社会が進展するのに伴い、シニ

ア向けサービス市場の拡大が予想され、さらなる成長の

余地があると考えられるシニアハウジング＆サービス事

業をグループ事業の中核事業と位置付け、既存施設の積

極的な入居募集と運営効率の改善を目指してまいりま

す。

　また、金融機関の不動産案件に対する融資姿勢の厳格化

及び不動産市況の急速な縮小等、当社を取り巻く事業環

境の急激な変化を受け、当社グループが保有する営業用

不動産（平成21年５月末現在　12,130百万円）の早期売

却を実現し、有利子負債の圧縮を通じた財務体質の改善

を進めてまいります。　
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前連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　　シニアハウジング＆サービス事業では、積極的な事業

展開が収益の悪化を招いたため、ビジネスモデルを再

構築するとともに、運営効率の改善に重点を置いた新

体制といたします。また、ファイナンス・収益上の観

点より新規出店は厳選する方針とし、既存施設の入居

率改善を優先することで、早期に営業赤字を解消し、

安定的な収益を生み出す事業へと変革いたします。

　リゾート＆スポーツ、その他事業では、当社独自での

展開を図っておりましたが、今後は第三者との提携等

を含め、より付加価値の高いサービス提供ができる体

制を模索してまいります。

　また、キャッシュ・フローの安定的創出のために、平

成21年５月期より、㈱中央コーポレーションの非連結

化等による不動産コンサルティング事業に係るたな

卸資産の大幅削減とともに、シニアハウジング＆サー

ビス事業で安定的な収益を生み出し、営業キャッシュ

・フローの黒字化とさらなる拡大を図ります。また、

営業経費の削減により外部環境の変化への対応力を

備えた収益構造へと脱皮するとともに、営業経費の効

率化の観点から、費用対効果の向上と人件費等固定費

の縮小をすることにより、当該中期経営計画初年度の

販売費・一般管理費を対前連結会計年度比20％削減

いたします。

　さらに、保有不動産の売却や事業の見直し等の資産

圧縮を積極的に進めることで、有利子負債の削減を

行ってまいります。当該計画を確実に実行してゆくこ

とにより、取引金融機関からの継続的な協力が得られ

ると考えております。

　当社グループの事業継続は、上記の経営基盤の再構

築、資本増強の実現、ならびに取引金融機関の継続的

な協力に依存しておりますが、連結財務諸表は継続企

業を前提に作成されており、このような重要な疑義の

影響を連結財務諸表には反映しておりません。　　

　なお、今後は、不動産コンサルティング事業はシニアハ

ウジング＆サービス事業に対する、開発、企画及びコスト

管理のノウハウの提供等、補完的な役割を担うものと考

えておりますので、不動産コンサルティング事業の一環

としての営業用資産の取得及び不動産流動化スキームへ

の投融資等については、積極的な展開を行わず、当面の

間、物件の新規取得並びに新規投融資を行わない方針で

あります。

　さらに、当社は取引金融機関との緊密な関係を維持して

おり、当面の厳しい環境を乗り越えるべく継続的なご支

援を頂くことを前提とした資金計画の見直しを行ってお

ります。 

　前連結会計年度末において48,588百万円であった有利

子負債を、不採算事業の売却等により28,705百万円まで

削減するなど、予定を上回るスピードで有利子負債の圧

縮を進めてまいりましたが、より筋肉質な財務体質に転

換すべく、今後も保有不動産の売却等、積極的な資産リス

トラを進めてまいります。 

　また、これまでに当社は、平成21年１月29日付にて、新株

式ならびに新株予約権の発行登録を行うことを決議し、

平成21年２月26日開催の取締役会決議に基づき平成21年

３月13日付にて第三者割当による新株式及び第七回新株

予約権を発行いたしました。また、当社は、平成21年４月

21日開催の臨時株主総会において定款の一部変更に関す

る決議を行い、従来748,000株であった発行可能株式総数

を2,976,000株へ拡大するとともに、平成21年６月22日開

催の臨時株主総会において、再度定款の一部変更に関す

る決議を行い、発行可能株式総数を11,876,000株へ拡大

いたしました。さらに、平成21年５月29日付にて、平成21

年５月14日開催の取締役会決議に基づき、第三者割当

（デット・エクイティ・スワップ）による新株式を発行

するなど有利子負債の削減、自己資本の増強に努めてま

いりました。 足元の資本市場環境が非常に不安定で、か

つ特に不動産セクターに属する中堅企業に対する適時適

切な調達が必ずしも可能とはいえない状況が継続すると

予想される中で、資本増強策の立案及び実行は必要不可

欠であり、かつ中期的な財務基盤の建て直しに寄与する

ものと考えております。 

　さらに、前連結会計年度より役員報酬の減額、本社移転

による地代家賃の削減、管理部門の集約化による固定費

の削減などに取組んでおりますが、今後も継続してきめ

細かな管理を徹底し、販売費及び一般管理費の削減を断

行してまいります。 

　こうした取り組みを進め、当該計画を確実に実行してゆ

くことにより、継続企業の前提に関する重要な疑義を生

じさせるような事象又は状況は解消できるものと判断し

ております。 

　しかしながら、一部の借入金に係る期日延長手続きの全

てを完了することは困難であるため、現時点では継続企

業の前提に重要な不確実性が認められます。 

　当社グループの事業継続は、上記の経営基盤の再構築、

さらなる資本増強の実現、ならびに取引金融機関の継続

的な協力に依存しておりますが、当連結財務諸表は継続

企業を前提に作成されており、重要な不確実性の影響を

当連結財務諸表には反映しておりません。
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　　　　　17社

連結子会社の名称

㈱ゼクスコミュニティ

㈱チャーミング・エイジ研究所

㈱ゼクスアクティブ・エイジ

㈱ジーメド

㈱チャーミング・リゾート沖縄

㈱チャーミング・リゾートすんぷ

㈱ゼクス・プリンシパル・インベ

ストメント

㈱ゼクススポーツ

他９社

(1) 連結子会社の数　　　　 　13社

連結子会社の名称

㈱チャーミング・エイジ研究所

㈱ゼクスアクティブ・エイジ

㈱ゼクス・プリンシパル・インベ

ストメント

㈱チャーミング・スクウェア舞子

他９社

　 なお、中央スピニング㈱、合同会社

ベームステル、㈱ビクトリアフォール

ズ、合同会社ブトリント、YURI LAND

ASSET1合同会社、由利土地開発合同会

社、合同会社ブロッサム、合同会社

ゼット・エー・エー、TOAS Property

Investment One GmbH＆Co.KGは、新た

に設立したことにより、㈱ゼクスアク

ティブ・シニア、㈱ゼクスコミュニ

ティ・レジデンスは、株式の取得によ

り、当連結会計年度より連結の範囲に

含めております。

　また、㈱ゼクスペットコミュニティ、

㈱チャーミング・リゾート那須、㈱

チャーミング・リゾート藤岡、㈱

チャーミング・リゾート関越、㈱

チャーミング・リゾートワイルド

ダック、㈱チャーミング・リゾート都

ゴルフ倶楽部、㈱ゼクスラーニングコ

ミュニティは株式の売却により、㈱

チャーミング・リゾートすんぷは㈱

チャーミング・リゾーツへの吸収合

併により、㈱チャーミング・リゾート

ファイナンスは㈱ゼクス・プリンシ

パル・インベストメントへの吸収合

併により、㈲ゼット投信、合同会社

ベームステル、㈱ビクトリアフォール

ズ、合同会社ブトリント、合同会社ブ

ロッサムは重要性の観点から当連結

会計年度より連結の範囲から除外し

ております。

　また、㈱中央コーポレーションは出

資比率の減少により、当連結会計年度

中に連結の範囲から除外し、持分法適

用会社としております。

㈱ボンセジュール及び㈱ボンセ

ジュール・バリエは㈱ゼクスコミュ

ニティを分割会社とする会社分割に

より、㈱チャーミング・スクウェア芦

屋及び㈱チャーミング・スクウェア

舞子は㈱ゼクスアクティブ・エイジ

を分割会社とする会社分割により、そ

れぞれ新たに設立されたことに伴い、

当連結会計年度より連結の範囲に含

めております。

　また、那覇バスターミナル㈱、㈱ゼク

スコミュニティ、㈱ボンセジュール、

㈱ボンセジュール・バリエ、㈱ゼクス

コミュニティ・レジデンス、TOAS

Property investment One Gmbh＆Co.

KG及び㈱チャーミング・スクウェア

芦屋は株式又は出資持分を売却した

ことに伴い、当連結会計年度より連結

の範囲から除外しております。

　㈱ゼクシスは、株式の一部売却に伴

い当連結会計年度より連結の範囲か

ら除外し、持分法適用関連会社となっ

ておりましたが、当連結会計年度中に

全株式を売却したことにより持分法

適用関連会社から除外しております。

　なお、㈱ゼクシスは平成20年７月23

日付にて㈱ゼクススポーツより、アバ

ンザ・アセット合同会社及びアバン

ザ合同会社は、平成21年２月25日付に

てYURI LAND ASSET１合同会社及び由

利土地開発合同会社より、㈱ゼクスコ

ミュニティは、平成21年７月１日付に

て㈱コミュニティに、また、㈱ゼクス

コミュニティ・レジデンスは、平成21

年８月１日付にて㈱ボンセジュール

・グランにそれぞれ商号を変更して

おります。
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　 なお、㈱中央コーポレーションの損

益計算書の11カ月を連結損益計算書

に取り込んでおります。

　また、これに伴い、同社の子会社であ

る㈱中央スピニングを当連結会計年

度中に連結の範囲から除外しており

ます。

　

また、㈱ゼクス・プリンシパル・イ

ンベストメントは平成19年８月17日

にゼクス不動産投資顧問㈱より、㈱す

んぷ夢ひろばは、平成19年９月18日に

㈲すんぷ夢ひろばより、㈱チャーミン

グ・リゾートすんぷは、平成20年５月

１日に㈱チャーミング・リゾーツよ

り、 それぞれ商号を変更しておりま

す。

　

(2) 非連結子会社名

中央ケアサービス㈱

㈲おおぞらリアルティ

㈲愛宕リアルティ

㈲東海リアルティ

他７社

(2) 非連結子会社名

㈲おおぞらリアルティ

㈲愛宕リアルティ

㈲東海リアルティ

㈲放出壱番館

 

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模会

社であり、合計の総資産、売上高、当期

純損益及び利益剰余金(持分に見合う

額)等は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため、連結

の範囲から除外しております。

連結の範囲から除いた理由

同左

２　持分法の適用に関する事項 (1) 持分法を適用した関連会社数

11社

　　関連会社の名称

　　㈱中央コーポレーション

㈲ゼット・スター

NSBサポート・ファンド㈲

㈱カヌチャ ベイ リゾート

合同会社エス・エス日進開発

特定目的会社レオ・アセット２

㈱アソシア

㈱キャピテクス

　他３社

(1) 持分法を適用した関連会社数

 11社

　　関連会社の名称

㈱チャーミング・スクウェア芦屋

㈱カヌチャ ベイ リゾート

㈱アソシア

他８社

　 なお、㈱中央コーポレーションは、

上記「１　連結の範囲に関する事項」

に記載のとおり、当連結会計年度中に

連結の範囲から除外し、持分法適用会

社としております。

㈱ゼクシスは、株式の一部売却に伴

い当連結会計年度より連結の範囲か

ら除外し、持分法適用関連会社となっ

ておりましたが、当連結会計年度中に

全株式を売却したことにより、㈱中央

コーポレーションは、株式の一部売却

に伴い出資比率が減少したことによ

り、それぞれ持分法の適用から除外し

ております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　 また、㈱カヌチャ ベイ リゾート及

び他２社は株式の取得により、合同会

社アール・ティー・ケー及び他３社

は新規設立により、それぞれ当連結会

計年度より持分法適用会社としてお

ります。 

　また、東西アセット・マネジメント

㈱及び他４社は出資の減少等により、

当連結会計年度より持分法の適用か

ら除外しております。

また、㈱チャーミング・スクウェア

芦屋は新たに株式を取得したことに

伴い、持分法適用会社としておりま

す。 

　なお、㈱ゼクシスは平成20年７月23

日付にて㈱ゼクススポーツより商号

を変更しております。 

　

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社名

中央ケアサービス㈱

　　㈲おおぞらリアルティ

　　㈲愛宕リアルティ

　　㈲東海リアルティ 

他16社

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社名

㈲おおぞらリアルティ

　　㈲愛宕リアルティ

　　㈲東海リアルティ

　　㈲放出壱番館

　　　　　　　　　　　　　　他1社

　

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、それぞれ当

期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等から

みて、持分法の対象から除いても連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がない

ため、持分法の適用から除外してお

ります。

持分法を適用しない理由

同左

 

　

(3) 持分法の適用の手続について特に

記載する必要があると認められる事

項

持分法適用会社のうち、NSBサポー

ト・ファンド合同会社の決算日は12

月31日、特定目的会社レオ・アセッ

ト２の決算日は１月31日、NSBサポー

ト・ファンド・スリー合同会社の決

算日は２月28日、㈱キャピテクスの

決算日は８月31日であります。連結

財務諸表の作成にあたり、連結決算

日現在で実施した仮決算に基づく財

務諸表を使用しております。 

　㈱アソシアの決算日は３月31日で

あります。連結財務諸表の作成にあ

たり、同日現在の財務諸表を使用し

ております。 

　NSBサポート・ファンド㈲及び㈲　

ゼット・スターの中間決算日は３月

31日であります。連結財務諸表の作

成にあたり、同日現在で実施した仮

決算に基づく財務諸表を使用してお

ります。

(3) 持分法の適用の手続について特に

記載する必要があると認められる事

項

持分法適用会社のうち、NSBサポー

ト・ファンド合同会社の決算日は12

月31日、特定目的会社レオ・アセッ

ト２の決算日は１月31日、NSBサポー

ト・ファンド・スリー合同会社の決

算日は２月28日、㈱キャピテクスの

決算日は８月31日であります。連結

財務諸表の作成にあたり、連結決算

日現在で実施した仮決算に基づく財

務諸表を使用しております。 

　㈱アソシアの決算日は３月31日で

あります。連結財務諸表の作成にあ

たり、同日現在の財務諸表を使用し

ております。 

　NSBサポート・ファンド㈲及び㈲

ゼット・スターの中間決算日は３月

31日であります。連結財務諸表の作

成にあたり、同日現在で実施した仮

決算に基づく財務諸表を使用してお

ります。
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　

㈱カヌチャ ベイ リゾートの決算

日は６月30日であります。連結財務

諸表の作成にあたり、平成20年６月

中間期現在の財務諸表を使用してお

ります。

㈱カヌチャ ベイ リゾートの決算

日は６月30日であります。連結財務

諸表の作成にあたり、平成21年６月

中間期現在の財務諸表を使用してお

ります。

　なお、その他持分法適用関連会社の

決算日は、連結決算日と一致してお

ります。

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうち、那覇バスター

ミナル㈱の決算日は３月31日であり

ます。連結財務諸表の作成にあたり、

同日現在の財務諸表を使用し、連結

決算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行っ

ております。

また、YURI LAND ASSET１合同会社

及び由利土地開発合同会社の決算日

はそれぞれ７月31日であります。連

結財務諸表の作成にあたり、連結決

算日現在で実施した仮決算に基づく

財務諸表を使用しております。

なお、その他の連結子会社の決算

日は、連結決算日と一致しておりま

す。

連結子会社のうち、アバンザ・ア

セット合同会社及びアバンザ合同会

社の決算日はそれぞれ７月31日であ

ります。連結財務諸表の作成にあた

り、連結決算日現在で実施した仮決

算に基づく財務諸表を使用しており

ます。 

　また、その他の連結子会社の決算日

は、連結決算日と一致しております。

　なお、アバンザ・アセット合同会社

及びアバンザ合同会社は、それぞれ

平成21年２月25日付にてYURI LAND

ASSET１合同会社及び由利土地開発

合同会社より商号を変更しておりま

す。

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法

①　有価証券

　子会社株式及び関連会社株式

　　　移動平均法による原価法

　その他有価証券

　　＜時価のあるもの＞

　　　連結会計年度末日の市場価格等に基

づく時価法

　　　（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法に

より算定しております。）

①　有価証券

　子会社株式及び関連会社株式

同左

　その他有価証券

　　＜時価のあるもの＞

同左

 

 

　 　　＜時価のないもの＞

移動平均法による原価法

ただし、匿名組合出資金は個別

法によっており、詳細は「(8)②

匿名組合出資金の会計処理」に

記載しております。

　　＜時価のないもの＞

同左

 

 

　 ②　デリバティブ

時価法

②　デリバティブ

同左

　

③　たな卸資産

　販売用不動産、仕掛販売用不動産、仕

掛品

　個別法による原価法

③　たな卸資産

販売用不動産、仕掛販売用不動産、仕

掛品

個別法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）

　
　その他のたな卸資産

　主として移動平均法による原価法

その他のたな卸資産

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　 　

（会計方針の変更）
　当連結会計年度より、「棚卸資産の
評価に関する会計基準」（企業会計
基準第９号　平成18年７月５日公表
分）を適用しております。 
　なお、この変更に伴う損益に与える
影響は軽微であります。

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法

①　有形固定資産
　　定率法(平成10年４月１日以降に取
得した建物(建物附属設備を除く)は
定額法)を採用しております。

　　なお、取得価額10万円以上20万円未
満の少額減価償却資産については、
３年間均等償却を採用しておりま
す。

　　主な耐用年数は以下のとおりであり
ます。
建物及び構築物 ２～60年

機械装置及び運搬具 ２～15年

工具器具備品 ３～20年

①　有形固定資産（リース資産を除
く）

　　定率法(平成10年４月１日以降に取
得した建物(建物附属設備を除く)は
定額法)を採用しております。

　　なお、取得価額10万円以上20万円未
満の少額減価償却資産については、
３年間均等償却を採用しておりま
す。

　　主な耐用年数は以下のとおりであり
ます。
建物及び構築物 ２～47年

機械装置及び運搬具 ２～15年

工具器具備品 ３～20年

（追加情報）
　法人税法の改正（所得税法等の一
部を改正する法律　平成20年４月30
日　法律第23号）に伴い、法定耐用年
数及び資産区分が見直されました。
これにより、機械装置の一部の資産
については耐用年数を短縮して減価
償却費を算定する方法に変更してお
ります。
　なお、この変更に伴う損益に与える
影響は軽微であります。

　 ②　無形固定資産
　　定額法を採用しております。
　　なお、自社利用のソフトウェアにつ
いては、社内における利用可能期間
(５年)に基づいております。

②　無形固定資産（リース資産を除
く）

同左

　 　 ③　リース資産
　　所有権移転外ファイナンス・リース
取引に係るリース資産について、
リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法を採用しており
ます。
　なお、リース取引開始日が平成20年
５月31日以前の所有権移転外ファイ
ナンス・リース取引については、引
き続き通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっておりま
す。
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

(3) 重要な繰延資産の処理方
法

①　開業費
　 開業後、効果の発現する期間（５年
間)にわたり月数を基準とし た均等
償却

①　開業費
同左

 

　

　

②　社債発行費
　支払時に全額費用として処理してお
ります。

②　社債発行費
―

 

　 ③　株式交付費
　支払時に全額費用として処理してお
ります。

③　株式交付費
同左

 

(4) 重要な引当金の計上基

準

 

①　貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しておりま

す。

①　貸倒引当金

同左

 

 

 
　 ②　賞与引当金

　　一部の連結子会社については、従業

員に対して支給する賞与に充てるた

め、支給見込額に基づき計上してお

ります。

②　賞与引当金

―

 

 

　 ③　退職給付引当金

　　一部の連結子会社については、従業

員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

③　退職給付引当金

―

　 ④　投資損失引当金

関係会社への投資等の損失に備え

るため、その財政状態等を勘案し計

上しております。

④　投資損失引当金

同左

 

　(5) 重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算

基準

 

　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。 

　なお、在外子会社の資産及び負債

は、連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為替換

算調整勘定に含めております。

    外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。

  なお、在外子会社の資産及び負債

は、みなし連結除外日の属する月の

末日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期首からみな

し連結除外日の属する月の末日まで

の平均相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為替換

算調整勘定に含めております。

　(6) 重要なリース取引の処理

方法

　　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

―

EDINET提出書類

株式会社ゼクス(E04010)

有価証券報告書

 68/142



項目
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

(7) 重要なヘッジ会計の方法

 

 

①　ヘッジ会計の方法

　　金利スワップのうち特例処理の要件

を満たしているものについては、特

例処理を採用しております。

①　ヘッジ会計の方法

同左

　 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

当連結会計年度にヘッジ会計を適

用したヘッジ手段とヘッジ対象は以

下のとおりであります。

a ヘッジ手段…金利スワップ

b ヘッジ対象…借入金

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　 ③　ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で、デリバティブ取引を行っ

ており、ヘッジ対象の識別は個別契

約ごとに行っております。

③　ヘッジ方針
同左

　 ④　ヘッジ有効性評価の方法

個別取引ごとに、有効性を判断す

ることとしております。なお、特例処

理によっている金利スワップについ

ては、有効性の評価を省略しており

ます。

④　ヘッジ有効性評価の方法
同左

(8) その他連結財務諸表作成

のための重要な事項

 

①　消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。

　　ただし、一部の連結子会社は税込方

式によっております。

①　消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。
 

　 ②　匿名組合出資金の会計処理

不動産関連の匿名組合出資を行う

に際して、匿名組合の財産の持分相

当額を「投資有価証券」として計上

しております。匿名組合への出資時

に「投資有価証券」を計上し、匿名

組合が獲得した純損益の持分相当額

については、「営業損益」に計上す

るとともに、同額を「投資有価証

券」に加減し、営業者からの出資金

の払い戻しについては、「投資有価

証券」を減額させております。

②　匿名組合出資金の会計処理

同左
 

 

 

 

 
 

　 ③　不動産開発事業に係る支払利息の

　原価算入

土地の購入金額が３億円以上で、

かつ、開発期間が１年を超える不動

産開発事業に係る支払利息は、開発

期間中のものに限り、取得原価に算

入しております。なお、当連結会計年

度において期末たな卸資産に含まれ

る支払利息は473百万円であります。

③　不動産開発事業に係る支払利息の

　原価算入

　土地の購入金額が３億円以上で、か

つ、開発期間が１年を超える不動産開

発事業に係る支払利息は、開発期間中

のものに限り、取得原価に算入してお

ります。なお、当連結会計年度におい

て期末たな卸資産に含まれる支払利

息は740百万円であります。
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価

については、全面時価評価法を採用

しております。

同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

のれんは、子会社ごとに、20年以内

のその効果の及ぶ期間で均等償却し

ております。 

　負ののれんは、子会社ごとに、20年

以内の取得の実態に基づいた適切な

期間で均等償却しております。 

　なお、のれん又は負ののれんが僅少

な場合には、その発生時に全額を償

却しております。

同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資から

なっております。

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

（不動産開発事業に係る支払利息の原価算入）

　　従来、借入金の支払利息については期間費用として処

理しておりましたが、不動産開発事業が増加してきた

ことに伴い、費用・収益を合理的に対応させ、企業の

経営成績をより適正に表示する目的から、当連結会計

年度より特定の不動産開発事業の支払利息は取得原

価に算入しております。 

　この変更に伴い、従来の方法に比べ、当連結会計年度

における経常利益は958百万円増加し、税金等調整前

当期純損失は958百万円減少しております。

―

―
 

 

（リース取引に関する会計基準等）

　　当連結会計年度より、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企

業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））

及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日

（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年

３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。

　　なお、リース取引開始日が平成20年５月31日以前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、引

き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

　　この変更による損益に与える影響はありません。

　

【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

―
 

 

 

 

（連結貸借対照表）

１．前連結会計年度において独立掲記しておりました

「未収還付法人税等」（当連結会計年度33百万円）

は、資産の総額の1/100以下であるため、当連結会計年

度においては流動資産の「その他」に含めて表示し

ております。

２．前連結会計年度において独立掲記しておりました

「電話加入権」（当連結会計年度0百万円）は、金額

が僅少であるため、当連結会計年度においては無形固

定資産の「その他」に含めて表示しております。

３．前連結会計年度において独立掲記しておりました

「預り金」（当連結会計年度63百万円）は、負債及び

純資産の合計の1/100以下であるため、当連結会計年

度においては流動負債の「その他」に含めて表示し

ております。

(連結キャッシュ・フロー計算書)

 前連結会計年度において営業活動によるキャッ

シュ・フローの小計区分前の「不動産事業前受金の

増減額」と「その他」に含めておりました「前受

金」は、当連結会計年度より明瞭な表示の観点から、

「売上債権の増減額」に含めて掲記しております。 

　なお、当連結会計年度の「不動産事業前受金の増減

額」は1,647百万円であります。 

　また、前連結会計年度と当連結会計年度の「前受金

の増減額」は、それぞれ△180百万円と△299百万円で

あります。

―

次へ
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【注記事項】
(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成20年５月31日)

当連結会計年度
(平成21年５月31日)

※１　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

現金及び預金 518百万円

売掛金 295百万円

仕掛販売用不動産 5,413百万円

販売用不動産 7,075百万円

仕掛品 1,841百万円

建物及び構築物 24,491百万円

機械装置及び運搬具 36百万円

土地 12,452百万円

建設仮勘定 210百万円

投資有価証券 4,663百万円

その他(投資その他の資産) 58百万円

　計 57,057百万円

※１　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

販売用不動産 7,381百万円

仕掛販売用不動産 2,358百万円

仕掛品 1,763百万円

建物及び構築物 13,720百万円

機械装置及び運搬具 19百万円

土地 9,823百万円

建設仮勘定 241百万円

投資有価証券 2,522百万円

長期貸付金 380百万円

差入保証金 30百万円

その他(流動資産) 37百万円

その他(投資その他の資産) 13百万円

　計 38,291百万円

　　　担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 19,759百万円

長期借入金 18,861百万円

　計 38,621百万円

　　　担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 24,397百万円

長期借入金 2,781百万円

支払手形及び買掛金 535百万円

その他(流動負債) 2,856百万円

　計 30,571百万円

　　　質権が設定されている差入保証金

差入保証金2,027百万円は、介護付有料老人ホー

ムの運営に支障が生じた場合の入居者への返還債

務に対する信用補完措置として、差入保証金の返還

請求権に対して質権が設定されております。

　　　質権が設定されている差入保証金

　　　　差入保証金1,602百万円は、介護付有料老人ホームの

運営に支障が生じた場合の入居者への返還債務に

対する信用補完措置として、差入保証金の返還請求

権に対して質権が設定されております。

　２　保証債務

　　　次の取引先について、リース契約並びに金融機関から

の借入に対し債務保証を行っております。
 

㈱チャーミング・リゾート那須 16百万円

㈱ペットコミュニティ 215百万円

医療法人社団和啓会 1百万円

　計 232百万円

　２　保証債務

　　　次の関連会社及び取引先について、リース契約、金融

機関からの借入ならびに入居一時金返還債務等に

対し債務保証を行っております。
 

特定目的会社芦屋シニアレジデンス 4,500百万円

㈱ゼクスコミュニティ 2,558百万円

㈱ボンセジュール・バリエ 1,596百万円

㈱奈良建設 386百万円

㈱ゼクスコミュニティ・レジデンス 206百万円

㈱ペットコミュニティ 189百万円

バーリントン事業承継㈱ 148百万円

㈱リメイク 113百万円

北逵光史郎 12百万円

㈱ゼクシス 3百万円

㈱アイランドリゾート那須 3百万円

㈱ボンセジュール 0百万円

医療法人社団和啓会 0百万円

　計 9,719百万円

※３　土地の仕入に関する金額が含まれております。

※４　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれてお

ります。

※３　　　　　　　　　　同左

※４　　　　　　　　　　同左
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前連結会計年度
(平成20年５月31日)

当連結会計年度
(平成21年５月31日)

※５　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

　投資有価証券 7,854百万円

 

※５　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

　投資有価証券 3,643百万円

　長期貸付金 79百万円

※６　シニアハウジング＆サービス事業に係る入居一時

金等であります。

※６　シニアハウジング＆サービス事業に係る入居一時

金であります。

　７　当社及び連結子会社（㈱ゼクスコミュニティ）にお

いては、プロジェクト資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行3行と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しております。

　　　当連結会計年度における当座貸越契約に係る借入金

未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度額及び貸出コ
ミットメントの総額

2,700百万円

借入実行残高 950百万円

差引額 1,750百万円

　７　当社は、プロジェクト資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行外2社と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しております。

　　　当連結会計年度における当座貸越契約に係る借入金

未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度額及び貸出コ
ミットメントの総額

1,800百万円

借入実行残高 100百万円

差引額 1,700百万円

※８　投資有価証券の消費貸借契約

　　　投資有価証券の一部に消費貸借契約を結んでおり、

その連結貸借対照表価額は442百万円であります。

なお、当該取引に係る預り金受入高は、流動負債の

「短期借入金」に含まれており、その金額は309百

万円であります。

※８　投資有価証券の消費貸借契約

　　　　　　　　　    ―
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は、次のとおりであります。

　役員報酬 358百万円

　給料手当 2,166百万円

　賞与手当 215百万円

　法定福利費 350百万円

　租税公課 767百万円

　支払手数料 3,130百万円

　地代家賃 658百万円

　貸倒引当金繰入 75百万円

　減価償却費 151百万円

　広告宣伝費 1,804百万円

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は、次のとおりであります。

　役員報酬 116百万円

　給料手当 747百万円

　賞与手当 5百万円

　法定福利費 116百万円

　租税公課 370百万円

　支払手数料 606百万円

　地代家賃 308百万円

　減価償却費 51百万円

　広告宣伝費 19百万円

  のれん償却額 82百万円

※２　固定資産売却益

建物及び構築物 2,235百万円

土地 1,135百万円

　計 3,370百万円

※２　固定資産売却益

機械装置及び運搬具 1百万円

※３　固定資産売却損
　　　　　　　　　　　―

※３　固定資産売却損

建物及び構築物 2,212百万円

機械装置及び運搬具 10百万円

工具、器具及び備品 0百万円

土地 363百万円

　計 2,587百万円

※４　固定資産除却損

建物及び構築物 89百万円

工具器具備品 6百万円

その他 19百万円

　計 115百万円

※４　固定資産除却損

建物及び構築物 194百万円

工具、器具及び備品 12百万円

その他 1百万円

　計 207百万円

※５　減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の
資産グループについて減損損失を計上しておりま
す。

場所 用途 種類 減損損失

徳川温泉城
下町すんぷ
夢 ひ ろ ば
（静岡県静
岡 市 駿 河
区）
（注）１

温浴

施設

建物及び
構築物

3,013百万円

工具器具
備品

131百万円

開業費 303百万円

その他の
資産

100百万円

そ の 他
(リース
資産)

294百万円

那 覇 バ ス
ターミナル
（沖縄県那
覇市）
（注）２

運輸

施設

借地権 742百万円

建設仮勘
定

92百万円

　　　当社グループは、事業の種類を基本とし、不動産賃貸

事業については個々の物件単位でグルーピングして

おります。

 ５　減損損失

　　　　　　　　　―
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前連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　　（注）１．営業活動から生じる損益が継続してマ

　　　　イナスとなっているため、当該資産の帳

　　　　簿価額を回収可能価額まで減額しており

　　　　ます。

　　　　　　 なお、当資産グループの回収可能価額は

        正味売却価額により測定しており、主と

        して不動産鑑定士による鑑定評価額によ

        り評価しております。

　　（注）２．事業の見直しにより、売却予定資産に 

　　　　ついて当該資産の帳簿価額を回収可能額 

　　　　まで減額しております。なお、当資産グ 

　　　　ループの回収可能額は売却予定額により 

　　　　評価しております。

　

　

次へ
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

　

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 摘要

普通株式 215,439 8,577 ― 224,016注1

合計 215,439 8,577 ― 224,016　

（注)１　普通株式の発行済株式総数の増加8,577株は、新株予約権の権利行使による新株発行による増加であります。

　

２．自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 摘要

普通株式 622 5,382 ― 6,004注1

合計 622 5,382 ― 6,004　

　
（注)１　自己株式の増加5,382株は、市場買付による増加であります。

　

３．新株予約権等に関する事項
　

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結
会計年度
末残高
（百万円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社

第2回新株予

約権　(注)２
普通株式 (注)３ ― 8,064 ― ―

第3回新株予

約権　(注)２
普通株式 (注)３ ― (注)３ ― ―

第4回新株予

約権　(注)２
普通株式 (注)３ ― (注)３ ― ―

第5回新株予

約権　(注)２
普通株式 (注)３ ― (注)３ ― ―

第6回新株予

約権　(注)２
普通株式 (注)３ ― (注)３ ― ―

合計 ― (注)４ ― (注)４ ― ―

(注)１　目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しておりま

す。

２　第2回新株予約権の減少は権利行使によるものであり、第3回新株予約権、第4回新株予約権、第5回新株予約権、

及び第6回新株予約権の減少は消却によるものであります。

３　各回の新株予約権の総数は５個であります。なお、各回の本新株予約権の目的たる株式の総数の上限は、本新株

予約権の総数に200,000,000円を乗じた金額を行使価額で除して得られる最大整数となります。ただし、一定

の条件に従い、行使価額が修正又は調整された場合は、本新株予約権の目的たる株式の総数は変更されます。

４　上記(注)３の事象があるため、合計欄の記載を省略しております。

　

４.　配当に関する事項

（1）配当金の支払額

　

　 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

 
平成19年8月24日

定時株主総会
 

普通株式 193百万円 900円 平成19年5月31日 平成19年8月27日

　

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　　該当事項はありません。
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当連結会計年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

　

１.　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 摘要

普通株式 224,0162,745,022 ― 2,969,038注1

合計 224,0162,745,022 ― 2,969,038　

(注)１　増加数の内訳は次のとおりであります。
　　　　　 ストックオプションの権利行使による増加　　　　　　　22株
　　　　 　第三者割当増資による増加　　　　　　　　　 　2,050,000株　　　　
　　　　　 第七回新株予約権の権利行使による増加     　　　695,000株

　

２.　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 摘要

普通株式 6,004 ― ― 6,004　

合計 6,004 ― ― 6,004　

　
　

３．新株予約権等に関する事項
　

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結
会計年度
末残高
（百万円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社
第七回新株予

約権　(注)１
普通株式 ― 695,000695,000 ― ―

合計 ― ― 695,000695,000 ― ―

(注)１　第七回新株予約権の増加及び減少は、新株予約権の発行及び権利行使によるものであります。

　

４.　配当に関する事項

（1）配当金の支払額

　

　　該当事項はありません。

　

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　該当事項はありません。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 5,999百万円

預入期間３ヶ月超の定期預金等 △49百万円

現金及び現金同等物 5,950百万円
 

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 440百万円

預入期間３ヶ月超の定期預金等 ―百万円

現金及び現金同等物 440百万円
 

２　重要な非資金取引の内容

①新株予約権の行使

新株予約権の行使による
資本金増加額

500百万円

新株予約権の行使による
資本準備金増加額

500百万円

新株予約権の行使による新株予約権
出資金相当額の預かり金減少額

1,000百万円

 

２　重要な非資金取引の内容

①株式の現物出資の受入による新株の発行

現物出資の受入による
資本金増加高

160百万円

現物出資の受入による
資本剰余金増加額

160百万円

　 320百万円

 
②吸収分割（㈱コムスン）

当連結会計年度に吸収分割した㈱コムスンより引き継い

だ「バーリントンハウス」運営事業の資産及び負債の主

な内訳は次のとおりであります。

(平成19年12月１日現在)

流動資産 3,583百万円

固定資産 　318百万円

流動負債 △132百万円

固定負債 △3,578百万円

負ののれん △191百万円

　 －百万円

　

②現物出資（デッド・エクイティ・スワップ）の受

入による新株の発行

現物出資の受入による
資本金増加高

841百万円

現物出資の受入による
資本剰余金増加額

841百万円

　 1,683百万円

 
 

３　株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳

　　株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開

始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と

取得のための支出（純額）との関係は次のとおりで

あります。

 　　合同会社ブトリント

(平成19年６月１日現在)

流動資産 2,100百万円

流動負債 △2,100百万円

合同会社ブトリント株式

の取得価額

－百万円

合同会社ブトリント

の現金及び現金同等物
2,085百万円

差引：子会社株式の取得

による収支

 

2,085百万円

 

 

―
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前連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

４　株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資

産及び負債の主な内訳

　　①㈱チャーミング・リゾート関越

(平成20年２月29日現在)

流動資産 64百万円

固定資産 875百万円

流動負債 △39百万円

固定負債 △904百万円

関係会社株式売却益 598百万円

　㈱チャーミング・リゾート関越
株式の売却価額

593百万円

㈱チャーミング・リゾート関越
の現金及び現金同等物

△41百万円

　差引：子会社株式の売却による
収支

552百万円

 
　　②㈱チャーミング・リゾート藤岡

(平成20年２月29日現在)

流動資産 76百万円

固定資産 1,612百万円

流動負債 △30百万円

固定負債 △1,673百万円

関係会社株式売却益 1,353百万円

　㈱チャーミング・リゾート藤岡
株式の売却価額

1,340百万円

㈱チャーミング・リゾート藤岡
の現金及び現金同等物

△44百万円

　差引：子会社株式の売却による
収支

1,295百万円

 
　　③㈱チャーミング・リゾートワイルドダック

(平成20年２月29日現在)

流動資産 74百万円

固定資産 1,334百万円

流動負債 △33百万円

固定負債 △764百万円

関係会社株式売却益 382百万円

　㈱チャーミング・リゾートワイ
ルドダック株式の売却価額

993百万円

㈱チャーミング・リゾートワイ
ルドダックの現金及び現金同等
物

△51百万円

　差引：子会社株式の売却による
収支

941百万円

 
　　④㈱チャーミング・リゾート都ゴルフ倶楽部

(平成20年３月31日現在)

流動資産 109百万円

固定資産 913百万円

流動負債 △58百万円

固定負債 △776百万円

負ののれん △29百万円

関係会社株式売却益 239百万円

　㈱チャーミング・リゾート都ゴ
ルフ倶楽部株式の売却価額

397百万円

㈱チャーミング・リゾート都ゴ
ルフ倶楽部の現金及び現金同等
物

△55百万円

　差引：子会社株式の売却による
収支

342百万円

４　株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資

産及び負債の主な内訳

　　①那覇バスターミナル㈱

(平成20年６月１日現在)

流動資産 95百万円

固定資産 364百万円

流動負債 △79百万円

固定負債 △341百万円

　那覇バスターミナル㈱株式の売
却価額

40百万円

那覇バスターミナル㈱の現金及
び現金同等物

△105百万円

　差引：子会社株式の売却による
収支

△65百万円

 
　　②㈱ゼクシス

(平成20年８月31日現在)

流動資産 118百万円

固定資産 11百万円

流動負債 △30百万円

固定負債 △0百万円

関係会社株式売却益 39百万円

　㈱ゼクシス株式の売却価額 139百万円

㈱ゼクシスの現金及び現金同等
物

△106百万円

　差引：子会社株式の売却による
収支

32百万円

 
 
　　③㈱ゼクスコミュニティ

(平成20年11月30日現在)

流動資産 3,156百万円

固定資産 3,557百万円

流動負債 △2,815百万円

固定負債 △3,208百万円

連結除外による利益剰余金の増
加

5百万円

関係会社株式売却損 △94百万円

　㈱ゼクスコミュニティ株式の売
却価額

601百万円

㈱ゼクスコミュニティの現金及
び現金同等物

△67百万円

　差引：子会社株式の売却による
収支

534百万円

 
 
　　④TOAS Property investment One Gmbh&Co.KG

(平成20年11月30日現在)

流動資産 5百万円

固定資産 635百万円

流動負債 △6百万円

固定負債 △246百万円

関係会社株式売却損 △324百万円

　TOAS Property investment One
Gmbh&Co.KG株式の売却価額

64百万円

TOAS Property investment One
Gmbh&Co.KGの現金及び現金同等
物

△4百万円

　差引：子会社株式の売却による
収支

59百万円
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前連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　　⑤㈱チャーミング・リゾート那須

(平成20年４月30日現在)

流動資産 49百万円

固定資産 1,960百万円

流動負債 △89百万円

関係会社株式売却損 △1,968百万円

　㈱チャーミング・リゾート那須
株式の売却価額

△47百万円

㈱チャーミング・リゾート那須
の現金及び現金同等物

△25百万円

　差引：子会社株式の売却による
収支

△73百万円

 

　　⑥㈱中央コーポレーション

(平成20年４月30日現在)

流動資産 45,058百万円

固定資産 16,241百万円

流動負債 △22,379百万円

固定負債 △28,206百万円

新株予約権 △46百万円

少数株主持分 △3,697百万円

のれん 1,146百万円

株式売却後の投資勘定 △4,341百万円

関係会社株式売却損 △1,316百万円

　㈱中央コーポレーション株式の
売却価額

2,460百万円

㈱中央コーポレーションの現金
及び現金同等物

△2,600百万円

　差引：子会社株式の売却による
収支

△140百万円

 

　　⑦㈱ゼクスペットコミュニティ

(平成19年６月１日現在)

流動資産 351百万円

固定資産 1,249百万円

流動負債 △221百万円

固定負債 △516百万円

事業損失引当金の減少 △1,141百万円

連結子会社の減少による利益剰
余金増加高

277百万円

　㈱ゼクスペットコミュニティ株
式の売却価額

0百万円

　㈱ゼクスペットコミュニティ株
式の追加取得価額

△341百万円

㈱ゼクスペットコミュニティの
現金及び現金同等物

△322百万円

　差引：連結子会社除外による収
支

△664百万円

 

　　⑤㈱チャーミング・スクウェア芦屋

(平成20年11月30日現在)

流動資産 1,443百万円

固定資産 660百万円

流動負債 △454百万円

固定負債 △1,852百万円

関係会社株式売却益 3,900百万円

　㈱チャーミング・スクウェア芦
屋株式の売却価額

3,696百万円

㈱チャーミング・スクウェア芦
屋の現金及び現金同等物

△1,156百万円

　差引：子会社株式の売却による
収支

2,539百万円
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前連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

５　事業の譲受け等により増加又は減少した資産及び負

債の主な内訳

　　①吸収分割（㈱ウェルピア）

　　「ウェルピア市川」の運営事業

(平成19年９月１日現在)

流動資産 1,517百万円

固定資産 53百万円

流動負債 △117百万円

固定負債 △936百万円

　吸収分割の対価 517百万円

　営業譲受による支出 △517百万円

 

 

―

　　②吸収分割（㈱グリーン東京）

　　「グリーン東京」の運営事業

(平成19年８月１日現在)

流動資産 2,103百万円

固定資産 92百万円

流動負債 △26百万円

固定負債 △1,292百万円

　吸収分割の対価 877百万円

　営業譲受による支出 △877百万円

 

　

　　③事業譲受（㈱野村メディカル・サポート）

　　「横浜新山下倶楽部」の運営事業

(平成19年10月１日現在)

流動資産 1,256百万円

固定負債 △97百万円

のれん 163百万円

　事業の譲受けの対価 1,322百万円

　営業譲受による支出 △1,322百万円

 

　

　　④吸収分割（㈱コムスン）

　　「コムスンガーデン」の運営事業

(平成19年12月１日現在)

流動資産 2,431百万円

固定資産 22百万円

流動負債 △162百万円

固定負債 △2,433百万円

のれん 141百万円

吸収分割の対価 0百万円

　㈱コムスンの現金及び現金同等
物

2,296百万円

　営業譲受による支出 2,296百万円
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前連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

―

 

 

６　事業譲渡により減少した資産及び負債の主な内訳

　当社の連結子会社である株式会社ゼクスアクティブ

・シニアのバーリントンハウス運営事業譲渡により減

少した資産及び負債の内訳ならびに譲渡価額と譲渡に

よる収入の関係は次のとおりであります。

(平成21年４月１日現在)

流動資産 2,152百万円

固定資産 225百万円

流動負債 △0百万円

固定負債 △2,152百万円

負ののれん △173百万円

事業譲渡損 △50百万円

事業譲渡の対価 0百万円

現金及び現金同等物 ―

差引：事業譲渡による収入 0百万円
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(リース取引関係)

前連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引

１　ファイナンス・リース取引
所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

減損損失
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

建物及び
構築物

63 8 0 54

機械装置

及び運搬具
243 103 0 140

工具器具
備品

2,864 738 262 1,863

ソフト
ウェア

313 57 4 251

 
(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 788百万円

１年超 1,820百万円

合計 2,608百万円

　 　

リース資産減損勘定の残高 288百万円
 
(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償
却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 648百万円

リース資産減損勘定の取崩額 1百万円

減価償却費相当額 607百万円

支払利息相当額 58百万円

減損損失 286百万円

①リース資産の内容
（ア）有形固定資産 

　　　　主に本社及びシニアハウジング＆サービス事
　　　業における工具器具備品であります。
（イ）無形固定資産

　　　　ソフトウエアであります。
②リース資産の減価償却の方法
　【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事
項】「４．会計処理基準に関する事項　(2)重要な減
価償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであ
ります。 

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が、平成20年５月31日以前のリース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっており、その内容は次のとおりでありま
す。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
　　額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

減損損失
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置

及び運搬具
23 10 0 12

工具、器具

及び備品
932 408 85 437

ソフト
ウェア

259 79 0 179

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。

 
(5) 利息相当額の算定方法
　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額
を利息相当額とし、各期への配分方法については、利
息法によっております。

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 253百万円

１年超 476百万円

合計 729百万円

　 　

リース資産減損勘定の残高 93百万円

２　オペレーティング・リース取引
　　未経過リース料

１年内 3,773百万円

１年超 69,281百万円

合計 73,054百万円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価
　　償却費相当額及び支払利息相当額　

支払リース料 616百万円

リース資産減損勘定の取崩額 194百万円

減価償却費相当額 581百万円

支払利息相当額 52百万円

　 (4) 減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。

　 (5) 利息相当額の算定方法 
　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額
を利息相当額とし、各期への配分方法については、利
息法によっております。

　 ２　オペレーティング・リース取引
　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも
  のに係る未経過リース料

１年内 1,799百万円

１年超 26,917百万円

合計 28,716百万円
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(有価証券関係)

前連結会計年度(平成20年５月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

　 種類
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1)　株式 41 296 255

(2)　その他 － － －

小計 41 296 255

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1)　株式 312 268 △44

(2)　その他 206 206 －

小計 519 475 △44

合計 561 772 211

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において、時価のある有価証券の

うちの一部について減損処理を行い、投資有価証券評価損385百万円を計上しております。

　

　　２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

1,242 378 △8

　

３　時価評価されていない有価証券

　

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

関係会社株式等 　

　関係会社株式 6,451

　匿名組合出資金 1,459

　優先出資証券 421

その他有価証券 　

非上場株式 393

　匿名組合出資金 281

　優先出資証券 100

　その他 111

（注）　当連結会計年度において、時価評価されていない有価証券のうちの一部について減損処理を行い、投資有価証券

評価損59百万円を計上しております。
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当連結会計年度(平成21年５月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

　 種類
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1)　株式 0 32 31

(2)　その他 ─ ─ ─

小計 0 32 31

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1)　株式 456 87 △369

(2)　その他 375 56 △319

小計 832 143 △689

合計 833 175 △657

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において、時価のある有価証券の

うちの一部について減損処理を行い、投資有価証券評価損390百万円を計上しております。なお、減損処理にあ

たっては、当連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合は全て減損処理を行い、30～

50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた金額については減損

処理を行っております。

　

　　２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

439 123 △119

　

３　時価評価されていない有価証券

　

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

関係会社株式等 　

　関係会社株式 2,284

　匿名組合出資金 953

　優先出資証券 406

その他有価証券 　

非上場株式 289

　匿名組合出資金 1,917

　優先出資証券 100

　その他 105

（注）　当連結会計年度において、時価評価されていない有価証券のうちの一部について減損処理を行い、投資有価証券

評価損780百万円を計上しております。
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(デリバティブ取引関係)

　

　　１　取引の状況に関する事項

　

項目
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

(1)　取引内容 　当社グループの利用しているデリバ

ティブ取引は、金利スワップ取引及び

通貨スワップ取引であります。

　当社グループの利用しているデリバ

ティブ取引は、金利スワップ取引であ

ります。

(2)　取引に対する取組方針 　当社グループのデリバティブ取引は、

将来の金利の変動によるリスクを回避

することを目的としており、投機的な

取引は行わない方針であります。

同左

(3)　取引の利用目的 　当社グループのデリバティブ取引は、

借入金の将来の金利市場における利率

上昇による変動リスクを回避する目的

で利用しております。

同左

　 ①　ヘッジ手段とヘッジ対象

当連結会計年度にヘッジ会計を適

用したヘッジ手段とヘッジ対象は以

下のとおりであります。

　　a ヘッジ手段…金利スワップ

　　b ヘッジ対象…借入金

①　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　 ②　ヘッジ方針

　　借入金の金利変動リスクを回避する

目的で、デリバティブ取引を行って

おり、ヘッジ対象の識別は個別契約

ごとに行っております。

②　ヘッジ方針

同左

 

　 ③　ヘッジ有効性評価の方法

個別取引ごとに、有効性を判断する

こととしております。なお、特例処理

によっている金利スワップについて

は、有効性の評価を省略しておりま

す。

③　ヘッジ有効性評価の方法

同左

 

(4)　取引に係るリスクの内容 　金利スワップ及び金利キャップは、市

場金利の変動によるリスクを有してお

りますが、各取引は、リスクを回避する

ことを目的としていることから、これ

らが経営成績に与える影響は限定的で

あると考えております。また、当社グ

ループは取引先が契約不履行に陥る信

用リスクを有しています。しかし、当社

グループは、デリバティブ取引の相手

方を長期債務に関する信用格付けが高

い金融機関に限定しているため、実質

的な信用リスクは無いものと判断して

おります。

　金利スワップは、市場金利の変動によ

るリスクを有しておりますが、各取引

は、リスクを回避することを目的とし

ていることから、これらが経営成績に

与える影響は限定的であると考えてお

ります。また、当社グループは取引先が

契約不履行に陥る信用リスクを有して

います。しかし、当社グループは、デリ

バティブ取引の相手方を長期債務に関

する信用格付けが高い金融機関に限定

しているため、実質的な信用リスクは

無いものと判断しております。

(5)　取引に係るリスク管理体

制

　デリバティブ取引の執行・管理につ

いては、取引権限等を定めた社内ルー

ルに従い、財務部が決済責任者の承認

を得て行っております。

同左
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２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度末（平成20年５月31日）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

(1)通貨関連

区分 種類
契約額等

（百万円）

契約額等の

うち1年超

（百万円）

時価

（百万円）

評価損益

（百万円）

市場取引以外

の取引

通貨スワップ取引 　 　 　 　

受取円・支払ユーロ 817 ― △0 △0

合計 817 ― △0 △0

（注）1　時価の算定方法は、取引金融機関から提示された価格によっております。

　

(2)金利関連

区分 種類
契約額等

（百万円）

契約額等の

うち1年超

（百万円）

時価

（百万円）

評価損益

（百万円）

市場取引以外

の取引

金利スワップ取引 　 　 　 　

固定受取・変動支払 655 ― △3 4

合計 655 ― △3 4

（注）1　ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。

2　時価の算定方法は、取引金融機関から提示された価格によっております。

　

当連結会計年度末（平成21年５月31日）

該当事項はありません。

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので注記の

対象から除いております。
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(退職給付関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１．採用している退職給付制度の概要

　　一部の連結子会社において、確定給付型の制度として、

適格年金制度及び退職一時金制度を設けております。

 

─

２．退職給付債務に関する事項

(1)退職給付債務 21百万円

 

　 　

　

３．退職給付費用に関する事項

(1)勤務費用 30百万円

(2)退職給付費用 30百万円

 

　

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　一部の連結子会社においては、簡便法を採用しており

ますので、基礎率等について記載しておりません。
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(ストック・オプション関係)

　

前連結会計年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日）

提出会社

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（1）ストック・オプションの内容

　
平成12年

ストック・オプション

平成14年

ストック・オプション

平成16年

ストック・オプション

平成17年

ストック・オプション

平成18年

ストック・オプション

付与対象者の区分

及び数

従業員　　　26名 当社監査役　　 1名

当社従業員　　14名

当社子会社の取締役

5名

当社子会社の従業員

11名

当社取締役　　 2名

当社監査役　　 3名

当社従業員　　57名

当社顧問　　　 3名

当社子会社の取締役

5名

当社子会社の従業員

112名

当社取締役　　 2名

当社監査役　　 3名

当社使用人　　95名

当社完全子会社の

取締役　　　　 5名

当社完全子会社の

使用人　　　 133名

上記以外の子会社の

取締役　　　　 3名

上記以外の子会社の

従業員　　　 141名

当社取締役　　 2名

当社監査役　　 3名

当社使用人　 105名

当社完全子会社の

取締役　　　　 7名

当社完全子会社の

使用人　　　　31名

上記以外の子会社の

取締役　　　　 4名

上記以外の子会社の

従業員　　　　29名

ストック・オプ

ション数(注)

普通株式

2,441.6株

普通株式

2,016.0株

普通株式

2,400.0株

普通株式

4,600.0株

普通株式

4,800.0株

付与日 平成12年5月28日 平成14年12月27日平成16年7月12日 平成17年7月8日 平成18年2月20日

権利確定条件

付与日から権利確定

日まで継続して勤務

していること。

付与日から権利確定

日まで継続して勤務

していること。

付与日から権利確定

日まで継続して勤務

していること。

付与日から権利確定

日まで継続して勤務

していること。

付与日から権利確定

日まで継続して勤務

していること。

対象勤務期間
対象勤務期間の定め

はありません。

対象勤務期間の定め

はありません。

対象勤務期間の定め

はありません。

対象勤務期間の定め

はありません。

対象勤務期間の定め

はありません。

権利行使期間
自平成14年６月１日

至平成22年５月22日

自平成16年８月31日

至平成24年８月30日

自平成19年９月１日

至平成25年８月27日

自平成20年９月１日

至平成26年８月25日

自平成18年９月１日

至平成27年８月26日

（注）株式数に換算して記載しております。

　

（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　当連結会計年度（平成20年5月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オ

プションの数については、株式数に換算しております。
　

①ストック・オプションの数
　

　

平成12年

ストック・

オプション

平成14年

ストック・

オプション

平成16年

ストック・

オプション

平成17年

ストック・

オプション

平成18年

ストック・

オプション

権利確定前　　(株) 　 　 　 　 　

　前連結会計年度末 ― ― 2,080 4,190 ―

　付与 ― ― ― ― ―

　失効 ― ― 20 228 ―

　権利確定 ― ― 2,060 ― ―

　未確定残 ― ― ― 3,962 ―

権利確定後　　(株) 　 　 　 　 　

　前連結会計年度末 294.4 515.2 ― ― 4,612

　権利確定 ― ― 2,060 ― ―

　権利行使 268.8 246.4 ― ― ―

　失効 ― ― 56 ― 310

　未行使残 25.6 268.8 2,004 ― 4,302
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②単価情報
（単位：円）

　

平成12年

ストック・

オプション

平成14年

ストック・

オプション

平成16年

ストック・

オプション

平成17年

ストック・

オプション

平成18年

ストック・

オプション

権利行使価格（注） 2,233 24,554 157,636 158,385 285,000

行使時平均株価 65,550 78,700 ― ― ―

公正な評価単価

(付与日)
― ― ― ― ―

（注）平成15年1月8日開催の取締役会決議に基づき、平成15年1月31日付をもって普通株式1株を1.4株に、平成15年11月10

日開催の取締役会決議に基づき、平成16年2月20日付をもって普通株式1株を4株に、また、平成16年9月22日開催の取

締役会決議に基づき、平成16年12月20日付をもって普通株式1株を2株に、平成18年5月12日開催の取締役会決議に基

づき、平成18年6月1日付をもって普通株式1株を2株に分割しております。

　

当連結会計年度（自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日）

提出会社

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（1）ストック・オプションの内容

　
平成12年

ストック・オプション

平成14年

ストック・オプション

平成16年

ストック・オプション

平成17年

ストック・オプション

平成18年

ストック・オプション

付与対象者の区分

及び数

従業員　　　26名 当社監査役　　 1名

当社従業員　　14名

当社子会社の取締役

5名

当社子会社の従業員

11名

当社取締役　　 2名

当社監査役　　 3名

当社従業員　　57名

当社顧問　　　 3名

当社子会社の取締役

5名

当社子会社の従業員

112名

当社取締役　　 2名

当社監査役　　 3名

当社使用人　　95名

当社完全子会社の

取締役　　　　 5名

当社完全子会社の

使用人　　　 133名

上記以外の子会社の

取締役　　　　 3名

上記以外の子会社の

従業員　　　 141名

当社取締役　　 2名

当社監査役　　 3名

当社使用人　 105名

当社完全子会社の

取締役　　　　 7名

当社完全子会社の

使用人　　　　31名

上記以外の子会社の

取締役　　　　 4名

上記以外の子会社の

従業員　　　　29名

ストック・オプ

ション数(注)

普通株式

2,441.6株

普通株式

2,016.0株

普通株式

2,400.0株

普通株式

4,600.0株

普通株式

4,800.0株

付与日 平成12年5月28日 平成14年12月27日平成16年7月12日 平成17年7月8日 平成18年2月20日

権利確定条件

付与日から権利確定

日まで継続して勤務

していること。

付与日から権利確定

日まで継続して勤務

していること。

付与日から権利確定

日まで継続して勤務

していること。

付与日から権利確定

日まで継続して勤務

していること。

付与日から権利確定

日まで継続して勤務

していること。

対象勤務期間
対象勤務期間の定め

はありません。

対象勤務期間の定め

はありません。

対象勤務期間の定め

はありません。

対象勤務期間の定め

はありません。

対象勤務期間の定め

はありません。

権利行使期間
自平成14年６月１日

至平成22年５月22日

自平成16年８月31日

至平成24年８月30日

自平成19年９月１日

至平成25年８月27日

自平成20年９月１日

至平成26年８月25日

自平成18年９月１日

至平成27年８月26日

（注）株式数に換算して記載しております。

　

（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　当連結会計年度（平成21年5月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オ

プションの数については、株式数に換算しております。
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①ストック・オプションの数
　

　

平成12年

ストック・

オプション

平成14年

ストック・

オプション

平成16年

ストック・

オプション

平成17年

ストック・

オプション

平成18年

ストック・

オプション

権利確定前　　(株) 　 　 　 　 　

　前連結会計年度末 ─ ─ ─ 3,962 ─

　付与 ─ ─ ─ ─ ─

　失効 ─ ─ ─ 706 ─

　権利確定 ─ ─ ─ 3,256 ─

　未確定残 ─ ─ ─ ─ ─

権利確定後　　(株) 　 　 　 　 　

　前連結会計年度末 25.6 268.8 2,004 ─ 4,302

　権利確定 ─ ─ ─ 3,256 ─

　権利行使 22.4 ─ ─ ─ ─

　失効 ─ 268.8 1,176 1,486 2,600

　未行使残 3.2 ─ 828 1,770 1,702

　

②単価情報

（単位：円）

　

平成12年

ストック・

オプション

平成14年

ストック・

オプション

平成16年

ストック・

オプション

平成17年

ストック・

オプション

平成18年

ストック・

オプション

権利行使価格（注） 2,233 24,554 157,636 158,385 285,000

行使時平均株価 8,928 ─ ─ ─ ─

公正な評価単価

(付与日)
─ ─ ─ ─ ─

（注）平成15年1月8日開催の取締役会決議に基づき、平成15年1月31日付をもって普通株式1株を1.4株に、平成15年11月10

日開催の取締役会決議に基づき、平成16年2月20日付をもって普通株式1株を4株に、また、平成16年9月22日開催の取

締役会決議に基づき、平成16年12月20日付をもって普通株式1株を2株に、平成18年5月12日開催の取締役会決議に基

づき、平成18年6月1日付をもって普通株式1株を2株に分割しております。
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(税効果会計関係)

　

前連結会計年度
(平成20年５月31日)

当連結会計年度
(平成21年５月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　 　

未払事業税等 　 29百万円

貸倒引当金 　 324百万円

子会社繰越欠損金 　 855百万円

投資有価証券評価損 　 221百万円

減損損失 　 1,596百万円

益金算入前受金 　 310百万円

投資損失引当金 　 114百万円

未実現利益消去 　 177百万円

その他 　 141百万円

繰延税金資産小計 　 3,771百万円

評価性引当額 　 △3,594百万円

繰延税金資産合計 　 177百万円

繰延税金負債 　 　

その他有価証券評価差額金 　 △104百万円

圧縮記帳積立金 　 △218百万円

その他 　 0百万円

繰延税金負債合計 　 △321百万円

繰延税金負債の純額 　 △143百万円

 

繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。

固定資産―繰延税金資産 177百万円

流動負債―繰延税金負債 △1百万円

固定負債―繰延税金負債 △319百万円

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　 　

未払事業税等 　 5百万円

貸倒引当金 　 612百万円

子会社繰越欠損金 　 1,746百万円

投資有価証券評価損 　 653百万円

減損損失 　 1,251百万円

益金算入前受金 　 ―百万円

投資損失引当金 　 142百万円

未実現利益消去 　 116百万円

その他 　 90百万円

繰延税金資産小計 　 4,619百万円

評価性引当額 　 △4,502百万円

繰延税金資産合計 　 116百万円

繰延税金負債 　 　

その他有価証券評価差額金 　 △12百万円

圧縮記帳積立金 　 ―百万円

その他 　 ―百万円

繰延税金負債合計 　 △12百万円

繰延税金資産の純額 　 103百万円

 

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。

固定資産―繰延税金資産 116百万円

流動負債―繰延税金負債 ―百万円

固定負債―繰延税金負債 △12百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別内訳

 

　当連結会計年度においては、税金等調整前当期純損失

を計上しているため記載を省略しております。
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別内訳

 

　当連結会計年度においては、税金等調整前当期純損失

を計上しているため記載を省略しております。
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(企業結合等関係)

前連結会計年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

連結子会社（㈱ゼクスコミュニティ）

（パーチェス法適用関係）
Ⅰ　吸収分割（㈱ウェルピア）
１．被取得企業又は対象となった事業の名称及び事業の内容、企業結合を行った理由、企業結合
　　日、企業結合の法的形式並びに結合後企業の名称

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称　㈱ウェルピア
事業の内容　　　　介護付有料老人ホーム「ウェルピア市川」の運営事業

(2) 企業結合を行った主な理由
介護付有料老人ホームの規模拡大、運営ノウハウの吸収

(3) 企業結合日
平成19年９月１日

(4) 企業結合の法的形式並びに結合後企業の名称
企業結合の法的形式　分割会社の営業の一部を承継会社が承継する吸収分割
結合後企業の名称　㈱ゼクスコミュニティ

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間
平成19年９月１日から平成20年５月31日まで　

３．被取得企業の取得原価及びその内訳
取得原価　　            767百万円　

４．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産　            1,517百万円
　固定資産　            　 53百万円
　資産合計　            1,571百万円
　流動負債            　　117百万円
　固定負債　　            686百万円　
　負債合計　            　803百万円

５．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計
    算書に及ぼす影響額の概算額　

金額の重要性が乏しいため、記載をしておりません。　
　

Ⅱ　吸収分割（㈱グリーン東京）

１．被取得企業又は対象となった事業の名称及び事業の内容、企業結合を行った理由、企業結合
    日、企業結合の法的形式並びに結合後企業の名称

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称　㈱グリーン東京
事業の内容　　　　介護付有料老人ホーム「グリーン東京」の運営事業

(2) 企業結合を行った主な理由
介護付有料老人ホームの規模拡大、運営ノウハウの吸収

(3) 企業結合日
平成19年８月１日

(4) 企業結合の法的形式並びに結合後企業の名称　
企業結合の法的形式　分割会社の営業の一部を承継会社が承継する吸収分割　　
結合後企業の名称　㈱ゼクスコミュニティ

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間
平成19年８月１日から平成20年５月31日まで　

３．被取得企業の取得原価及びその内訳
取得原価　　            877百万円　

４．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳　
流動資産              2,103百万円
  固定資産  　             92百万円
　資産合計　            2,196百万円
  流動負債　         　    26百万円
  固定負債　            1,292百万円
  負債合計            　1,319百万円

５．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計
    算書に及ぼす影響額の概算額　

金額の重要性が乏しいため、記載をしておりません。　
　

Ⅲ　事業譲受（㈱野村メディカル・サポート）

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った理由、企業結合日、企業結合の法的形式
    並びに結合後企業の名称
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(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称　㈱野村メディカル・サポート
事業の内容　　　　介護付有料老人ホーム「横浜新山下倶楽部」の運営事業

(2) 企業結合を行った主な理由
介護付有料老人ホームの規模拡大、運営ノウハウの吸収

(3) 企業結合日
平成19年10月１日

(4) 企業結合の法的形式並びに結合後企業の名称　　
企業結合の法的形式　事業譲受
結合後企業の名称　㈱ゼクスコミュニティ

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間
平成19年10月１日から平成20年５月31日まで　

３．被取得企業の取得原価及びその内訳
取得原価　1,322百万円　

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
(1) 発生したのれんの金額 　163百万円
(2) 発生原因　介護付有料老人ホームの運営事業の規模拡大等によって期待される将来の収益
　　　　　　　力に関連して発生したものであります。
(3) 償却方法及び償却期間　15年間にわたる均等償却

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳　　　　
流動資産　             1,256百万円
　資産合計　             1,256百万円
　固定負債　　              97百万円　
　負債合計　　              97百万円

６．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計
　　算書に及ぼす影響額の概算額

金額の重要性が乏しいため、記載をしておりません。　
　

Ⅳ　吸収分割（㈱コムスン）

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った理由、企業結合日、企業結合の法的形式
　　並びに結合後企業の名称

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称　㈱コムスン
事業の内容　　　　住宅型有料老人ホーム「バーリントンハウス」の運営事業

(2) 企業結合を行った主な理由
シニアハウジング事業の更なる事業領域の拡大を図るため

(3) 企業結合日
平成19年12月１日

(4) 企業結合の法的形式並びに結合後企業の名称
企業結合の法的形式　分割会社の営業の一部を承継会社が承継する吸収分割
結合後企業の名称　㈱ゼクスアクティブ・シニア

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間
平成19年12月１日から平成20年５月31日まで　

３．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
(1) 発生したのれんの金額　190百万円
(2) 発生原因　企業結合時の時価純資産が取得原価を上回ったため
(3) 償却方法及び償却期間　15年間にわたる均等償却
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４．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳　　　
流動資産　              3,583百万円
  固定資産　　              318百万円
　資産合計　              3,901百万円
　流動負債　　              132百万円
　固定負債              　3,578百万円　
　負債合計              　3,710百万円

５．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計
    算書に及ぼす影響額の概算額　　　

売上高　　　　　　　　　　247百万円
　営業損失　　　　　　　　　729百万円
　経常損失　　　　　　　　　712百万円
　税金等調整前当期純損失　　712百万円
　当期純損失　　　　　　　　712百万円
　１株当たり当期純損失　　 3,249.67円

　(概算額の算定方法)
　企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上及び損益情報と取得企業
の連結損益計算書における売上高及び損益情報の差額を、影響の概算額としております。
　なお、当該注記は監査証明を受けておりません。
　

Ⅴ　吸収分割（㈱コムスン）

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った理由、企業結合日、企業結合の法的形式
    並びに結合後企業の名称

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称　㈱コムスン
事業の内容　　　　住宅型有料老人ホーム「コムスンガーデン」の運営事業

(2) 企業結合を行った主な理由
シニアハウジング事業の更なる事業領域の拡大を図るため

(3) 企業結合日
平成19年12月１日

(4) 企業結合の法的形式並びに結合後企業の名称
企業結合の法的形式　分割会社の営業の一部を承継会社が承継する吸収分割
結合後企業の名称　㈱ゼクスコミュニティ・レジデンス

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間
平成19年12月１日から平成20年５月31日まで　

３．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
(1) 発生したのれんの金額　 141百万円
(2) 発生原因　介護付有料老人ホームの運営事業の規模拡大等によって期待される将来の収益
              力に関連して発生したものであります。
(3) 償却方法及び償却期間　15年間にわたる均等償却

４．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳　　　
流動資産　              2,431百万円
　固定資産　　               22百万円
　資産合計　              2,453百万円
　流動負債　              　162百万円
　固定負債　              2,433百万円　
　負債合計              　2,595百万円

５．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計
    算書に及ぼす影響額の概算額　　　　

売上高　　　　　　　　　1,181百万円
　営業損失　　　　　　　　 　73百万円
　経常損失　　　　　　　　 　73百万円
　税金等調整前当期純損失　 　73百万円
　当期純損失　　　　　　　 　74百万円
　１株当たり当期純損失　 　　338.26円

　(概算額の算定方法)
　企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上及び損益情報と取得企業
の連結損益計算書における売上高及び損益情報の差額を、影響の概算額としております。
　なお、当該注記は監査証明を受けておりません。
　

（共通支配下の取引等）

Ⅵ　吸収分割（㈱チャーミング・リゾート沖縄）

１．対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並び
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    に結合後取引の目的を含む取引の概要
(1) 対象となった事業の名称及びその事業の内容

事業の名称　㈱チャーミング・リゾート沖縄
事業の内容　ホテルの保有

(2) 企業結合の法的方式
㈱チャーミング・リゾート沖縄を分割会社とし、㈱ゼクスを承継会社とする吸収分割

(3) 結合後企業の名称
㈱ゼクス

(4) 取引の目的を含む取引の概要
グループ経営効率の改善

２．実施した会計処理の概要
「企業結合に係る会計基準」(企業会計審議会　平成15年10月31日)及び「企業結合会計基準及び事
業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成18年12月22日)に
基づき、共通支配下の取引として処理しております。

　

Ⅶ　吸収分割（㈱チャーミング・リゾートすんぷ）

１．対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並び
      に結合後取引の目的を含む取引の概要

(1) 対象となった事業の名称及びその事業の内容
事業の名称　㈱チャーミング・リゾートすんぷ
事業の内容　観光レクリエーション施設の運営

(2) 企業結合の法的方式
㈱チャーミング・リゾーツを存続会社とする吸収合併方式

(3) 結合後企業の名称　
㈱チャーミング・リゾートすんぷ
(平成20年５月１日に㈱チャーミング・リゾーツより商号を変更しております。)

(4) 取引の目的を含む取引の概要
グループ経営効率の改善

２．実施した会計処理の概要
「企業結合に係る会計基準」(企業会計審議会　平成15年10月31日)及び「企業結合会計基準及び事
業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成18年12月22日)に
基づき、共通支配下の取引として処理しております。

　

Ⅷ　吸収分割（㈱チャーミング・リゾートファイナンス）

１．対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに
　　結合後取引の目的を含む取引の概要

(1) 対象となった事業の名称及びその事業の内容
事業の名称　㈱チャーミング・リゾートファイナンス
事業の内容　金融業

(2) 企業結合の法的方式
㈱ゼクス・プリンシパル・インベストメントを存続会社とする吸収合併方式

(3) 結合後企業の名称
㈱ゼクス・プリンシパル・インベストメント

(4) 取引の目的を含む取引の概要
グループ経営効率の改善

２．実施した会計処理の概要
「企業結合に係る会計基準」(企業会計審議会　平成15年10月31日)及び「企業結合会計基準及び事
業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成18年12月22日)に
基づき、共通支配下の取引として処理しております。

　

当連結会計年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

（共通支配下の取引等）

Ⅰ　新設分割（㈱ゼクスコミュニティ）

１．対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに
    取引の目的を含む取引の概要

(1) 対象となった事業の名称及びその事業の内容 
事業の名称　㈱ゼクスコミュニティの介護付高齢者住宅の運営・管理等 
事業の内容　介護付高齢者住宅の運営・管理等

(2) 企業結合の法的形式
  ㈱ゼクスコミュニティを分割会社とし、新設する㈱ボンセジュール、㈱ボンセジュール・バリ
エを承継会社とする新設分割
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(3) 結合後企業の名称
㈱ボンセジュール及び㈱ボンセジュール・バリエ

(4) 取引の目的を含む取引の概要
  有料老人ホームを運営する㈱ゼクスコミュニティについて、運営と保有（既開発済不動産並
びに開発用不動産の保有）を分社化することで各々の業務の効率性を高めるとともに、運営事
業、保有事業の分別をすることで、各事業に対する機動的な資金調達を可能にし、今後のシニア
事業の事業基盤を強化することを目的として、本会社分割を行うものであります。

２．実施した会計処理の概要
「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日　最終改正平成20年12月26日）
及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10
号　最終改正平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

　

Ⅱ　新設分割（㈱ゼクスアクティブ・エイジ）

１．対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに
    取引の目的を含む取引の概要

(1) 対象となった事業の名称及びその事業の内容 
事業の名称　㈱ゼクスアクティブ・エイジの健常高齢者向けシニア住宅の運営・管理等
事業の内容　健常高齢者向けシニア住宅の運営・管理等

(2) 企業結合の法的形式
  ㈱ゼクスアクティブ・エイジを分割会社とし、新設する㈱チャーミング・スクウェア芦屋、㈱
チャーミング・スクウェア舞子を承継会社とする新設分割

(3) 結合後企業の名称
㈱チャーミング・スクウェア芦屋及び㈱チャーミング・スクウェア舞子

(4) 取引の目的を含む取引の概要
  健常高齢者向けシニア住宅を運営する㈱ゼクスアクティブ・エイジについて、当社グループ
を取り巻く社会経済環境の急激な変化を踏まえ、早期に財務体質の改善を図るべく各々の業務
の効率性を高め、各施設ごとの数値の明確化を図ることで、各施設に対する機動的な資金調達を
可能にし、今後のシニア事業の事業基盤を強化することを目的として、本会社分割を行うもので
あります。

２．実施した会計処理の概要
「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日　最終改正平成20年12月26日）
及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10
号　最終改正平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

　

Ⅲ　事業分離（バーリントン事業承継㈱）

１. 分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形
    式を含む事業分離の概要

(1) 分離先企業の名称及び分離した事業の内容 
分離先企業の名称　バーリントン事業承継㈱
事業の名称        住宅型有料老人ホームの運営事業
事業の内容        当社の子会社である㈱ゼクスアクティブ・シニアの住宅型有料老人
　　　　　　　　　ホーム「バーリントンハウス」の運営・管理等

(2) 事業分離を行った主な理由 
  ㈱ゼクスアクティブ・シニアの運営する住宅型有料老人ホーム「バーリントンハウス」事業
に関する返還方法につき当社とラディアホールディングス㈱との間で協議した結果、ご入居者
の意向を尊重し、確実にサービスを継続すること、また、従業員の意向を尊重し、円滑に雇用を継
続することを可能にするため、吸収分割により譲渡することで合意に至りました。

(3) 事業分離日
平成21年４月１日

(4) 法的形式を含む事業分離の概要
  ㈱ゼクスアクティブ・シニアを分割会社とし、バーリントン事業承継㈱を承継会社とする吸
収分割による事業譲渡を実施いたしました。

２. 事業の種類別セグメントにおいて、分離した事業が含まれていた事業区分の名称
  シニアハウジング＆サービス事業

前へ
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

　

　

不動産
コンサル
ティング
事業
(百万円)

シニア
ハウジング
＆サービス
事業
(百万円)

リゾート＆ス
ポーツ、その
他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

68,042 10,661 5,561 84,264 ― 84,264

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 45 45 (　　 45) ―

計 68,042 10,661 5,606 84,310(　   45)84,264

　　営業費用 57,148 12,449 6,832 76,430 3,310 79,740

　　営業利益又は
営業損失(△)

10,894△1,788 △1,225 7,880(　 3,356)4,524

Ⅱ　資産、減価償却費、
　　減損損失及び資本的

支出
　 　 　 　 　 　

資産 26,999 57,478 2,898 87,376 9,378 96,755

減価償却費 379 1,313 776 2,469 51 2,521

減損損失 834 ― 3,842 4,677 ― 4,677

資本的支出 1,916 6,795 549 9,261 120 9,382

(注) １　事業区分は、事業の性質及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分に属する主要な事業内容

(1) 不動産コンサルティング事業………不動産コンサルティング、コンストラクションマネジメント

ディベロップメント、インベストメント、アセットマネジメント

(2) シニアハウジング＆サービス事業…シニアハウジング、医療関連サービス

(3) リゾート＆スポーツ、その他事業…リゾート施設の運営、カルチャー、繊維事業、スポーツクラブの運営

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社の総務部門等管理部門

にかかる費用であり、当連結会計年度は3,566百万円であります。また、消去又は全社の項目にはセグメント間の

内部取引高が、当連結会計年度256百万円含まれております。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金(現金預金)、長期投

資資金及び管理部門に係る資産等であり、当連結会計年度は9,487百万円であります。

５　前連結会計年度まで「その他施設運営事業」として分類しておりましたセグメント名称を当連結会計年度よ

り「リゾート＆スポーツ、その他事業」と変更しております。これによる分類内容の変更はありません。
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当連結会計年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

　

　

不動産
コンサル
ティング
事業
(百万円)

シニア
ハウジング
＆サービス
事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

4,385 7,933 257 12,575 ― 12,575

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

80 0 2 82 (　　 82) ―

計 4,465 7,933 259 12,658(　  82) 12,575

　　営業費用 3,687 9,958 585 14,231 1,540 15,771

　　営業利益又は
営業損失(△)

778 △2,024 △326 △1,572(　 1,622)△3,195

Ⅱ　資産、減価償却費、
　　資本的支出

　 　 　 　 　 　

資産 20,247 29,315 2,331 51,894 556 52,450

減価償却費 67 1,209 79 1,356 43 1,400

資本的支出 29 146 49 224 21 246

(注) １　事業区分は、事業の性質及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分に属する主要な事業内容

(1) 不動産コンサルティング事業………不動産コンサルティング、コンストラクションマネジメント

ディベロップメント、インベストメント、アセットマネジメント

(2) シニアハウジング＆サービス事業…シニアハウジング、医療関連サービス

(3) その他事業……………………………リゾート施設の運営、スポーツクラブの運営

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社の総務部門等管理部門

にかかる費用であり、当連結会計年度は1,680百万円であります。また、消去又は全社の項目にはセグメント間の

内部取引高が、当連結会計年度140百万円含まれております。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金(現金預金)、長期投

資資金及び管理部門に係る資産等であり、当連結会計年度は556百万円であります。

５　前連結会計年度まで「リゾート＆スポーツ、その他事業」として分類しておりましたセグメント名称を当連結

会計年度より「その他事業」と変更しております。これによる分類内容の変更はありません。

６　会計処理方法の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（1）③に記載のとおり、当連結会計年度から

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を適用しており

ます。この変更による損益に与える影響は軽微であります。

（リース取引に関する会計基準の適用）

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号　平成19年３月30日）および「リース取引に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号）を適用しております。この変更による損益に与

える影響はありません。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日）および当連結会計年度（自　平成20

年６月１日　至　平成21年５月31日）において、全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資

産の金額の合計額に占める日本の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前連結会計年度（平成19年６月１日から平成20年５月31日まで）及び当連結会計年度（平成20年６

月１日から平成21年５月31日まで）は海外売上高が連結売上高の10%未満であるため、記載を省略して

おります。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

１　役員及び個人主要株主等
　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員の
近親者

増 田 敦
子

― ― ―
(被所有)
　なし

― ―
屋内階段昇
降機設置工
事

1 ― ―
 

(注) １　上記金額の取引金額及び期末残高には、消費税等は含まれておりません。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 上記取引は、市場価格等を勘案して、一般の取引条件と同様に決定しております。

　

当連結会計年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

(追加情報) 

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月

17日）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成

18年10月17日）を適用しております。

　この結果、従来の開示対象範囲に加えて、連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

が開示対象に追加されております。なお、新たに開示対象に追加された関連当事者との取引について記

載すべき重要なものはありません。
　

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

該当事項はありません。
　

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者の取引

該当事項はありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１株当たり純資産額 35,849円87銭 429円26銭

１株当たり当期純損失(△) △29,739円53銭 △24,218円11銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

― 円 ― 銭 ― 円 ― 銭

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益については、１株当たり当
期純損失であるため記載しておりま
せん。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益については、１株当たり当
期純損失であるため記載しておりま
せん。

(注)　算定上の基礎は、以下の通りであります。

１　１株当たり純資産額

項目
前連結会計年度末

（平成20年5月31日）

当連結会計年度末

（平成21年5月31日）

連結貸借対照表の純資産の部の合計額

（百万円）
7,834 1,280

普通株式に係る純資産額（百万円） 7,815 1,271

連結貸借対照表の純資産の部の合計額

から控除する金額（百万円）
△19 △8

(うち少数株主持分) △19 △8

普通株式の発行済株式数（株） 224,016 2,969,038

普通株式の自己株式数（株） 6,004 6,004

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た普通株式の数（株）
218,012 2,963,034

　
２　１株当たり当期純損失(△)及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目
前連結会計年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

連結損益計算書上の当期純損失(△)
（百万円)

△6,520 △9,211

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純損失(△)
（百万円）

△6,520 △9,211

普通株式の期中平均株式数（株） 219,241 380,369

普通株式増加数（株） ― ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要

2010年５月31日満期円貨建転換社

債型新株予約権付社債

　額面金額　　　2,075百万円

　　第３回ストックオプション

　　　　　　　　　　2,004個

　　第４回ストックオプション

　　　　　　　　　　3,962個

　　第５回ストックオプション

　　　　　　　　　　4,302個

2010年５月31日満期円貨建転換社

債型新株予約権付社債

　額面金額　　　　　80百万円

　　第３回ストックオプション

　　　　　　　　　　　207個

　　第４回ストックオプション

　　　　　　　　　　　885個

　　第５回ストックオプション

　　　　　　　　　　　851個
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(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１．重要な資産の担保提供

下記不動産を平成20年６月25日に担保提供のため、

極度額120億円の根抵当権設定および登記留保してお

ります。

(1) 重要な資産の担保提供の理由　　

将来事業の営業債務の発生に対する担保となり

ます。

(2) 担保提供物件　

　①物件の種類　　土地、建物 

　②帳簿価額　　22,944百万円

２．重要な子会社の新株発行 

　当社は、当社コア事業であるシニアハウジング＆

サービス事業において、早期に事業基盤の安定化と今

後の競争力の強化を目指す必要があると判断し、第三

者との資本提携の可能性を検討した結果、平成20年８

月25日開催の当社取締役会で㈱ジェイ・ウィル・

パートナーズと資本提携に関する覚書を締結するこ

とを決議し、同日付で覚書を締結いたしました。 

　同覚書に基づき、平成20年８月29日に、㈱ボンセ

ジュール(当社の連結子会社である㈱ゼクスコミュニ

ティが平成20年８月28日に新設分割により設立)が発

行する優先株式750株を15億円で㈱ジェイ・ウィル・

パートナーズが運営するファンドが引き受けており

ます。調達資金は運転資金に使用いたします。また、優

先株式に対する配当はいたしません。

３．重要な資産及び事業の譲渡 

　当社は、平成21年５月期を初年度とする中期経営計

画に基づき、不動産コンサルティング事業とシニアハ

ウジング＆サービス事業への「選択と集中」を進め、

経営基盤の安定化に向け鋭意努力しておりますが、シ

ニアハウジング＆サービス事業については、関西圏で

の営業ノウハウ欠如に伴う入居遅れ等から平成21年

５月期は赤字の見通しとなっております。 

　このため、当社は、平成20年８月29日開催の当社取締

役会において、当社が保有する「チャーミング・スク

ウェア芦屋」に係る土地および建物を11,500百万円

で㈱富士薬品が出資する特定目的会社芦屋シニアレ

ジデンスに譲渡することを決議し、同日付で売買契約

を締結いたしました。なお、決済は平成20年９月３日

に予定しております。 

　また、当社は平成20年８月29日開催の当社取締役会

において、当社の連結子会社である㈱ゼクスアクティ

ブ・エイジが運営しております「チャーミング・ス

クウェア芦屋」事業を㈱富士薬品に譲渡することを

決議し、同日付で基本合意書を締結いたしました。 

　譲渡は、㈱ゼクスアクティブ・エイジが、平成20年９

月30日に新設分割により設立予定の、「チャーミング

・スクウェア芦屋」事業の運営会社である(仮称)㈱

チャーミング・スクウェア芦屋の全株式を平成20年

９月30日に譲渡する方法で行います。

当社は、平成21年６月18日付（訴状送達日　平成21

年７月８日）にて、東京地方裁判所において訴訟の提

起を受けております。訴訟の内容は以下のとおりであ

ります。

　(1) 訴訟を提起した者

株式会社富士薬品　代表取締役　高柳昌幸 

埼玉県さいたま市大宮区桜木町四丁目383番地

  (2) 訴訟の内容

  当社保有不動産を特定目的会社芦屋シニアレ

ジデンスへ譲渡を行うに際し、特定目的会社芦屋

シニアレジデンスが発行する優先出資証券を株

式会社富士薬品が購入するに至った過程で当社

から損害を与えられたとする内容の損害賠償請

求であります。

  (3) 損害賠償請求額

  31億37百万円

  (4) 訴訟に対する会社の見解

  当社は、正当な手続きに則り、特定目的会社芦

屋シニアレジデンスへ不動産の譲渡を行ってお

り、株式会社富士薬品が当該特定目的会社の発行

する優先出資を引き受けるにあたり、損害を与え

た事実は一切ありません。また、当社は一連の取

引において当社が受けた損害について、株式会社

富士薬品に対し反訴する予定であり、現在、弁護

士と協議しております。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

㈱ゼクス 第６回無担保社債
平成19年
２月28日

340 ─ 1.11無担保社債
平成22年
２月26日

㈱ゼクス 第８回無担保社債
平成19年
10月４日

1,000 ― 2.60無担保社債
平成20年
６月27日

㈱ゼクス(注)２

2010年5月31日満
期円貨建転換社債
型新株予約権付社
債

平成17年
６月13日

2,075
 80
( 80)

― 無担保社債
平成22年
５月31日

㈱ゼクス・プリン
シパル・インベス
トメント

第1回社債
平成17年
10月13日

150 15010.0無担保社債
平成22年
10月13日

合計 ― ― 3,565
230 
( 80)

― ― ―

(注) １　「当期末残高」欄の（内書）は、１年内償還予定の金額であります。

２　2010年5月31日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債の内容

発行すべき
株式の内容

株式の
発行価格

発行価額の総額

新株予約権の
行使により発行
した株式の発行
価額の総額

新株予約権
の付与割合

新株予約権
の行使期間

新株予約権の
譲渡に
関する事項

㈱ゼクス
普通株式

53,658.8円4,000百万円1,924百万円
社債額面5百
万円につき5
百万円

自　平成17年
　　６月27日
至　平成22年
　　５月17日

―

（注）１ 平成17年７月15日開催の取締役会決議に基づき、平成17年８月２日付にて自己株式の処分を行ったこと

に伴い、発行価格は333,756.8円に、また、平成18年５月12日開催の取締役会決議に基づき、平成18年６月

１日をもって普通株式１株を２株に分割し、株式の発行価格は166,878.4円に調整されております。

      ２ 平成21年２月26日開催の取締役会決議に基づき、平成21年３月13日付にて第三者割当増資が行われたこ

とにより平成21年３月14日をもって、株式の発行価格は75,232.1円に、さらに、平成21年５月14日開催の

取締役会決議に基づき、平成21年５月29日付にて第三者割当増資が行われたことにより、株式の発行価

格は53,658.8円に調整されております。

３　連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。

１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

80 150 ― ― ―

　

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 20,985 16,557 6.45 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 6,242 9,209 2.31 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ─ ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

19,869 2,788 2.99
平成22年6月～
平成37年6月

リース債務（１年以内に返済予定
のものを除く。）

― ─ ― ―

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 47,098 28,555 ― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金 (１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額の総額

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 1,350 256 136 62
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(2) 【その他】

1．当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　

　 　
第１四半期

（自 平成20年６月１日

  至 平成20年８月31日)

第２四半期
（自 平成20年９月１日

  至 平成20年11月30日)

第３四半期
（自 平成20年12月１日

  至 平成21年２月28日)

第４四半期
（自 平成21年３月１日

  至 平成21年５月31日)

売上高 （百万円） 3,921 6,921 712 1,020

税金等調整前
四半期純損失

（百万円） △2,771 △1,555 △3,966 △1,021

四半期純損失 （百万円） △2,594 △1,550 △3,988 △1,078

１株当たり
四半期純損失

（円） △11,900.15 △7,111.97 △18,291.39 △1,251.23

　

2．重要な訴訟事件等

　

①　当連結会計年度中に生じた重要な訴訟事件等

当社は、平成20年11月12日付にて、国土交通省からラディアホールディングス株式会社が保有し、当

社連結子会社である株式会社ゼクスアクティブ・シニアが運営を行っていた「バーリントンハウス馬

事公苑」の建物につき、建築基準法第20条（構造耐力）に違反しているとの発表があったことを受け、

平成20年12月８日付にて、当社並びに当社連結子会社である株式会社ゼクスアクティブ・エイジ並び

に株式会社ゼクスアクティブ・シニアは、ラディアホールディングス株式会社に対し、損害賠償、株式

買取、寄託金返還を求める訴訟を東京地方裁判所に提起しております。 

　これに対し、平成21年１月９日付にてラディアホールディングス株式会社より東京地方裁判所に答弁

書が提出されるとともに、当社に対して当社の債務不履行による不動産売買契約の解除に基づく違約

金並びに遅延損害金の支払を求める訴訟が提起されております。 

　当社といたしましては、弁護士と協議の上、裁判において当社の正当性を主張して争っていく方針で

す。　
　

②　当連結会計年度終了後に生じた重要な訴訟事件等

「第５［経理の状況］１［連結財務諸表等］注記事項（重要な後発事象）をご参照ください。
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年５月31日)

当事業年度
(平成21年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 5,064 278

売掛金 179 ※3
 106

販売用不動産 ※1
 1,765

※1
 2,197

仕掛販売用不動産 ※1
 3,187

※1
 2,360

仕掛品 ※1, ※4
 4,412

※1, ※4
 2,331

前渡金 380 50

前払費用 318 117

関係会社短期貸付金 155 500

短期貸付金 3 136

立替金 ※3
 371 376

未収還付法人税等 1,111 －

その他 165 ※1
 218

貸倒引当金 △36 △45

流動資産合計 17,079 8,629

固定資産

有形固定資産

建物 ※1
 22,289

※1
 10,600

減価償却累計額 △1,436 △1,182

建物（純額） 20,853 9,418

構築物 ※1
 504

※1
 298

減価償却累計額 △78 △93

構築物（純額） 426 204

車両運搬具 15 0

減価償却累計額 △13 △0

車両運搬具（純額） 2 0

機械及び装置 ※1
 36

※1
 23

減価償却累計額 △3 △6

機械及び装置（純額） 33 16

工具、器具及び備品 87 41

減価償却累計額 △44 △28

工具、器具及び備品（純額） 42 13

土地 ※1
 11,799

※1
 8,915

建設仮勘定 ※1
 210

※1
 241

有形固定資産合計 33,366 18,810

無形固定資産

ソフトウエア 85 67

電話加入権 0 0

無形固定資産合計 85 68
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年５月31日)

当事業年度
(平成21年５月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 386

※1
 297

関係会社株式 ※1
 8,337

※1
 4,475

出資金 ※1
 36

※1
 24

関係会社社債 70 70

その他の関係会社有価証券 2,212 3,846

長期貸付金 450 ※1
 473

関係会社長期貸付金 10,386 7,387

長期前払費用 356 207

差入保証金 ※1
 3,091

※1
 2,104

ゴルフ会員権 11 11

長期預金 ※1
 54 －

貸倒引当金 △53 △5,107

投資損失引当金 △3,997 △3,160

投資その他の資産合計 21,344 10,629

固定資産合計 54,796 29,508

繰延資産

開業費 346 －

繰延資産合計 346 －

資産合計 72,222 38,137

負債の部

流動負債

支払手形 － 155

買掛金 741 ※1
 612

営業外支払手形 2,005 －

短期借入金 ※1
 12,036

※1
 9,689

関係会社短期借入金 335 192

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 4,414

※1, ※3
 10,178

1年内償還予定の社債 1,160 －

未払金 1,460 267

設備関係未払金 － ※1
 2,563

未払費用 198 660

未払法人税等 － 13

不動産事業前受金 2,985 474

預り金 ※3
 13,357

※3
 3,245

その他 4 ※1
 446

流動負債合計 38,699 28,498

固定負債

社債 180 －

新株予約権付社債 2,075 －
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年５月31日)

当事業年度
(平成21年５月31日)

長期借入金 ※1
 17,183

※1
 2,781

関係会社長期借入金 648 4,100

長期未払金 0 0

長期前受収益 1,991 －

長期預り保証金 ※3
 3,146

※3
 2,725

固定負債合計 25,225 9,607

負債合計 63,924 38,105

純資産の部

株主資本

資本金 5,732 7,184

資本剰余金

資本準備金 5,480 6,931

その他資本剰余金 17 17

資本剰余金合計 5,497 6,948

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △2,314 △13,517

利益剰余金合計 △2,314 △13,517

自己株式 △576 △576

株主資本合計 8,339 38

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △42 △6

評価・換算差額等合計 △42 △6

純資産合計 8,297 32

負債純資産合計 72,222 38,137
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年６月１日
　至 平成20年５月31日)

当事業年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

売上高 ※1
 19,313

※1
 5,453

売上原価 12,651 4,567

売上総利益 6,662 886

販売費及び一般管理費

役員報酬 196 90

給料及び手当 1,258 508

賞与及び手当 36 5

雑給 12 2

法定福利費 158 64

福利厚生費 31 1

広告宣伝費 416 15

旅費及び交通費 176 56

交際費 143 18

租税公課 331 211

保険料 35 －

支払手数料 692 979

減価償却費 51 46

貸倒引当金繰入額 21 －

地代家賃 344 253

その他 256 189

販売費及び一般管理費合計 4,163 2,445

営業利益又は営業損失（△） 2,498 △1,558

営業外収益

受取利息 ※1
 475

※1
 398

受取配当金 69 54

経営指導料 ※1
 238 57

その他 225 190

営業外収益合計 1,008 701

営業外費用

支払利息 ※1
 1,682

※1
 1,718

社債利息 72 4

開業費償却 － 31

支払融資手数料 484 269

社債発行費 6 －

その他 446 253

営業外費用合計 2,692 2,277

経常利益又は経常損失（△） 814 △3,135
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年６月１日
　至 平成20年５月31日)

当事業年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

特別利益

固定資産売却益 ※2
 3,292 0

投資有価証券売却益 351 －

関係会社株式売却益 － 5,986

負ののれん一括償却額 － 140

貸倒引当金戻入額 － 10

債務買取益 － 744

その他 338 96

特別利益合計 3,982 6,979

特別損失

たな卸資産評価損 － 15

たな卸資産処分損 － 253

固定資産売却損 － ※3
 2,587

固定資産除却損 ※4
 8

※4
 193

投資有価証券売却損 － 82

投資有価証券評価損 － 985

関係会社株式売却損 2,330 5,214

有価証券売却損 － 324

関係会社株式評価損 2,195 －

投資損失引当金繰入額 3,973 3,077

貸倒引当金繰入額 － 1,372

その他 502 943

特別損失合計 9,009 15,051

税引前当期純損失（△） △4,212 △11,206

法人税、住民税及び事業税 220 △3

法人税等調整額 778 －

法人税等合計 999 △3

当期純損失（△） △5,211 △11,202
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【売上原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　土地仕入 　 4,074 32.9 45 1.9

Ⅱ　建物仕入 　 1,061 8.6 565 23.6

Ⅲ　外注費 　 2,164 17.5 269 11.2

Ⅳ　減価償却費 　 960 7.7 756 31.6

Ⅴ　経費 ※１ 4,133 33.3 759 31.7

当期総事業費用 　 12,393100.0 2,396 100.0

期首販売用不動産たな卸高 　 2,303　 1,765　

小計 　 14,696　 4,161　

期末販売用不動産たな卸高 　 1,765　 2,197　

差引 　 12,931　 1,963　

　　期首仕掛販売用不動産たな
　　卸高

　 5,464　 3,187　

小計 　 18,396　 5,151　

　　期末仕掛販売用不動産たな
　　卸高

　 3,187　 2,360　

差引 　 15,208　 2,791　

　　期首仕掛品たな卸高 　 2,341　 4,412　

小計 　 17,549　 7,203　

　　期末仕掛品たな卸高 　 4,412　 2,331　

他勘定への振替高 ※２ △485　 △304　

当期売上原価 　 12,651　 4,567　

　 　 　 　 　 　

(注)　※１　主な内訳は、次のとおりであります。

項目
前事業年度
(百万円)

当事業年度
(百万円)

支払手数料 2,720 189

租税公課 430 157

地代家賃 139 212

広告宣伝費 101 16

水道光熱費 86 25

　※２　他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

項目
前事業年度
(百万円)

当事業年度
(百万円)

立替金 449 0

不動産事業前受金 ─ 165

その他特別損失 35 139

計 485 304

　

(原価計算の方法)

当社の原価計算は、個別原価計算によっております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年６月１日
　至 平成20年５月31日)

当事業年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,228 5,732

当期変動額

新株の発行 504 1,451

当期変動額合計 504 1,451

当期末残高 5,732 7,184

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 4,976 5,480

当期変動額

新株の発行 504 1,450

当期変動額合計 504 1,450

当期末残高 5,480 6,931

その他資本剰余金

前期末残高 17 17

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 17 17

資本剰余金合計

前期末残高 4,993 5,497

当期変動額

新株の発行 504 1,450

当期変動額合計 504 1,450

当期末残高 5,497 6,948

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 3,090 △2,314

当期変動額

剰余金の配当 △193 －

当期純損失（△） △5,211 △11,202

当期変動額合計 △5,404 △11,202

当期末残高 △2,314 △13,517

利益剰余金合計

前期末残高 3,090 △2,314

当期変動額

剰余金の配当 △193 －

当期純損失（△） △5,211 △11,202

当期変動額合計 △5,404 △11,202
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年６月１日
　至 平成20年５月31日)

当事業年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

当期末残高 △2,314 △13,517

自己株式

前期末残高 △89 △576

当期変動額

自己株式の取得 △486 －

当期変動額合計 △486 －

当期末残高 △576 △576

株主資本合計

前期末残高 13,222 8,339

当期変動額

新株の発行 1,008 2,902

剰余金の配当 △193 －

当期純損失（△） △5,211 △11,202

自己株式の取得 △486 －

当期変動額合計 △4,882 △8,300

当期末残高 8,339 38

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 433 △42

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△475 35

当期変動額合計 △475 35

当期末残高 △42 △6

評価・換算差額等合計

前期末残高 433 △42

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△475 35

当期変動額合計 △475 35

当期末残高 △42 △6

新株予約権

前期末残高 9 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △9 －

当期変動額合計 △9 －

当期末残高 － －
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年６月１日
　至 平成20年５月31日)

当事業年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

純資産合計

前期末残高 13,666 8,297

当期変動額

新株の発行 1,008 2,902

剰余金の配当 △193 －

当期純損失（△） △5,211 △11,202

自己株式の取得 △486 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △485 35

当期変動額合計 △5,368 △8,265

当期末残高 8,297 32
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【継続企業の前提に関する注記】

前事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　　当社の属する不動産業界においては、J-REIT市場の低

迷、金融機関の不動産案件融資の厳格化、建築費の高

騰、改正建築基準法の影響による着工数の減少等、事

業環境は極めて厳しい状況が続いております。

　このような事業環境のもと当社グループは、環境の

変化に対応し、ゴルフ場事業ならびにホテル事業から

の撤退や子会社であった㈱中央コーポレーションの

非連結化等の財務リストラも並行して行ってまいり

ました。しかしながら、第４四半期に予定していた大

型物件の売却が不動産市況の悪化に伴い当初予定ど

おりに進捗しなかったこと等から、営業利益・経常利

益は大幅な減益となりました。さらに、静岡県にて当

社子会社が運営する温浴レクリエーション施設「す

んぷ夢ひろば」について減損処理を行ったこと等に

より、多額の当期純損失を計上することとなり、連結

ベースの営業キャッシュ・フローは３期連続の赤字

となりました。さらに、決算日以降のさらなる不動産

市況の悪化に伴い物件等の売却が当初予定どおりに

進捗せず、不動産コンサルティング事業の売上計画を

大幅に下回る状況となっています。そのため、一部の

金融機関からの借入返済について、金融機関との合意

により期日を延期しております。

　当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑

義が存在しておりますが、下記施策の確実な実行によ

り、早期に資金繰りの安定化が実現できると考えてお

ります。

　当該状況を解消すべく、当社グループは財務体質強

化の具体的な施策として、自助努力による利益の積み

増しに加え、シニアハウジング＆サービス事業の事業

再編に伴う資本提携に関する覚書を平成20年８月25

日に締結しました。また、資本増強を特定の投資家と

交渉しており、取引金融機関からの継続的な協力が得

られると考えております。

　また、当社グループは、経営基盤の再構築を図るとと

もに、既存の不動産事業の業務改善に加え、施設運営

事業の建て直しを行うことにより、成長力と

収益力の回復を図るため、平成21年５月期を初年度と

する３ヵ年を対象とした中期経営計画（ゼクスリバ

イバルプラン2011）を策定いたしました。

　当該中期経営計画の内容は、事業基盤の再構築のた

めに、不動産コンサルティング事業では、リスクの精

査（案件の厳選）と収益の最大化（不動産バリュー

アップ）に重点をおいた新体制とし、人材と組織力を

活かした展開を行ってまいります。また、当該事業は

ファイナンス上の観点から効率性をより重視する体

制へと変革いたします。

 当社グループは「選択と集中」によるグループ会社の

再編並びに販売費及び一般管理費の削減を中心としたコ

スト削減等財務リストラを行うとともに、不安定な不動

産事業に依存しない経営体質への改善を目指し、前事業

年度より不採算事業の整理や人員リストラによるキャッ

シュ・フロー改善等に積極的に取組んだ結果、当事業年

度において不採算事業の整理をほぼ一巡することができ

ました。また、当面の経済・金融環境を踏まえ、当社グ

ループが直面する経営課題と現状及び中長期に亘る収益

基盤の再構築及びその拡大を図るためには、自己資本の

増強・財務基盤の再構築が急務であり、ステークホル

ダーの皆様からの信用の回復並びに資金繰りの安定化を

図ることが必須であると考え、平成21年３月13日並びに

平成21年５月29日の２度に亘り第三者割当増資を実施い

たしました。 

　しかしながら、前事業年度から引き続き、外部環境の悪

化に伴い不動産案件に対する金融機関の融資姿勢が益々

厳しくなっていく中で、当社の不動産コンサルティング

事業においては、物件の売却等が当初予定どおりに進捗

していないこと、また、シニアハウジング＆サービス事業

において信用収縮が進んだことにより当初計画どおりの

入居率を達成することができなかったこと、さらに、当社

の持分法適用関連会社であった㈱中央コーポレーション

の破綻により、多額の関係会社株式売却損及び投資有価

証券評価損を計上したこと等により、当事業年度におい

て11,202百万円の当期純損失を計上することとなったこ

とから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよう

な事象又は状況が存在しております。 

　当社グループは、不動産を取り巻く事業環境が依然とし

て厳しい状況にあることを鑑み、早期に不動産事業に依

存しない経営体質への転換を図ることを目指しておりま

す。中でも、今後益々高齢化社会が進展するのに伴い、シ

ニア向けサービス市場の拡大が予想され、さらなる成長

の余地があると考えられるシニアハウジング＆サービス

事業をグループ事業の中核事業と位置付け、既存施設の

積極的な入居募集と運営効率の改善を目指してまいりま

す。 

　また、金融機関の不動産案件に対する融資姿勢の厳格化

及び不動産市況の急速な縮小等、当社を取り巻く事業環

境の急激な変化を受け、当社グループが保有する営業用

不動産（平成21年５月末現在　12,130百万円）の早期売

却を実現し、有利子負債の圧縮を通じた財務体質の改善

を進めてまいります。

　なお、今後は、不動産コンサルティング事業はシニアハ

ウジング＆サービス事業に対する、開発、企画及びコスト

管理のノウハウの提供等、補完的な役割を担うものと考

えておりますので、不動産コンサルティング事業の一環

としての営業用資産の取得及び不動産流動化スキームへ

の投融資等については、積極的な展開を行わず、当面の

間、物件の新規取得並びに新規投融資を行わない方針で

あります。
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前事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　　シニアハウジング＆サービス事業では、積極的な事業

展開が収益の悪化を招いたため、ビジネスモデルを再

構築するとともに、運営効率の改善に重点を置いた新

体制といたします。また、ファイナンス・収益上の観

点より新規出店は厳選する方針とし、既存施設の入居

率改善を優先することで、早期に営業赤字を解消し、

安定的な収益を生み出す事業へと変革いたします。リ

ゾート＆スポーツ、その他事業では、当社独自での展

開を図っておりましたが、今後は第三者との提携等を

含め、より付加価値の高いサービス提供ができる体制

を模索してまいります。

　また、キャッシュ・フローの安定的創出のために、平

成21年５月期より、㈱中央コーポレーションの非連結

化等による不動産コンサルティング事業に係るたな

卸資産の大幅削減とともに、シニアハウジング＆サー

ビス事業で安定的な収益を生み出し、営業キャッシュ

・フローの黒字化とさらなる拡大を図ります。また、

営業経費の削減により外部環境の変化への対応力を

備えた収益構造へと脱皮するとともに、営業経費の効

率化の観点から、費用対効果の向上と人件費等固定費

の縮小をすることにより、当該中期経営計画初年度の

販売費・一般管理費を対前事業年度比20％削減いた

します。

　さらに、保有不動産の売却や事業の見直し等の資産

圧縮を積極的に進めることで、有利子負債の削減を

行ってまいります。当該計画を確実に実行してゆくこ

とにより、取引金融機関からの継続的な協力が得られ

ると考えております。

　当社の事業継続は、上記の経営基盤の再構築、資本増

強の実現、ならびに取引金融機関の継続的な協力に依

存しておりますが、財務諸表は継続企業を前提に作成

されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表

には反映しておりません。

　さらに、当社は取引金融機関との緊密な関係を維持して

おり、当面の厳しい環境を乗り越えるべく継続的なご支

援をいただくことを前提とした資金計画の見直しを行っ

ております。 

　前事業年度末において連結ベースで48,588百万円で

あった有利子負債を、不採算事業の売却等により28,705

百万円まで削減するなど、予定を上回るスピードで有利

子負債の圧縮を進めてまいりましたが、より筋肉質な財

務体質に転換すべく、今後も保有不動産の売却等、積極的

な資産リストラを進めてまいります。

  また、これまでに当社は、平成21年１月29日付にて、新

株式並びに新株予約権の発行登録を行うことを決議し、

平成21年２月26日開催の取締役会決議に基づき平成21年

３月13日付にて第三者割当による新株式及び第七回新株

予約権を発行いたしました。また、当社は、平成21年４月

21日開催の臨時株主総会において定款の一部変更に関す

る決議を行い、従来748,000株であった発行可能株式総数

を2,976,000株へ拡大するとともに、平成21年６月22日開

催の臨時株主総会において、再度定款の一部変更に関す

る決議を行い、発行可能株式総数を11,876,000株へ拡大

いたしました。さらに、平成21年５月29日付にて、平成21

年５月14日開催の取締役会決議に基づき、第三者割当

（デット・エクイティ・スワップ）による新株式を発行

するなど有利子負債の削減、自己資本の増強に努めてま

いりました。 足元の資本市場環境が非常に不安定で、か

つ特に不動産セクターに属する中堅企業に対する適時適

切な調達が必ずしも可能とはいえない状況が継続すると

予想される中で、資本増強策の立案及び実行は必要不可

欠であり、かつ中期的な財務基盤の立て直しに寄与する

ものと考えております。 

　さらに、前事業年度より役員報酬の減額、本社移転によ

る地代家賃の削減、管理部門の集約化による固定費の削

減などに取組んでおりますが、今後も継続してきめ細か

な管理を徹底し、販売費及び一般管理費の削減を断行し

てまいります。 

　こうした取組みを進め、当該計画を確実に実行していく

ことにより、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じ

させるような事象又は状況は解消できるものと判断して

おります。 

　しかしながら、一部の借入金に係る期日延長手続きの全

てを完了することは困難であるため、現時点では継続企

業の前提に重要な不確実性が認められます。 

　当社グループの事業継続は、上記の経営基盤の再構築、

さらなる資本増強の実現、並びに取引金融機関の継続的

な協力に依存しておりますが、当財務諸表は継続企業を

前提に作成されており、重要な不確実性の影響を当財務

諸表には反映しておりません。
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【重要な会計方針】

　

項目
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用し

ております。

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

　 (2) その他有価証券

　＜時価のあるもの＞

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法

(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定しております。)

(2) その他有価証券

＜時価のあるもの＞

同左

　 　＜時価のないもの＞

移動平均法による原価法

ただし、匿名組合出資金は個別法に

よっており、詳細は「9(2) 匿名組

合出資金の会計処理」に記載して

おります。

＜時価のないもの＞

同左

２　デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

時価法 同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

販売用不動産、仕掛販売用不動産、仕掛

品

　個別法による原価法

販売用不動産、仕掛販売用不動産、仕掛

品

個別法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下による

簿価切り下げ方法）

（会計方針の変更）

　当事業年度より、「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準

第９号　平成18年７月５日公表分）

を適用しております。 

　なお、この変更に伴う損益に与える

影響は軽微であります。

４　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　定率法(平成10年４月１日以降に取

得した建物(建物附属設備を除く)に

ついては定額法)を採用しておりま

す。

　なお、取得価額10万円以上20万円未

満の少額減価償却資産については、

３年間均等償却を採用しておりま

す。

　主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物 ３～47年

車両運搬具 ３～６年

工具器具備品 ３～15年

(1) 有形固定資産（リース資産を除

く）

  定率法(平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備を除く)

については定額法)を採用しており

ます。

　なお、取得価額10万円以上20万円未

満の少額減価償却資産については、

３年間均等償却を採用しておりま

す。

　主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物 ３～47年

車両運搬具 ３～６年

工具器具備品 ３～15年
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項目
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

　 　 （追加情報）

　法人税法の改正（所得税法等の一部

を改正する法律　平成20年４月30日　

法律第23号）に伴い、法定耐用年数及

び資産区分が見直されました。これに

より、機械装置の一部の資産について

は耐用年数を短縮して減価償却費を

算定する方法に変更しております。 

　なお、この変更に伴う損益に与える

影響は軽微であります。

　 (2) 無形固定資産

　　定額法を採用しております。

　　なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づいております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除

く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づいております。

　 　 (3) リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産について、リー

ス期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。

　なお、リース取引開始日が平成20年

５月31日以前の所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。

５　繰延資産の処理方法 ①　社債発行費

支払時に全額費用として処理して

おります。

①　社債発行費

─

　 ②　開業費

開業後、効果の発現する期間（５

年間）にわたり月数を基準とした均

等償却

②　開業費

同左

　 ③　株式交付費

支払時に全額費用として処理して

おります。

③　株式交付費

同左

６　引当金の計上基準 ①　貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

①　貸倒引当金

同左

　 ②　投資損失引当金

　関係会社への投資等に対する損失

に備えるため、その財政状態等を勘

案して計上しております。

②　投資損失引当金

同左

７　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

同左

 

８　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

─
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項目
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

９　ヘッジ会計の方法  ①　ヘッジ会計の方法

金利スワップのうち特例処理の要

件を満たしているものについては、

特例処理を採用しております。

①　ヘッジ会計の方法

同左

　 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

当事業年度にヘッジ会計を適用し

たヘッジ手段とヘッジ対象は以下の

とおりであります。

ａ　ヘッジ手段…金利スワップ

ｂ　ヘッジ対象…借入金

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　 ③　ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で、デリバティブ取引を行っ

ており、ヘッジ対象の識別は個別契

約ごとに行っております。

③　ヘッジ方針

同左

　 ④　ヘッジ有効性評価の方法

個別取引ごとに、有効性を判断す

ることとしております。なお、特例処

理によっている金利スワップについ

ては、有効性の評価を省略しており

ます。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

10　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1) 消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。

(1) 消費税等の会計処理方法

同左

　 (2) 匿名組合出資金の会計処理

　当社は、不動産関連の匿名組合出資を

行うに際して、匿名組合の財産の持分

相当額を、関係会社に対するものは

「その他の関係会社有価証券」とし、

その他の会社に対するものは「投資有

価証券」として計上しております。匿

名組合への出資時に「その他の関係会

社有価証券」ないし「投資有価証券」

を計上し、匿名組合が獲得した純損益

の持分相当額については、「営業損

益」に計上するとともに、同額を「そ

の他の関係会社有価証券」ないし「投

資有価証券」に加減し、営業者からの

出資金の払い戻しについては、「その

他の関係会社有価証券」ないし「投資

有価証券」を減額させております。

　ただし、当社が管理運営する匿名組合

等への出資に係る会計処理は、決算日

における組合等の決算による財務諸表

に基づいて組合等の資産、負債及び収

益、費用を当社の持分割合に応じて計

上しております。

(2) 匿名組合出資金の会計処理

同左

 

　 (3)不動産開発事業に係る支払利息の

原価算入

　土地の購入金額が３億円以上で、か

つ、開発期間が１年を超える不動産開

発事業に係る支払利息は、開発期間中

のものに限り、取得原価に算入してお

ります。なお、当事業年度において期末

たな卸資産に含まれる支払利息は133

百万円であります。

(3)不動産開発事業に係る支払利息の

原価算入

  土地の購入金額が３億円以上で、か

つ、開発期間が１年を超える不動産開

発事業に係る支払利息は、開発期間中

のものに限り、取得原価に算入してお

ります。なお、当事業年度において期末

たな卸資産に含まれる支払利息は98百

万円であります。
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【会計方針の変更】

　
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

（不動産開発事業に係る支払利息の原価算入）

従来、借入金の支払利息については期間費用として

処理しておりましたが、不動産開発事業が増加してき

たことに伴い、費用・収益を合理的に対応させ、企業の

経営成績をより適正に表示する目的から、当事業年度

より特定の不動産開発事業の支払利息は取得原価に算

入しております。

この変更に伴い、従来の方法に比べ、当事業年度にお

ける経常利益は133百万円増加し、税引前当期純損失は

133万円減少しております。

―

―

 

 

（リース取引に関する会計基準等）

　　当事業年度より、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本

公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

　　なお、リース取引開始日が平成20年５月31日以前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、引

き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

　　この変更による損益に与える影響はありません。

　

【表示方法の変更】

　
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

（貸借対照表）

「関係会社短期借入金」及び「関係会社長期借入

金」は前期までそれぞれ「短期借入金」、「長期借入

金」に含めて表示しておりましたが、当期より区分掲

記しております。

（貸借対照表）

前事業年度において独立掲記しておりました「未

収還付法人税等」（当事業年度30百万円）は、資産の

総額の1/100以下であるため、当事業年度においては

流動資産の「その他」に含めて表示しております。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成20年５月31日)
当事業年度

(平成21年５月31日)

※１　担保資産及び担保付債務

　　担保に供している資産は次のとおりであります。

現金及び預金 64百万円

販売用不動産 1,765百万円

仕掛販売用不動産 3,143百万円

仕掛品 1,841百万円

建物 20,347百万円

構築物 356百万円

機械装置 33百万円

土地 11,776百万円

建設仮勘定 210百万円

関係会社株式 2,371百万円

出資金 13百万円

長期性預金 45百万円

　計 41,967百万円

※１　担保資産及び担保付債務

　　担保に供している資産は次のとおりであります。

販売用不動産 2,197百万円

仕掛販売用不動産 2,358百万円

仕掛品 1,763百万円

建物 9,403百万円

構築物 204百万円

機械装置 16百万円

土地 8,915百万円

建設仮勘定 241百万円

関係会社株式 3,322百万円

出資金 13百万円

投資有価証券 80百万円

長期貸付金 380百万円

差入保証金 30百万円

その他（流動資産） 37百万円

　計 28,966百万円

　　担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 6,686百万円

１年以内返済予定長期借入金 3,166百万円

長期借入金 16,343百万円

　計 26,197百万円

　　質権が設定されている差入保証金

　　差入保証金1,717百万円は、介護付有料老人ホームの運

営に支障が生じた場合の入居者への返還債務に対す

る信用補完措置として、差入保証金の返還請求権に

対して質権が設定されております。

　　担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 8,528百万円

１年内返済予定の長期借入金 9,084百万円

長期借入金 2,781百万円

買掛金 535百万円

設備未払金 2,557百万円

その他（流動負債） 299百万円

　計 23,786百万円

　　質権が設定されている差入保証金

　　差入保証金1,602百万円は、介護付有料老人ホームの運

営に支障が生じた場合の入居者への返還債務に対す

る信用補完措置として、差入保証金の返還請求権に

対して質権が設定されております。
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前事業年度
(平成20年５月31日)

当事業年度
(平成21年５月31日)

　２　保証債務

　　　次の連結子会社及び取引先について、リース契約、金

融機関からの借入、長期預り保証金等に対し債務保

証を行っております。

㈱ゼクスコミュニティ 5,637百万円

㈱ゼクスアクティブ・エイジ 11,217百万円

㈱ジーメド 2百万円

㈱チャーミング・リゾートすんぷ 313百万円

㈱ゼクス・プリンシパル・インベストメント 2,900百万円

㈱すんぷ夢ひろば 200百万円

㈱ゼクスアクティブ・シニア 242百万円

㈱ゼクスコミュニティ・レジデンス 337百万円

(同)ゼット・エー・エー 3,012百万円

由利土地開発(同) 4,230百万円

㈱ペットコミュニティ 215百万円

㈱チャーミング・リゾート那須 16百万円

　２　保証債務

　　　次の連結子会社及び取引先について、リース契約、金

融機関からの借入、長期預り保証金等に対し債務保

証を行っております。

㈱ゼクスアクティブ・エイジ 5,837百万円

特定目的会社芦屋シニアレジデンス 4,500百万円

㈱チャーミング・スクウェア舞子 4,191百万円

アバンザ(合) 4,104百万円

(同)ゼット・エー・エー 3,012百万円

㈱ゼクス・プリンシパル・インベストメント 2,610百万円

㈱ゼクスコミュニティ 2,558百万円

㈱チャーミング・スクウェア芦屋 1,966百万円

㈱ボンセジュール・バリエ 1,596百万円

㈱奈良建設 386百万円

㈱ゼクスコミュニティ・レジデンス 206百万円

㈱すんぷ夢ひろば 200百万円

㈱ペットコミュニティ 189百万円

バーリントン事業承継㈱ 148百万円

㈱リメイク 113百万円

㈱チャーミング・リゾートすんぷ 74百万円

㈱チャーミング・リゾート沖縄 9百万円

㈱ゼクシス 3百万円

㈱アイランドリゾート那須 3百万円

㈱ジーメド 0百万円

㈱ボンセジュール 0百万円

※３　関係会社に対する資産及び負債

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているも

のは、次のとおりであります。

預り金 13,121百万円

預り保証金 3,046百万円

※３　関係会社に対する資産及び負債

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているも

のは、次のとおりであります。

売掛金 44百万円

１年内返済予定の長期借入金 992百万円

預り金 3,198百万円

長期預り保証金 655百万円

※４　土地の仕入に関する金額が含まれております。 ※４　土地の仕入に関する金額が含まれております。

５　　当社は、プロジェクト資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行２行と貸出コミットメント契約を締

結しております。

　　　当期における貸出コミットメント契約に係る借入金

未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,700百万円

借入実行残高 300百万円

差引額 1,400百万円

５　　当社は、プロジェクト資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行２行と貸出コミットメント契約を締

結しております。

　　　当期における貸出コミットメント契約に係る借入金

未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,800百万円

借入実行残高 100百万円

差引額 1,700百万円

　６　差入有価証券等の注記

　　　有価証券を担保とした有価証券の消費貸借契約に

より差し入れた有価証券、または受け入れた有価

証券の時価額は以下のとおりであります。

消費貸借契約により貸し付けた有

価証券
442百万円

差し入れた有価証券の合計額 442百万円
　

消費貸借契約により借り入れた有

価証券
442百万円

受け入れた有価証券の合計額 442百万円

　６　差入有価証券等の注記
─
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

売上高 4,514百万円

受取利息 450百万円

経営指導料収入 236百万円

支払利息 423百万円

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

売上高 1,373百万円

受取利息 382百万円

支払利息 522百万円

※２　固定資産売却益

建物 2,183百万円

土地 1,109百万円

合計 3,292百万円

※２　固定資産売却益

─

※３　固定資産売却損

─

※３　固定資産売却損

建物 2,030百万円

構築物 181百万円

車両運搬具 0百万円

機械及び装置 10百万円

工具、器具及び備品 0百万円

土地 363百万円

合計 2,587百万円

※４　固定資産除却損

建物 3百万円

構築物 2百万円

備品 2百万円

合計 8百万円

※４　固定資産除却損

建物 180百万円

備品 12百万円

合計 193百万円

　

(株主資本等変動計算書関係)

　

前事業年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 摘要

普通株式 622 5,382 ― 6,004注1

合計 622 5,382 ― 6,004　

（注）１　自己株式の増加5,382株は、市場買付による増加であります。

　

当事業年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 摘要

普通株式 6,004 ─ ─ 6,004　

合計 6,004 ─ ─ 6,004　

次へ
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(リース取引関係)

　

前事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１　ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

工具器具備品
百万円

148
百万円

28
百万円

120

車両
 

3
 

2
 

1

ソフトウェア
 

245
 

30
 

214
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 77百万円

１年超 260百万円

合計 337百万円
 

①リース資産の内容

（ア）有形固定資産 

　　 　 主に本社における工具、器具及び備品であり

      ます。

（イ）無形固定資産

　　　　ソフトウエアであります。

②リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。 

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年５月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており、その内容は次のとおりで

あります。

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

　　当額及び期末残高相当額

支払リース料 48百万円

減価償却費相当額 46百万円

支払利息相当額 3百万円
 
(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

工具、器具
及び備品

百万円

148
百万円

59
百万円

89

ソフトウェア
 

257
 

79
 

178
 
(2) 未経過リース料期末残高相当額

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

１年内 80百万円

１年超 192百万円

合計 272百万円
　

２　オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年内 1,427百万円

１年超 20,865百万円

合計 22,292百万円
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 87百万円

減価償却費相当額 82百万円

支払利息相当額 7百万円
 

　 (4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　 (5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

　 ２　オペレーティング・リース取引

　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能

　のものに係る未経過リース料

１年内 972百万円

１年超 12,416百万円

合計 13,388百万円
 

　

EDINET提出書類

株式会社ゼクス(E04010)

有価証券報告書

124/142



(有価証券関係)

有価証券

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　

区分

前事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

貸借対照表
計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

貸借対照表
計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

子会社株式
関連会社株式

―
2,071

―
1,647

―
△423

―
─

―
─

―
─

合計 2,071 1,647 △423 ─ ─ ─

　

(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成20年５月31日)
当事業年度

(平成21年５月31日)

(1)　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　 　

未払事業税等 　 4百万円

貸倒引当金 　 36百万円

投資損失引当金 　 1,627百万円

関係会社株式評価損 　 1,217百万円

益金算入前受金 　 310百万円

その他 　 121百万円

繰延税金資産小計 　 3,317百万円

評価性引当額 　 △3,317百万円

繰延税金資産合計 　 ―　百万円

 

(1)　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　 　

未払事業税等 　 6百万円

貸倒引当金 　 2,097百万円

投資損失引当金 　 1,340百万円

投資有価証券評価損 　 404百万円

その他 　 25百万円

繰延税金資産小計 　 3,875百万円

評価性引当額 　 △3,875百万円

繰延税金資産合計 　 ─　百万円

 

(2)　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別内訳

 

　当事業年度については、税引前当期純損失を計上して

いるため、記載を省略しております。
 

(2)　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別内訳

 

　当事業年度については、税引前当期純損失を計上して

いるため、記載を省略しております。
 

　

(企業結合等関係)

　

前事業年度(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)

連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）Ⅵ　吸収分割（㈱チャーミング・リゾート沖縄）におけ

る記載内容と同一であるため、記載しておりません。

　

当事業年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

項目
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１株当たり純資産額 38,061円31銭 11円02銭

１株当たり当期純損失(△) △23,771円25銭 △29,452円73銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

― 円 ― 銭 ─ 円 ─ 銭

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益については、潜在株式は存
在するものの、１株当たり当期純損
失であるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益については、潜在株式は存
在するものの、１株当たり当期純損
失であるため記載しておりません。

(注)　算定上の基礎は、以下の通りであります。

１　１株当たり純資産額

項目
前事業年度末

（平成20年5月31日）

当事業年度末

（平成21年5月31日）

貸借対照表の純資産の部の合計額

（百万円）
8,297 32

普通株式に係る純資産額（百万円） 8,297 32

貸借対照表の純資産の部の合計額から

控除する金額（百万円）
― ─

普通株式の発行済株式数（株） 224,016 2,969,038

普通株式の自己株式数（株） 6,004 6,004

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た普通株式の数（株）
218,012 2,963,034

　　　
２　１株当たり当期純損失(△)及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

　
前事業年度

(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

損益計算書上の当期純損失(△)

（百万円）
△5,211 △11,202

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ─

普通株式に係る当期純損失(△)

（百万円）
△5,211 △11,202

普通株式の期中平均株式数（株） 219,241 380,369

普通株式増加数（株） ― ─

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要

2010年５月31日満期円貨建転換

社債型新株予約権付社債
額面金額  　    2,075百万円

第３回ストックオプション　　　　　　
2,004個

第４回ストックオプション　　　　　　
3,962個

第５回ストックオプション
4,302個

2010年５月31日満期円貨建転換

社債型新株予約権付社債　
 額面金額  　　 　　80百万円

第３回ストックオプション　　　　　　
207個

第４回ストックオプション　　　　　　
885個

第５回ストックオプション
851個
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(重要な後発事象)

前事業年度
(自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日)

当事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

１．重要な資産の担保提供

下記不動産を平成20年６月25日に担保提供のため、

極度額120億円の根抵当権設定および登記留保してお

ります。

(1) 重要な資産の担保提供の理由　　

将来事業の営業債務の発生に対する担保となり

ます。

(2) 担保提供物件　

　①物件の種類　　土地、建物 

　②帳簿価額　　23,044百万円

３．重要な資産及び事業の譲渡 

　当社は、平成21年５月期を初年度とする中期経営計

画に基づき、不動産コンサルティング事業とシニアハ

ウジング＆サービス事業への「選択と集中」を進め、

経営基盤の安定化に向け鋭意努力しておりますが、シ

ニアハウジング＆サービス事業については、関西圏で

の営業ノウハウ欠如に伴う入居遅れ等から平成21年

５月期は赤字の見通しとなっております。 

　このため、当社は、平成20年８月29日開催の当社取締

役会において、当社が保有する「チャーミング・スク

ウェア芦屋」に係る土地および建物を11,500百万円

で㈱富士薬品が出資する特定目的会社芦屋シニアレ

ジデンスに譲渡することを決議し、同日付で売買契約

を締結いたしました。なお、決済は平成20年９月３日

に予定しております。 

　また、当社は平成20年８月29日開催の当社取締役会

において、当社の連結子会社である㈱ゼクスアクティ

ブ・エイジが運営しております「チャーミング・ス

クウェア芦屋」事業を㈱富士薬品に譲渡することを

決議し、同日付で基本合意書を締結いたしました。 

　譲渡は、㈱ゼクスアクティブ・エイジが、平成20年９

月30日に新設分割により設立予定の、「チャーミング

・スクウェア芦屋」事業の運営会社である(仮称)㈱

チャーミング・スクウェア芦屋の全株式を平成20年

９月30日に譲渡する方法で行います。

当社は、平成21年６月18日付（訴状送達日　平成21

年７月８日）にて、東京地方裁判所において訴訟の提

起を受けております。訴訟の内容は以下のとおりであ

ります。

　(1) 訴訟を提起した者

株式会社富士薬品　代表取締役　高柳昌幸 

埼玉県さいたま市大宮区桜木町四丁目383番地

  (2) 訴訟の内容

  当社保有不動産を特定目的会社芦屋シニアレ

ジデンスへ譲渡を行うに際し、特定目的会社芦屋

シニアレジデンスが発行する優先出資証券を株

式会社富士薬品が購入するに至った過程で当社

から損害を与えられたとする内容の損害賠償請

求であります。

  (3) 損害賠償請求額

  31億37百万円

  (4) 訴訟に対する会社の見解

  当社は、正当な手続きに則り、特定目的会社芦

屋シニアレジデンスへ不動産の譲渡を行ってお

り、株式会社富士薬品が当該特定目的会社の発行

する優先出資を引き受けるにあたり、損害を与え

た事実は一切ありません。また、当社は一連の取

引において当社が受けた損害について、株式会社

富士薬品に対し反訴する予定であり、現在、弁護

士と協議しております。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の1以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省

略しております。

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 22,289 53 11,74210,6001,182 724 9,418

構築物 504 0 207 298 93 40 204

　車両運搬具 15 ─ 15 0 0 0 0

機械装置 36 ─ 13 23 6 6 16

　工具器具備品 87 3 49 41 28 13 13

　土地 11,799 ─ 2,883 8,915 ─ ─ 8,915

　建設仮勘定 210 31 ─ 241 ─ ─ 241

有形固定資産計 34,942 89 14,91120,1201,310 785 18,810

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウェア ─ ― ─ 118 33 17 67

　電話加入権 ─ ― ─ 0 ─ ─ 0

無形固定資産計 ─ ― ― 118 33 17 68

長期前払費用 455 0 81 373 166 68 207

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

　開業費 472 ─ 472 ─ ─ 346 ─

繰延資産計 472 ─ 472 ─ ─ 346 ─

(注) １　建物の減少の主な内訳は、次のとおりであります。

      チャーミング・スクウエア芦屋　　　 　　   　　　10,588百万円

２　土地の減少の主な内訳は、次のとおりであります。　　

　　　チャーミング・スクウエア芦屋　　　　　　　　     2,860百万円

３　無形固定資産の金額が、資産総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」

の記載を省略しております。
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円) 当期末残高

(百万円)
目的使用 その他

貸倒引当金（流動） 36 21 1 10 45

貸倒引当金（固定） 53 5,088 33 ─ 5,107

投資損失引当金（固定） 3,997 3,077 198 3,716 3,160

（注）１　貸倒引当金（流動）の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

 ２　投資損失引当金（固定）の「当期減少額（その他）」は、科目の振替による減少であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

ａ　資産の部

イ　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 0

預金 　

当座預金 8

普通預金 267

その他 2

計 278

合計 278

　
　

ロ　売掛金

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈱チャーミング・エイジ研究所 42

㈱トビー 34

㈱和喜産業 24

その他 6

合計 106

　

(ロ)売掛金滞留状況
　

期首残高(百万円)
　
(Ａ)

当期発生高(百万
円)
　
(Ｂ)

当期回収高(百万
円)
　
(Ｃ)

当期末残高(百万
円)
　
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

179 709 781 106 88.0 73.7

(注)　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

ハ　販売用不動産

　

プロジェクト名 金額(百万円)

ウインズ初音 1,053

コンフォートホテル八戸 806

仙川ビル 338

合計 2,197
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ニ　仕掛販売用不動産
　

プロジェクト名 金額(百万円)

長崎元船町開発プロジェクト 1,147

岩国ビジネスホテル開発 959

熱海アズベールホテル 254

その他 0

合計 2,360

　

ホ　仕掛品

　

プロジェクト名 金額(百万円)

六甲柏尾台完成宅地卸プロジェクト 984

大栄町物流センター 758

カヌチャベイリゾート新館新築工事プロジェクト 402

その他 185

合計 2,331

　

ヘ　関係会社株式

　

相手先 金額(百万円)

㈱カヌチャ ベイ リゾート 2,078

㈱ゼクス・プリンシパル・インベストメント 1,244

その他 1,152

合計 4,475

　

ト　関係会社長期貸付金

　

相手先 金額(百万円)

㈱すんぷ夢ひろば 5,091

㈱チャーミング・リゾートすんぷ 1,800

その他 496

合計 7,387
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ｂ　負債の部

イ　支払手形

（イ）相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

Ｋ.Ｋ.ジャパン㈱ 57

その他 97

合計 155

　

（ロ）期日別内訳

　

期日別 金額(百万円)

平成21年６月満期 14

平成21年７月満期 9

平成21年８月満期 9

平成21年９月満期 9

平成21年10月満期 57

平成21年11月満期 18

平成21年12月以降満期 37

合計 155

　

ロ　買掛金

　

相手先 金額(百万円)

㈱ナカノフドー建設 535

その他 77

合計 612

　

ハ　短期借入金

　

相手先 金額(百万円)

㈱りそな銀行 3,384

㈱関西アーバン銀行 2,348

SMBCファイナンスサービス㈱ 1,070

その他 2,886

合計 9,689
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ニ　一年以内返済予定の長期借入金

　

相手先 金額(百万円)

㈱三井住友銀行 4,595

㈱ゼクスアクティブ・エイジ 992

㈱関西アーバン銀行 901

東京東信用金庫 740

オリックス㈱ 654

その他 2,294

合計 10,178

　

ホ　預り金

　

相手先 金額(百万円)

㈱ゼクス・プリンシパル・インベストメント 2,633

その他 611

合計 3,245

　

ヘ　長期借入金

　

相手先 金額(百万円)

オリックス㈱ 934

㈱関西アーバン銀行 856

その他 990

合計 2,781

　

(3) 【その他】

「第５［経理の状況］１［連結財務諸表等］ (2）[その他] 2．重要な訴訟事件等における記載内容

と同一であるため、記載しておりません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ６月１日から５月31日まで

定時株主総会 ８月中

基準日 ５月31日

剰余金の配当の基準日 11月30日、５月31日

１単元の株式数 ―

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告としております。 
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができ
ない場合には、日本経済新聞に掲載して行います。 
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。 
　http://www.zecs.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社ゼクス(E04010)

有価証券報告書

134/142



第７ 【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第12期(自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日)　平成20年９月１日関東財務局長に提出
　

(2) 有価証券報告書の訂正報告書

平成19年８月27日関東財務局長 に提出の事業年度　第11期(自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31
日)の有価証券報告書に係る訂正報告書を平成20年６月19日関東財務局長に提出
　

(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第13期第１四半期(自　平成20年６月１日　至　平成20年８月31日)　平成20年10月15日関東財務局長に提出

第13期第２四半期(自　平成20年９月１日　至　平成20年11月30日)　平成21年１月14日関東財務局長に提出

第13期第３四半期(自　平成20年12月１日　至　平成21年２月28日)　平成21年４月14日関東財務局長に提出
　

(4) 有価証券届出書（参照方式）及びその添付書類

第三者割当増資　平成21年５月14日関東財務局長に提出
　

(5) 有価証券届出書の訂正届出書

訂正届出書（上記(4)　有価証券届出書（参照方式）の訂正届出書）を平成21年５月22日関東財務局長に
提出
　

(6) 発行登録書及びその添付書類

発行登録書（普通株式、第三者割当）を平成21年１月29日関東財務局長に提出

発行登録書（新株予約権証券、第三者割当）を平成21年１月29日関東財務局長に提出
　

(7) 発行登録追補書類及びその添付書類

発行登録追補書類（普通株式、第三者割当）を平成21年２月26日関東財務局長に提出

発行登録追補書類（新株予約権証券、第三者割当）を平成21年２月26日関東財務局長に提出
　

(8) 訂正発行登録書

上記(6)に係る訂正発行登録書を平成21年１月30日関東財務局長に提出

上記(6)に係る訂正発行登録書を平成21年２月10日関東財務局長に提出

上記(6)に係る訂正発行登録書を平成21年２月19日関東財務局長に提出

上記(7)に係る訂正発行登録書を平成21年３月12日関東財務局長に提出

上記(6)に係る訂正発行登録書を平成21年４月10日関東財務局長に提出

上記(6)に係る訂正発行登録書を平成21年４月14日関東財務局長に提出

上記(6)に係る訂正発行登録書を平成21年４月28日関東財務局長に提出

上記(6)に係る訂正発行登録書を平成21年５月13日関東財務局長に提出

上記(6)に係る訂正発行登録書を平成21年５月29日関東財務局長に提出

上記(6)に係る訂正発行登録書を平成21年６月11日関東財務局長に提出

上記(6)に係る訂正発行登録書を平成21年７月15日関東財務局長に提出

上記(6)に係る訂正発行登録書を平成21年８月17日関東財務局長に提出

上記(6)に係る訂正発行登録書を平成21年８月28日関東財務局長に提出
　

(9) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（監査法人の異動）の規定に基づく臨時報
告書を平成20年９月３日に関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告
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書を平成21年１月16日に関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告
書を平成21年１月16日に関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号（訴訟の提起）の規定に基づく臨時報告書を平
成21年１月16日に関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第16号及び第19号（連結子会社の重要な事業の譲渡）
の規定に基づく臨時報告書を平成21年１月20日に関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号（特別損益の発生）の規定に基づく臨時報告書
を平成21年１月20日に関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２項第15号（連結子会社の吸収分割）の規定に基づ
く臨時報告書を平成21年２月10日に関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号（特別損益の発生）の規定に基づく臨時報告書
を平成21年２月19日に関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書
を平成21年４月10日に関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（特別損益の発生）の規定に基づく
臨時報告書を平成21年４月14日に関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書
を平成21年５月13日に関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書
を平成21年５月29日に関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書
を平成21年６月11日に関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（特別損益の発生）の規定に基づく
臨時報告書を平成21年７月15日に関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号（訴訟の提起）の規定に基づく臨時報告書を平
成21年７月15日に関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（監査法人の異動）の規定に基づく臨時報
告書を平成21年７月15日に関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（監査法人の異動）の規定に基づく臨時報
告書を平成21年８月17日に関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（監査法人の異動）の規定に基づく臨時報
告書を平成21年８月28日に関東財務局長に提出

　

(10) 臨時報告書の訂正報告書

平成21年４月10日提出の臨時報告書に係る訂正報告書を平成21年４月28日に関東財務局長に提出

　

(11) 自己株券買付状況報告書

平成20年６月６日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

平成20年９月１日

株式会社ゼクス

取締役会　御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 二ノ宮　隆　雄　㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 小　尾　淳　一　㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 永　井　　　勝　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ゼクスの平成19年６月１日から平成20年５月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社ゼクス及び連結子会社の平成20年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

追記情報

（１）継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は当連結会計年

度において多額の当期純損失を計上し、また、継続的な営業キャッシュ・フローの赤字などにより財務状

況が悪化し、さらに、一部の取引金融機関への借入金返済期日を延期しており、継続企業の前提に重要な

疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企

業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。

（２）会計方針の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度より不動産開発事業に係る支払利息の会計

処理を変更している。

（３）重要な後発事象３．に記載のとおり、重要な資産及び事業の譲渡に関する記載がある。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　
 
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

平成21年８月26日

株式会社ゼクス

取締役会　御中

　

監 査 法 人　ウイングパートナーズ

指定社員
業務執行社員

公認会計士 市　島　幸　三　㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 平　賀　康　麿　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社ゼクスの平成20年6月1日から平成21年5月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連

結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場からこの連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して株式会社ゼクス及び連結子会社の平成21年5月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。

追記情報

（１）継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社グループは当連結会計年度において

9,211百万円の当期純損失を計上し、営業キャッシュ・フローも継続して赤字となり、継続企業の前提に

重要な疑義を生じさせるような状況が存在している。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性

が認められる理由については当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成さ

れており、このような重要な不確実性の影響は連結財務諸表に反映されていない。

（２）重要な後発事象に関する注記に記載のとおり、会社は平成21年6月18日付にて、東京地方裁判所におい

て訴訟の提起を受けている。
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＜内部統制監査＞　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第2項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ゼクスの平

成21年5月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制の整備及び運用並びに

内部統制報告書を作成する責任は、経営者にある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記

載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠し

て内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果としての意

見表明のための合理的基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社ゼクスが平成21年5月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基

準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　
 
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

平成20年９月１日

株式会社ゼクス

取締役会　御中

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 二ノ宮　隆　雄　㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 小　尾　淳　一　㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 永　井　　　勝　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ゼクスの平成19年６月１日から平成20年５月31日までの第12期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ゼクスの平成20年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

（１）継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は当事業年度に

おいて多額の当期純損失を計上し、また、連結ベースでは継続的な営業キャッシュ・フローの赤字などに

より財務状況が悪化し、さらに、一部の取引金融機関への借入金返済期日を延期しており、継続企業の前

提に重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は

継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。

（２）会計方針の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度より不動産開発事業に係る支払利息の会計処理

を変更している。

（３）重要な後発事象２．に記載のとおり、重要な資産及び事業の譲渡に関する記載がある。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
 
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

平成21年８月26日

株式会社ゼクス

取締役会　御中

　 　 　

監 査 法 人　ウイングパートナーズ

指定社員
業務執行社員

公認会計士 市　島　幸　三　㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 平　賀　康　麿　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため「経理の状況」に掲げ

られている株式会社ゼクスの平成20年6月1日から平成21年5月31日までの第13期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場からこの財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ゼクスの平成21年5月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

（１）継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当事業年度において11,202百万円の当

期純損失を計上し、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在している。なお、当該状

況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。財務諸

表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は連結財務諸表に反映さ

れていない。

（２）重要な後発事象に関する注記に記載のとおり、会社は平成21年6月18日付にて、東京地方裁判所におい

て訴訟の提起を受けている。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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